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若い女性はおじさん文化が嫌で
地方を出ていく

「女性が多いと会議が長引く」という発言で五輪組織委員会会長

を辞任することになった森さん。だがこれは男性の一種の典型であ

り、あれくらいで辞任するのはおかしいと思った人は、特に男性に多

いだろう。女性が話すと話が長いわりに要点が絞られないと思う男

性は少なくないからだ。

だがそういう考え方があてはまる女性がいたとしても、それは会社

で長く働いた女性ではない場合であって、キャリアの長い女性なら、

そんなことはあまりないはずだ。男性でも要領を得ない人はいるわ

けで、もちろん男女の差の問題ではない。

法政大学総長の田中優子が日経新聞で書いていたが、森発言は

「女性蔑視というだけでなく、その会議の議事進行そのものに問題が

ある」のだ。田中は書く。「私は学部長として教授会の議長をつと

めた。総長になってからは7年間、常務理事会、理事会、学部長会議、

学校長会議、その他さまざまな会議の議長をした。議長には2つの

役割がある。ひとつは時間内に審議を終えることで、もうひとつは、

必要なら熟議を尽くすことだ。この2つは矛盾するので、熟議を要

する議題がある時は、あらかじめ参考書類を送って目を通していた

だく。そして会議の目的を明確にしておいて、課題解決のための意

見をいただく。提案に異議が出た場合、それがもっともならば継続

審議として再提案する。」反対意見が多く出たときは「反対している

会議体に熟議を委ね、提案に対する対案を作ってもらった。提案

には賛成であっても別の側面から意見を述べる参加者もいる。そ

の場合は『大事な観点である』ことを皆に伝え、議事録に残し、それ

は改めて審議する。会議は熟議を基本とする。議長は多様な意見

に全て耳を傾ける。意味がわからなければ自分の言葉に言い直し

て確認をとる。趣旨が同じものをまとめ、2つか3つの選択肢にして

提案し、決めていただく。つまり大変忙しく充実している。議長が

会議をただ長く感じるのであれば、それは議長としての役目を果た

していないからである。」

明解である。森さんは「わきまえる」ことが大事だという発言をし

てさらに顰蹙を買った。森さんが言うのだから、自分は黙っていよ

うという人だけ会議に出ればいいという発想なのである。

森さんの会議でなくても日本人は会議で発言しない人が多い。

私は講演を無数にしてきたが、質問がほとんど出ない。最近は中国

人に講演をすることが多いが、公演中にスマホをいじったり、電話が

かかってきて席を立ったり、私語が多かったり、まるで学級崩壊のよ

うで腹が立つが、質問はたくさん出るし、質問の内容は的を射てい

るし、なにしろ積極的なので、腹が立ったのを忘れてこちらも一生懸

命答える。終わってみればすがすがしい。日本人相手の講演会では

感じることのできないことである。これも日本人に、変にわきまえす

ぎの人が多すぎるからであろう。

東京などの大企業は、国際的に事業をしているので、ジェンダー

などのポリティカルコレクトネスには敏感である。もちろん法政大学

に限らず大学では一層そうである。

だが地方に行くと、いや東京郊外でも23区内でも、80代以上の

長老支配は珍しくなく、古い価値観が根強く残っている。だから若

い女性は地方から出ていくのだ、と言っても過言ではない。

三浦 展（みうら・あつし）
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地方の女性はなぜ東京に集まるのか？
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反対に若い人は元気がない。3 年ほど前、ある地方で青年会議

所の男性数人と会食したが、まったく大人しくて驚いたことがある。

青年会議所と言えば地方の中でも元気な人たちの集まりのはずだ

が、最近は違ってきたのかと不思議に思った。これも長老達の前で

わきまえすぎるからなのか。

こういう地方に嫌気がさして、特に家を継ぐなどということは考

えないで済む女性達は、もっと自由と平等のある東京に出て行って

しまうのだ。地方が若い世代、特に女性を集めたかったら、もっと

自由で多様性を重視し寛容な土壌をつくらないといけないのである。

都心部ほど女性が増えた

いかに若い女性が東京に集まっているかをデータで

示そう。

東京、特に23区の人口は2000年代に入ってから増

加してきた。小泉政権による都心再開発政策のため

である。都心にタワーマンションなどの住宅が急増し、

人口が誘導されたのである。（図1）

では誰が東京にやってきたか。といえば進学、就職

を機に若い世代がやってきたのだ。ただし若い世代が

東京にやってくる傾向は昔も同じだ。

近年の特徴は女性が男性並みにたくさん東京に来

るようになったことである。バブル期の86〜89年には

東京都への転入者の58％台が男性だったが、近年は

52％台である。男女が拮抗してきたのだ。（図2）

近年のもう一つの特徴は、東京に来た若い世代が

30代になっても東京から出て行かなくなったことだ。

どうしてかというと、昔はおおむね 30 歳までには結婚

して子どもができたので、郊外に転出していったからだ。

ところが先述した都心居住政策によ

り都心に家族向けの住宅が増えた。お

金さえあれば子どもができても都心、23

区内に住み続けることができるように

なったのだ。

もちろん既婚でも仕事を続け、23区

内、特に都心部などに住み続ける女性

も増えた。2015年の23区の年 齢 別の

女性比率を見ると、23区全体では年を

取ることに女性比率が下がる。25歳で

は50.8％だが54歳では48.3％である。

だが文京区、港区、目黒区、杉並区、

世田谷区、渋谷区、中央区といった、都

心から西南部にかけての地域では、ほ

ぼどの年齢でも女性比率が50％を超え、

30代、40代を過ぎるほど女性比率が高まる傾向すらある。50歳を

過ぎても女性比率はほぼ50％以上である。つまり女性は東京に長

く住むほど都心に集まってくるのである。（図３）

【図1】東京都の人口
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 資料：東京都｢住民基本台帳｣
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【図3】23区25～54歳の女性比率（54歳で23区平均以上の区のみグラフ化）
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【図2】他府県から東京への転入者数の男女比（日本人のみ）

65.0

60.0

55.0

50.0

45.0

40.0

35.0

（%）

（年）

 資料：東京都｢住民基本台帳｣

男性 女性

86 90 95 00 05 10 15



216

2015年の国勢調査小地域集計をもとに町丁別に未婚女性が未

婚男性より3 割以上多い地域をプロットすると、より鮮明に都心か

ら西南部にかけての地域が女性に人気であることがわかる（拙著『都

心集中の真実』ちくま新書、2018）（図4）。

路線で言うと東急東横線沿線の人気が明らかである。大正期以

来開発されてきた良好な住宅地であり、治安もよく、渋谷、恵比寿、

青山、六本木、日比谷、大手町、日本橋などに通いやすいことが人気

の秘密であろう。

それからおそらく、女性の就業者比率の高い、ファッション、美容

などの産業が都心から西南部にかけて多いということも影響してい

るだろう。

また近年成長しているIT 系の企業も大手町、日

本橋より渋谷、恵比寿などに多く、女性がそうした

産業に吸収されていることも想像できる。そもそも

ITの求人が多いこともあるし、新しい産業ほど従業

員の平均年齢が若く、経営者も若く、男女差別が

少ないからであろう。

また女性の就業率が高い地域の町丁をプロット

すると図5のようになる（23区全体の女性の就業

率は37．5％のため47％以上をプロット）。中央区、

および墨田区、江東区の隅田川近くに集積がある。

これらの地域にできたマンションに働く女性がたく

さん住んでいるのである。いかに働く女性が都心志

向であるかがわかる。

都心部ほど出産も多い

このように、主として高学歴で高収入の女性は都

心から西南部にかけて居住地を選択するが、だからといって彼女た

ちは子どもを産まないわけではない。

23区の区別の合計特殊出生率推移を見ると、中央区、港区、江戸

川区、千代田区などは三多摩の市部平均よりも合計特殊出生率が

高い。江東区、品川区、文京区、台東区、墨田区など、中央区や千代

田区と隣接する区の合計特殊出生率も区部平均より高い。子ども

がいるからこそ会社に近いところに住みたいからであろう。

対して、多摩ニュータウンのある多摩市は合計特殊出生率が1．

15であるが、それは東京都全体の合計特殊出生率と同じであり、先

に挙げた中央区から墨田区のほうが合計特殊出生率は高い。

ニュータウンというのは、本来は子育てをする若い核家族のため

【図6】23区別合計特殊出生率推移（区部平均以上の区のみ）
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資料：総務省「国勢調査小地域集計」より（2015年）三浦 展作成／出所：三浦 展『都心集中の真実』

【図4】未婚女性が未婚男性より3割以上多い地域 【図5】女性の就業率が高い地域（東京23区）
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につくられたのだが、現在では、都心よりも合計特殊出生率は少な

いのである（ただし、出産後に多摩市など郊外に転出する人がいる

ことは確かである）。多摩市に住んで都心に通うことは子育て期の

人にとっては苦痛でしかないからだ。（図6）

このように見ると、女性が男性並みに4年制大学に進むなど高学

歴化し、結婚出産後も働くことが前提となった現代では、東京、特

に都心の近くに住むほうが

① 多様な職種が大量にあり、仕事の選択肢が多い。

② 高収入を得られるチャンスが多い。

③ 魅力的な男性に出会うチャンスが多い。

④ 地方・親元のように早く結婚しろと言われにくい。

⑤ 地方のように嫁と見なされて余計な仕事が増えない。

というメリットがある。そのため女性が東京にひきつけられるので

ある。

共働きで子育てしやすい地域が選ばれる

さらに拙著『首都圏大予測 これから伸びるのはクリエイティブ・

サバーブだ！』では 1 都 3 県で同じような町丁別の分析を行った。

先ほど23区で女性の就業率の高い町丁をプロットした図を見たが、

これを１都３県で見てみよう。（図7）

すると23区の外側では以下の地域で女性の就業率が高い。

① 23区に隣接した三多摩の武蔵野市、三鷹市、調布市、府中市。

② 神奈川県では川崎市全体、川崎市中原区から横浜市中区にか

けての東横線沿線、そして横浜市神奈川区、西区あたりの業務

集積が多い地域。

③ 埼玉県では23区に隣接した川口市、蕨市、戸田市、和光市、朝

霞市、新座市、三郷市、八潮市あたり。

④ 千葉県でも23区に隣接した浦安市、船橋市あたり。

このように、ほぼ23区に隣接した市で女性の就業率が高い。都

心に通勤するから23区内がいいが、家賃が高いからそのすぐ外側に

住む、という選択がされていることが想像できる。

逆に女性の就業率が低い地域を見てみると、都心近くでは港区、

渋谷区あたり、次にその西側の東急大井町線沿線あたり、そして町

田から横須賀までの多摩丘陵上の地域に女性の就業率が低い地域

が面として広がっていることがわかる。（図8）

つまりこれは専業主婦の多い地域である。私のかつての「第四山

の手論」における第二山の手から第四山の手にぴったりと符合する。

夫が主に稼ぎ、妻が家事と育児を担当するという「伝統的」な家族

形態が維持されているのが、これらの地域なのだ（第四山の手論に

ついてはアクロス編集室『「東京」の侵略』あるいは拙著『下流社会』

参照）。

資料：総務省「国勢調査小地域集計」より（2015年）三浦展作成／出所：三浦展『首都圏大予測』

【図7】女性の就業率が高い地域（1 都 3 県）

【図8】女性の就業率が低い地域

資料：総務省「国勢調査小地域集計」（2015年）より三浦展作成／出所：三浦展『首都圏大予測』
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国勢調査小地域集計では、年齢別の集計がないが、おそらくこれ

らの地域は年齢的には60代以上が中心であり、そうした伝統的家

族形態をとることが当たり前だった時代に結婚・出産・子育てをし

た世代が多いのであろう。

このように、女性の就業率が高い地域と低い地域は首都圏の中

で歴然と分かれている。どちらがこれからの時代に求められている

かは明らかである。共働きの夫婦が子育てもしやすいことが、これ

からの日本の地域社会に求められる必須条件だからである。

『首都圏大予測』を書いたのはコロナ流行の直前であったが、結果

としてコロナがリモートワークを促し、23区の人口を減らし、郊外の

人口を増やすことになった。だが、郊外ならどこでも人口が増える

ということではないと思う。

① やはり週に2、3回は会社に行くとすれば都心近くがよい。

② 利便性の割に家賃が安めのほうがよい。

③ 専業主婦が多い地域ではなんとなく雰囲気的に共働きがしに

くい。女性の就業率が高い市区はもともと商工混在の地域

が多く、女性が働くことが当たり前の下町的な雰囲気がある。

自然環境はやや劣るが、女性が外で働きやすい雰囲気がある

ほうがよい。

こうした条件から、先ほど見た女性の就業率が高い地域が今後

の郊外の中では発展の可能性が高いと私は考えている。

もちろん、これまで専業主婦型だった郊外でも今後は工夫次第で

発展の可能性はある。だが女性の多様な生き方が可能であること

が必須の条件であることは間違いない。

もし地方が出産の可能性の高い若い女性に対して、東京に出て

行って欲しくない、東京から帰ってきて欲しいと考えるなら、先ほど

の

① 多様な職種が大量にあり、仕事の選択肢が多い。

② 高収入を得られるチャンスが多い。

③ 魅力的な男性に出会うチャンスが多い。

④ 地方・親元のように早く結婚しろと言われにくい。

⑤ 地方のように嫁と見なされて余計な仕事が増えない。

という条件を揃える必要がある。だが多様な職種が大量にある

とか、高収入を得られるチャンスという点で地方が東京と争うのは

厳しい。

魅力的な男性というのも、概ね高収入であることと比例するため、

東京にはかなわない。

となると、結婚・出産をせかさない、結婚しても○○家の嫁と見な

さず、個人として扱うといった態度の変容くらいはしないと女性は

集まらないだろうという結論になる。

「定住型男性」と
「移住型女性」の価値観の差が大きい

2020年11月にカルチャースタディーズ研究所が行った「現代日

本人の意識と価値観調査」※によると、今後移住を考えている人と

考えていない人の意識の差は少なくない。

男女の差はもっと大きいので、移住を考えている女性と考えてい

ない男性の差が顕著である（年齢による差はあまりない）。

移住を考えている女性が考えていない男性より10ポイント以上

多い意識としては以下のようなものがある。（図9）

① 結婚しなくても幸せに生きられる社会にするべきだ。

② LGBT（同性愛など）の差別をなくすべきだ。

③ 夫婦別姓でもよいようにするべきだ。

④ 女性がもっと有利な条件・高い年収で働けるような

　 社会にするべきだ。

⑤ 男性の家事や育児の時間が短い。

⑥ 有給休暇やリモートワークなどによって時間と空間を

　 自由に使う暮らしがしたい。

⑦ 児童虐待への対策が遅れている。

⑧ まわりの目や声が気になる生きづらい世の中になった。

⑨ 女性が政治や経営のトップに少ない。

⑩ 同性婚が認められていないのは問題だ。

⑪ サラリーマン以外の働き方をしても安心して生きられるように

　 すべきだ。

⑩ セクハラ、パワハラが多い。

⑬ 高齢者が増えて若い世代が損をする状況がますます拡大する

⑭ 見合い結婚もいいと思う。

あきらかに結婚、性別、家事・育児、働き方に関する項目が多い。

結婚をしてもしなくてもいいし、同性同士が結婚してもいいし、夫婦

別姓でもいいし、逆に見合い結婚もいいかもしれない、というように、

結婚に対して多様な価値観を求めていることがわかる。

またリモートワークなどで時間と空間を自由に使いたいし、まわ

移住希望者と非・希望者の意識と価値観の差

※三菱総合研究が毎年行っている3万人調査「生活者市場予測システム」の2020年6月調査のサンプルのうち全国25〜54歳の男女にカルチャースタディーズ研究所が追加調査したもの。
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りの目や声を気にしないで生きたいし、サラリーマン以外の働き方

もしたい。もちろん女性の働く条件はもっと向上するべきだし、女

性が政治や経営のトップに立つことも増えるべきであり、セクハラ・

パワハラはもちろん問題外だと思っている。

ひとことでいうと、人間の、特に女性の多様な生き方に関する認

識について、「定住型男性」と「移住型女性」の差が大きいわけである。

　

　

男性 女性 移住を考える女性と
考えない男性の差
（ポイント）

移住は
考えていない

移住を
考えている

移住は
考えていない

移住を
考えている

結婚しなくても幸せに生きられる
社会にするべきだ 7.9% 14.2% 21.0% 29.1% 21.2

LGBT（同性愛など）の差別を
なくすべきだ 11.4% 16.0% 19.3% 30.1% 18.7

夫婦別姓でもよいようにするべきだ 8.5% 11.5% 17.0% 26.4% 17.9

女性がもっと有利な条件・高い年収で
働けるような社会にするべきだ 6.5% 8.0% 18.5% 24.3% 17.8

年金・医療費など社会保障が不安だ 28.2% 28.1% 43.3% 45.5% 17.3

自分たちが高齢者になったときに
社会がうまくいくか不安だ 21.4% 24.3% 33.2% 38.4% 17.0

男性の家事や育児の時間が短い 6.7% 11.5% 20.3% 22.9% 16.2

延命のためだけの医療を見直すべきだ 16.7% 19.2% 20.3% 31.5% 14.8

有給休暇やリモートワークなどによって
時間と空間を自由に使う暮らしがしたい 11.7% 13.6% 14.3% 26.4% 14.7

安心して老後が暮らせる福祉社会を
実現すべきだ 17.2% 16.6% 26.7% 31.5% 14.3

児童虐待への対策が遅れている 12.6% 13.6% 22.3% 26.4% 13.8

まわりの目や声が気になる
生きづらい世の中になった 13.6% 13.6% 19.7% 27.1% 13.5

コロナなど新型の疫病への対策が
遅れている 17.2% 15.1% 23.2% 29.8% 12.6

女性が政治や経営のトップに少ない 8.0% 11.8% 18.3% 20.5% 12.5

土地や住宅の値段が高すぎる 13.8% 21.0% 19.2% 25.7% 11.9

同性婚が認められていないのは問題だ 4.0% 8.0% 10.3% 15.4% 11.4

サラリーマン以外の働き方をしても
安心して生きられるようにすべきだ 14.1% 21.0% 17.2% 25.3% 11.2

SNS により人々の発言が攻撃的に
なっている 18.9% 19.5% 28.6% 30.1% 11.2

個人情報が盗まれそうである 16.2% 18.3% 25.4% 27.1% 10.9

何かにつけて文句を言う人（クレーマー）
が増えていて困る 25.8% 28.7% 31.0% 36.6% 10.8

地球温暖化・異常気象・省エネなどへの
対策が遅れている 12.2% 15.4% 20.9% 22.9% 10.7

セクハラ、パワハラが多い 14.3% 18.3% 18.4% 25.0% 10.7

高齢者が増えて若い世代が損をする状況が
ますます拡大する 14.7% 21.3% 21.0% 25.3% 10.6

見合い結婚もいいと思う 10.8% 13.0% 16.6% 21.2% 10.4

【図9】移住を考えている女性と考えていない男性の意識の差
― ジェンダー、結婚、働き方についての差が大きい

資料：下流社会15年後研究会「現代日本人の意識と価値観調査」2020年

平均より有意に多く、間違う確率5％未満
平均より有意に多く、間違う確率10％未満

平均より有意に少なく、間違う確率5％未満
平均より有意に少なく、間違う確率10％未満

（以下同様）
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移住したい地方在住女性は
ジェンダー的な問題に不満が多い

次に、移住を考えている女性の地域差（居住地による差）を見

てみる。

まず東京圏（1都3県）と関西圏（大阪・京都・兵庫）と地方（東

京圏・関西圏以外）に分けて集計し、東京圏とその他の比較をし

てみる。（図10）（図11）

すると地方で多いのは「地域の付き合いがわずらわしい」という

地方らしい問題、「男性の家事や育児の時間が短い」「LGBT」「女

性が政治や経営のトップに少ない」といったジェンダー的な問題

などが多く上位を占める。

なお、地方なのに「教育にお金がかかりすぎる」が1位なのは、地

方では所得が低いのに塾などにかかるお金が増えているからであ

ろう。

個人的なことを言えば、1970年代に中学・高校・大学を受験し

た私の時代には、新潟県の上越市という地方中規模都市には塾

は1つしか存在しなかった。塾に行くのは例外的だったのだ。今

は中学時代から塾に行くのは当然らしい。もしかすると中学受

験のために塾に行く子どももいるだろう。

東京圏から移住したい女性は
現代社会に疑問を持っている

逆に地方が東京圏より少ないのは何か。「有給休暇やリモート

ワークなどによって時間と空間を自由に使う暮らしがしたい」と

いった働き方に関する項目が1位となった。

「農業もしながら暮らしたい」「貧しくても心の豊かさがある社

会にすべきだ」「地方の自然やゆったりした生活を維持するべき

だ」「日本の伝統的な職人文化を再評価するべきだ」といった、都

会にはない豊かさ・ゆとりあるいは伝統文化を地方に求める意見

も多い。「日本の社会に閉塞感（出口が見えない感じ）がある」「今

の時代には空虚感（むなしさ）がある」「個人が夢や希望を持てな

くなった」という項目も東京圏の女性のほうが多い。

総じて都会生活に疲れている、もっというと近代主義的・競争

主義的な価値観・生活に疲れている、あるいは疑問を持っている

女性が地方への移住を考えているようである。

なお、「夫婦別姓でもよいようにするべきだ」「同性婚が認められ

ていないのは問題だ」「男性の育児休暇を義務にするべきだ」「セク

ハラ、パワハラが多い」については地域差はあまりない。

「正規雇用や非正規雇用の区別をなくして、みんなが能力やラ

イフスタイルに合わせて契約をして働くほうがよい」「氷河期世

代・ロストジェネレーションへの支援が足りない」といった働き方

についての意見も地域差はなかった。

東京圏 地方
（東京圏・関西圏以外） 差

（ポイント）
合計 101 151

教育にお金がかかりすぎる 14.9% 29.1% 14.2

児童虐待への対策が遅れている 19.8% 32.5% 12.7

地域のつきあいがわずらわしい 9.9% 20.5% 10.6

男性の家事や育児の時間が短い 16.8% 25.8% 9.0

面と向かって、自分の考えを主張したり、意見を
ぶつけて議論し合ったりすることがしづらくなった 5.0% 13.9% 8.9

生活保護など最低限の生活を
維持する政策が不足している 7.9% 16.6% 8.7

LGBT（同性愛など）の差別を
なくすべきだ 25.7% 33.8% 8.1

官僚支配が強すぎる 11.9% 19.9% 8.0

ＮＨＫが特定の政権を
支持しているのは問題だ 15.8% 23.8% 8.0

お金や経済について教育で
十分教えていない 24.8% 32.5% 7.7

ブラック企業が多い 25.7% 33.1% 7.4

女性が政治や経営の
トップに少ない 16.8% 23.8% 7.0

金持ちが社会や文化に
貢献していない 11.9% 18.5% 6.6

ベンチャー企業や
新しい企業が十分に育っていない 2.0% 8.6% 6.6

学歴偏重社会だ 6.9% 13.2% 6.3

画一的な大量生産品ではなく、自分に最適なモノや
サービスを選べる仕組みをつくってほしい 5.0% 11.3% 6.3

結婚しなくても幸せに
生きられる社会にするべきだ 24.8% 30.5% 5.7

恋愛や結婚にはあまり興味がない 6.9% 12.6% 5.7

国際情勢を見ていると政治には
強力なリーダーが必要な時代だ 6.9% 12.6% 5.7

子どもの教育・保育・
貧困問題などへの支援が足りない 17.8% 23.2% 5.4

地域コミュニティが崩壊している 4.0% 9.3% 5.3

失敗するのはその人が悪いという
自己責任の考え方が社会に広まり過ぎた 7.9% 13.2% 5.3

３連休が増えたので
仕事や勉強の邪魔である 0.0% 5.3% 5.3

介護対策が遅れている 20.8% 25.8% 5.0

【図10】移住希望女性の地域差‒ 1：地方が東京圏より 5 ポイント以上多い
―ジェンダーや長老支配など因習に対する不満が地方にない

資料：下流社会15年後研究会「現代日本人の意識と価値観調査」2020年
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東京圏 地方
（東京圏・関西圏以外） 差

（ポイント）
合計 101 151

有給休暇やリモートワークなどによって
時間と空間を自由に使う暮らしがしたい 34.7% 19.9% -14.8

コロナなど新型の疫病への対策が遅れている 38.6% 27.2% -11.4

日本の伝統的な職人文化を再評価するべきだ 26.7% 17.2% -9.5

日本の社会に閉塞感（出口が見えない感じ）がある 27.7% 18.5% -9.2

親子が近くに住むなど、ゆるやかに大家族的に暮らしたい 13.9% 5.3% -8.6

見合い結婚もいいと思う 25.7% 17.2% -8.5

金持ちの税金を増やすべきだ 32.7% 24.5% -8.2

気軽に立ち寄れる居場所がない 12.9% 5.3% -7.6

表現の自由に行きすぎたところがあるので、
ある程度制限したほうがよい 10.9% 3.3% -7.6

公務員を減らすべきである 20.8% 13.2% -7.6

コンビニ、ファミレス、ショッピングモールなど
全国に同じチェーンが増えたのはつまらない 16.8% 9.3% -7.5

社会から規律・秩序がなくなっている 17.8% 10.6% -7.2

新聞 ･ジャーナリズムがだめになった 16.8% 9.9% -6.9

新しい技術が次々登場して、ついていけない 13.9% 7.3% -6.6

農業もしながら暮らしたい 9.9% 3.3% -6.6

貧しくても心の豊かさがある社会にすべきだ 22.8% 16.6% -6.2

対中国・北朝鮮 ･韓国政策が軟弱だ 20.8% 14.6% -6.2

東京一極集中しすぎている 29.7% 23.8% -5.9

真面目に働く人がむくわれるべきだ 41.6% 35.8% -5.8

今の時代には空虚感（むなしさ）がある 25.7% 19.9% -5.8

外交力が弱い 20.8% 15.2% -5.6

原発依存を脱するべきだ 18.8% 13.2% -5.6

大阪など地方の大都市の人口を増やし
東京とバランスをとりながら発展させるべきだ 14.9% 9.3% -5.6

ネットなどにより個人のプライバシーが侵害され始めている 26.7% 21.2% -5.5

個人が夢や希望を持てなくなった 26.7% 21.2% -5.5

古い街並みを活かしたまちづくりをすべきだ 16.8% 11.3% -5.5

完全な男女平等というのは面倒だ 13.9% 8.6% -5.3

自分の発言や行動がインターネットを通じて誰かに
つかまれているかと思うと、発言や行動を控えることがある 13.9% 8.6% -5.3

個人の自由が拡大しすぎている 9.9% 4.6% -5.3

地方の自然やゆったりした生活を維持するべきだ 17.8% 12.6% -5.2

【図11】移住希望女性の地域差 ‒ 2：地方が東京圏より 5 ポイント以上少ない
― 自由で多様な生き方を求める声が東京圏に多い

資料：下流社会15年後研究会「現代日本人の意識と価値観調査」2020年
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東京圏で移住したい女性は
高学歴・正規雇用・高年収が多い

また女性で移住希望者の属性をmif 三菱総合研究所「生活者市

場予測システム」の2020年6月の調査によって集計してみる（その

ため追加調査の「現代日本人の意識と価値観調査」とはサンプルが

異なる）。（図12）

すると、東京圏の女性と地方の女性の差は意外なことにほとんど

なかった。

移住希望者の年齢は移住を希望しない人より若めであり25〜29

歳が多く、よって未婚者が多く、子どものいない人が多い。

ただし地方では移住希望者で未婚者の割合が東京圏より少なく、

したがって子どもがいる人がやや多めである。

学歴は東京圏も地方も移住希望者が希望しない人より4年制大学

卒の割合が 5 ポイント多い。高学歴化が移住希望を高めるのである。

就業状況は移住希望者のほうが正規雇用が多い。東京圏のほう

が地方よりも移住希望者と移住を希望しない人の正規雇用率の差

が大きい。東京圏では正規雇用であることが地方よりも移住希望

を高めると言える。

年収は東京圏では移住希望者のほうがやや高い。

また移住希望者は生活全般満足度がやや低い。地方の移住希望

者でややその傾向が強めである。

分野別で特に不満が多く、かつ移住希望していない人との差が

大きいのは、東京圏では、仕事・学業、能力発揮、仕事や学校での付

き合い、住環境、健康、余暇・レジャーである。

また東京圏で、不満の数値は少ないが、移住希望していない人と

の差が大きめなのは、生活安全度、家族とのコミュニケーション、社

会貢献活動（寄付・ボランティア活動）である。

地方で特に不満が多く、かつ移住希望していない人との差が大

きいのは、ファッション、住環境、能力発揮である。ファッションが

登場するのが面白い。住環境への不満はおそらく住宅地そのもので

はなく、地域の文化レベルの不満であろう。

ストレスの原因についての質問では、東京圏の移住希望者は仕事

上の人間関係が多く、移住希望しない人との差が大きい。

地方では親あるいは配偶者の親との関係が多く、地域独特の古

い人間関係がストレスになっていることがわかる。

総合すると、地方で移住を希望するのは高学歴の女性であり、古

い人間関係や自分の高い能力を発揮する場の不足に不満を持って

いる。古い人間関係が残っているからこそ、女性が能力を発揮しき

れないのである。

東京圏 地方

移住は考え
ていない

移住を考え
ている

移住は考え
ていない

移住を考え
ている

人数 2,310 934 3,717 1,376

年
齢

女性 25-29 歳 16% 21% 14% 21%

女性 30-34 歳 15% 15% 13% 17%

女性 35-39 歳 14% 14% 15% 14%

女性 40-44 歳 18% 15% 19% 16%

女性 45-49 歳 21% 18% 20% 17%

女性 50-54 歳 17% 16% 19% 16%

配
偶

未婚 34% 44% 30% 35%

既婚 61% 50% 62% 57%

離別 5% 6% 8% 7%

死別 0% 0% 1% 0%

子
ど
も

いる 45% 30% 54% 43%

いない 55% 70% 46% 58%

学
歴

中学校卒 2% 1% 2% 2%

高校卒 20% 17% 33% 26%

専門学校・専修学校卒 14% 15% 16% 16%

短大・高等専門学校卒 16% 12% 18% 18%

4 年制大学卒 43% 48% 29% 34%

修士課程修了 3% 4% 2% 3%

博士課程修了・単位取得退学 0% 2% 0% 1%

浪人中 0% 0% 0% 0%

その他 1% 1% 1% 1%

就
業
形
態（
主
な
も
の
）

会社員（正社員）・団体職員 42% 50% 38% 41%

公務員 3% 3% 4% 4%

嘱託社員・契約社員 7% 6% 7% 7%

派遣社員 7% 7% 3% 5%

パート・アルバイト 34% 25% 40% 33%

年
収

200万円未満 55% 47% 63% 60%

200 〜 300 万円未満 12% 13% 14% 14%

300 〜 400 万円未満 11% 12% 9% 10%

400 〜 500 万円未満 7% 9% 4% 5%

500 〜 700 万円未満 6% 8% 3% 3%

700 〜 1000 万円未満 2% 4% 1% 1%

1000 万円以上 1% 1% 0% 0%

わからない 6% 6% 7% 6%

生
活
全
般
満
足
度

満足 10% 8% 9% 7%

どちらかといえば満足 43% 42% 44% 38%

どちらともいえない 25% 22% 24% 25%

どちらかといえば不満 13% 16% 14% 19%

不満 6% 9% 6% 10%

わからない 3% 2% 3% 2%

【図12】移住希望者と移住希望しない人の属性比較（東京圏と地方の女性 25 〜 54歳）
―地方の若く高学歴な女性は移住希望が強い
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東京圏 地方

移住は考え
ていない

移住を考え
ている

移住は考え
ていない

移住を考え
ている

仕
事
・
学
業
満
足
度

満足 5% 5% 4% 3%

どちらかといえば満足 21% 22% 20% 17%

どちらともいえない 41% 35% 43% 38%

どちらかといえば不満 14% 16% 14% 18%

不満 10% 15% 10% 14%

わからない 10% 8% 10% 10%

食
事
満
足
度

満足 12% 11% 10% 9%

どちらかといえば満足 42% 42% 44% 40%

どちらともいえない 33% 31% 33% 32%

どちらかといえば不満 8% 10% 9% 13%

不満 4% 5% 3% 5%

わからない 1% 1% 2% 2%

フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
満
足
度

満足 5% 5% 4% 3%

どちらかといえば満足 28% 30% 25% 24%

どちらともいえない 43% 40% 47% 41%

どちらかといえば不満 15% 18% 17% 22%

不満 5% 5% 4% 6%

わからない 4% 3% 4% 3%

住
環
境
満
足
度

満足 14% 8% 10% 6%

どちらかといえば満足 35% 34% 35% 27%

どちらともいえない 30% 27% 33% 29%

どちらかといえば不満 12% 18% 12% 20%

不満 6% 12% 7% 16%

わからない 3% 2% 2% 3%

生
活
安
全
度
満
足
度

満足 11% 9% 9% 10%

どちらかといえば満足 40% 40% 39% 35%

どちらともいえない 33% 29% 34% 32%

どちらかといえば不満 9% 12% 10% 13%

不満 4% 8% 6% 8%

わからない 3% 2% 3% 3%

健
康
満
足
度

満足 7% 7% 5% 4%

どちらかといえば満足 30% 30% 30% 26%

どちらともいえない 35% 28% 35% 31%

どちらかといえば不満 18% 20% 19% 23%

不満 9% 13% 9% 14%

わからない 3% 2% 2% 2%

能
力
発
揮
満
足
度

満足 3% 3% 3% 2%

どちらかといえば満足 18% 17% 16% 14%

どちらともいえない 50% 44% 52% 46%

どちらかといえば不満 15% 19% 15% 19%

不満 7% 12% 6% 13%

わからない 8% 6% 9% 7%

東京圏 地方

移住は考え
ていない

移住を考え
ている

移住は考え
ていない

移住を考え
ている

余
暇
・
レ
ジ
ャ
ー
満
足
度

満足 8% 8% 7% 7%

どちらかといえば満足 32% 34% 33% 27%

どちらともいえない 35% 29% 36% 37%

どちらかといえば不満 15% 18% 15% 18%

不満 7% 8% 6% 9%

わからない 3% 2% 2% 2%

仕
事
や
学
校
で
の

付
き
合
い
満
足
度

満足 5% 4% 4% 3%

どちらかといえば満足 21% 24% 21% 17%

どちらともいえない 48% 43% 49% 48%

どちらかといえば不満 9% 11% 9% 12%

不満 6% 9% 6% 8%

わからない 11% 9% 12% 12%

家
族
と
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
満
足
度

満足 17% 15% 14% 13%

どちらかといえば満足 37% 34% 39% 33%

どちらともいえない 32% 31% 32% 33%

どちらかといえば不満 7% 12% 8% 12%

不満 4% 5% 4% 6%

わからない 3% 3% 3% 3%

友
人
・
知
人
と
の

付
き
合
い
満
足
度

満足 8% 7% 6% 6%

どちらかといえば満足 32% 32% 30% 27%

どちらともいえない 38% 35% 42% 39%

どちらかといえば不満 12% 15% 13% 17%

不満 5% 6% 5% 7%

わからない 5% 4% 5% 5%

地
域
の
方
と
の

付
き
合
い
満
足
度

満足 5% 5% 3% 4%

どちらかといえば満足 17% 14% 18% 13%

どちらともいえない 55% 55% 57% 52%

どちらかといえば不満 8% 10% 9% 12%

不満 4% 5% 4% 7%

わからない 12% 12% 11% 13%

社
会
貢
献
活
動
（
寄
付
・
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
）
満
足
度

満足 3% 3% 2% 2%

どちらかといえば満足 8% 9% 8% 9%

どちらともいえない 62% 58% 62% 56%

どちらかといえば不満 7% 10% 8% 12%

不満 3% 5% 3% 4%

わからない 18% 16% 17% 17%

ス
ト
レ
ス
の
原
因

（
主
な
も
の
）

仕事上の人間関係 34% 42% 36% 37%

親あるいは配偶者の親との関係 22% 26% 23% 29%

仕事の過労 20% 23% 20% 21%

精神的な打撃 17% 22% 16% 23%

経済的な問題 31% 38% 33% 37%

資料：三菱総合研究所「生活者市場予測システム」2020年
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東京の移住希望者女性は
シェアリングとエコロジーを好む　

対して、東京圏の移住希望女性が持つ仕事上の人間関係の不満

とは何だろうか。

具体的にどういう不満を抱えているのかはわからないが、以下のよ

うなデータからは、たとえば東京圏で働く彼女たちの不満には、こん

なものもあるかも知れないと想像する。

① シェアビジネスを始めたいが、今勤めている企業はあくまで物

をたくさんつくって売ることだけが使命であり、シェアでは儲

からないと上司に言われる。

② 化学メーカーに勤めており、自分としては自然派の洗剤をつく

りたいが、あくまで合成洗剤しか作れない。（実際にこういう

経験をした女性がその後アメリカに留学して今は日本でまち

づくりなどの仕事をして大活躍している例がある）

③ 今問題になっているマイクロプラスチックをなくしたいが、今勤

めている企業では対応が難しい。個人的には木や陶磁器の製

品が好きなので、そうした分野に進めないか悩んでいる。

④ 不動産企業で再開発事業をしているが、古い家や店を壊さず

にリノベーションして使い続ける仕事がしたいと悩んでいる。

⑤フェアトレードに関心があるが、今勤めている企業は低開発国

から買いたたくことで利益を得ているのが悩ましい。

つまり、東京の最先端で働いている女性だからこそ、環境やシェ

アリングなどについても最先端の情報を得ており、それらの問題を

解決する仕事をしたいが、現在の職場では遅々として進まない、と

いう悩みかも知れないのである。東京圏の移住希望女性に高学歴・

正規雇用・高収入の人が多いことからも、その仮説はある程度想定

される。

そこでさらに、東京圏在住女性の移住希望者の特徴をシェアリン

グやエコロジー関連の質問とのクロス集計から見てみよう。

私の取材経験から言っても、移住経験者はシェアハウスに住むな

どシェアリングとの親和性が高い。

実際 mif でも、シェアハウスに住んでいるかどうかに「あてはまる」

人は移住を近々考えている人が多めである。

また民泊、会議室、ウーバーなどの輸送サービス、カーシェア、衣

服のシェアなども、それらを利用している人ほど移住希望者が多い。

シェアハウス、民泊に住む人は他者とフランクにコミュニケーショ

ンできる、あるいはそのコミュニケーション自体を楽しもうとする人

人数 移住は
考えていない

今後 1 年の
間に移住を
考えている

今後 5 年を
めどに移住を
考えている

今後 10 年を
めどに移住を
考えている

具体的な時期は
決まっていないが

検討したい
既に移住

したことがある

女性 10,024 70.4% 3.7% 6.0% 1.9% 15.1% 2.8%
あてはまる 194 60.3% 9.8% 13.4% 2.6% 9.3% 4.6%
ややあてはまる 1126 62.8% 7.8% 9.4% 3.7% 9.9% 6.3%
あてはまらない 8704 71.6% 3.1% 5.4% 1.6% 15.9% 2.4%

人数
移住は

考えていな
い

今後 1 年の
間に

移住を
考えている

今後 5 年を
めどに
移住を

考えている

今後 10 年を
めどに
移住を

考えている

具体的な
時期は

決まって
いないが

検討したい

既に
移住した

ことがある

女性 10,024 70.4% 3.7% 6.0% 1.9% 15.1% 2.8%
民泊（Airbnb、とまりーな、STAY JAPAN 等） 222 41.0% 12.2% 18.0% 4.1% 20.3% 4.5%
会議室・イベントスペース等（スペースマーケット、Spacee 等） 154 44.8% 14.3% 11.7% 5.8% 20.8% 2.6%
駐車場・農地等のスペース（akippa、軒先パーキング等） 224 58.9% 7.1% 15.2% 3.6% 13.4% 1.8%
輸送サービス（Uber、Uber eats、notteco 等） 231 48.9% 10.8% 14.7% 4.3% 19.9% 1.3%
カーシェア、サイクルシェア 231 49.8% 10.0% 14.3% 5.2% 19.0% 1.7%
衣服・ブランド品等のモノ（Laxus、SUSTINA 等） 88 45.5% 13.6% 15.9% 3.4% 21.6% 0.0%
知識や能力（TimeTicket、ANYTIMES 等） 28 32.1% 21.4% 28.6% 3.6% 10.7% 3.6%
クラウドファンディング（Makuake、READYFOR 等） 165 53.3% 6.1% 9.1% 3.6% 22.4% 5.5%
その他のシェアリングエコノミーサービス 9 44.4% 0.0% 33.3% 0.0% 22.2% 0.0%
利用したことがない 9010 72.5% 3.1% 5.1% 1.7% 14.7% 2.8%

【図 13】シェアハウスに住んでいる女性は移住を考えている人が 4 割近い：25〜 54歳

【図14】シェアリングエコノミーを利用する女性は移住を考えている人が多い：25〜 54歳

資料：三菱総合研究所「生活者市場予測システム」2020年

資料：三菱総合研究所「生活者市場予測システム」2020年
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が多いので、見知らぬ移住先でもうまくやっていける自信があるのだ

ろう。（図13）（図14）

また東京圏で移住希望の女性は、旅行好きであり、体験したい旅

行内容についても「自然にふれること」「土地の文化を感じること」

「名所・旧跡」などが多く、自然、文化、歴史に関心が高いことがわか

る。（図15）

自然志向については、現在の生活で「無農薬・有機農産物や食品

添加物を含まない自然食品を利用する」とか「天然素材のオーガ

ニック化粧品、自然派化粧品を利用する」といった傾向も強い。

また彼女たちは地方の良さを活かした暮らしに関心が高い。「自

然や地球環境を大事にしたい」「今後：自然が豊かな場所に住みた

い」、「地域固有の自然や文化の保全が不十分」であることを重要な

問題、あるいは早急に解決すべき問題と考えている人が多いのであ

る。（図16）

このように、東京圏から来る可能性のある移住希望者はシェアリ

ングやエコロジーに関心が高い。それぞれの地方固有の町の歴史・

文化・街並みの活かし方にも関心がある。仕事をしながら、シェア

リングやエコロジーに関わる活動やまちづくりができるということが、

彼女たちにとって地方移住をするための大きなインセンティブになり

そうである。

他方、地方ではあいかわらず東京をまねた都市再開発も盛んであ

り、駅前に高層ビルを建てれば若者が戻ってくると勘違いしている

ような政策がとられることも少なくない。

移住は
考えていない

移住を
考えている

人数 2,310 934
日帰りの国内旅行 

行かない 25% 19%
数年に 1 回 15% 13%
年に 1 回 20% 20%
年に 2 ～ 3 回以上 36% 45%

宿泊を伴う国内旅行
行かない 18% 14%
数年に 1 回 21% 16%
年に 1 回 27% 28%
年に 2 ～ 3 回以上 31% 40%

海外旅行
行かない 57% 42%
数年に 1 回 24% 26%
年に 1 回以上 14% 27%

体験したい旅行内容 ( 複数回答 )（主なもの）　
自然にふれること 41% 51%
名所・旧跡・遺跡を訪れるなどの観光 44% 49%
からだを休めること 36% 44%
買い物 38% 43%
イベントやお祭り 22% 28%
ドライブやツーリング 15% 20%
電車や新幹線などに乗ること 17% 23%
美術館や博物館 24% 30%
登山、山歩き 13% 17%
土地の文化を感じること 25% 32%

移住は
考えていない

移住を
考えている

人数 2,310 934
現在：無農薬・有機農産物や食品添加物を含まない自然食品を利用する
あてはまる 5% 8%
ややあてはまる 19% 23%
どちらともいえない 41% 40%
あまりあてはまらない 22% 20%
あてはまらない 14% 10%

現在：天然素材のオーガニック化粧品、自然派化粧品を利用する
あてはまる 5% 7%
ややあてはまる 13% 17%
どちらともいえない 28% 28%
あまりあてはまらない 20% 21%
あてはまらない 35% 28%

現在：自然や地球環境を大事にしたい
とてもそう思う 21% 27%
そう思う 51% 50%
どちらともいえない 25% 19%
そう思わない 3% 3%
まったくそう思わない 1% 1%

今後：自然が豊かな場所に住む
そうしたい 14% 23%
ややそうしたい 33% 37%
どちらともいえない 29% 25%
あまりそうしたくない 13% 9%
まったくそうしたくない 11% 6%

重要だと考える：地域固有の自然や文化の保全が不十分
重要かつ早急に解決すべき 10% 14%
重要 62% 59%
重要でない 28% 27%

将来子供にして欲しいと期待する：自然や地球環境を大事にする
とてもそう思う 22% 24%
そう思う 45% 54%
どちらともいえない 27% 18%
そう思わない 4% 4%
まったくそう思わない 2% 0%

資料：三菱総合研究所「生活者市場予測システム」2020年

【図 15】 【図 16】

資料：三菱総合研究所「生活者市場予測システム」2020年
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若者を地方で活躍させるには

それに関して私が少し協力した福井市の事例について書いてお

こう。詳しくは拙著『人間の居る場所』に書いたので簡単に紹介

する。

2012年12月、私は福井に出かけた。福井市でも最高級の料亭「開

花亭」の旧知の社長に会うためだ。小松空港までお迎えに来て下

さった社長は、クルマの中で私に言った。「福井でもいろんな開発

計画があるんですが、どうもどれもピンと来ない話ばかりで、どうし

たらいいんでしょう。」

私は即座に答えた。「自分でやればいいんだよ。ちょうど今吉祥

寺でもハモニカ横丁の手塚さんに相談を受けて、コミュニティデザイ

ン大賞というのを企画している。市民からまちづくりのアイデアを

募集するのだ。福井でもそれをすればいい。審査委員長は隈研吾さ

んでいいでしょ。私も委員をやるから、あとはＲ不動産の馬場くん

とデザイナーの坂田夏水ちゃんを呼ぼう。」

なぜ隈さんが委員長かというと開花亭の新館を隈研吾さんが設

計したからだ。

社長は「はあ、なるほど。目から鱗が落ちました。」と言い、なん

だかやる気が出てきたようだった。

私の方も早速馬場君に連絡し、翌年３月末に隈さん、馬場君、私

で企画発表会をすることになった。タイトルは「課題都市：福井」。

こうして浜町コミュニティデザイン大賞が動き出した。後は一般

市民からの応募を待つばかりとなった。私や馬場君らは、福井の街

を、古いビルや商店を見つけては、いいね、いいねと感心しながら歩

いた。

福井の人はそれが全然理解できなかった。彼らは古いビルを壊し

て新しいビルを建てないと福井の未来はないと思っていたからだ。

応募も多数集まり、翌14年２月、浜町コミュニティデザイン大賞

の公開審査会がホテルで開催された。実際にプレゼンテーションし

てもらうと、老若男女が揃っているため、吉祥寺以上に多様性があり、

面白かった。

審査の結果、大賞を二つ選ぶことにした。一つは「浜町×スポー

ツ×しゃく谷石」。これは浜町の脇を流れる川を浜町から川下の湊

町三国までカヌーで下ったり、自転車でツーリングする提案。浜町

と三国は、北回り船が運んできたものが三国に到着し、そこから浜

町まで運んだという歴史的な関係がある。その関係を踏まえながら、

現代的なスポーツを結びつけた完成度の高い提案だった。

もう一つは女性による「ちょびっと。」という提案。料亭街である

浜町の中にいろいろな屋台をちょびっとずつ出して物を売ろうとい

うものだった。福井県は商業の販売額に占めるロードサイド店の割

合が日本一高いと言われる。つまり大型のショッピングモールが買

い物の主体であり、旧来の商店街は生き残りが厳しく、ご多分に漏

れずシャッター街になっているところも多い。それに対してこの提

案では、個人ができる小さな屋台でちょびっとずつ自分の好きなも

のを売ろうというのだ。

それから三年ほどして、開花亭の前にある古いビルがリノベされる

ことになった。しかも、なんと青山にあった伝説の家具・インテリア

ショップのイデーをつくった黒崎さんがプロデューサーとなって、い

わば福井の若い世代のためのデザインの学校「福井クラフトブリッ

ジ」ができたのだ。

こうした動きの中で浜町にも新しい店が入居するようになった。

リノベーションスクールも開かれるようになり、古い物を活かしなが

らまちづくりをすることの良さが福井でも理解されたはじめた。そ

うしたリノベーション事業の担当に、地元の銀行も優秀な社員を担

当させるようになったのだ。

新しいビルを建てて、家賃を上げて、全国同じ店が入るというモ

デルでは、福井県内の若い人にはチャンスがない。売上げも県外に

流出する。だから若者はチャンスを求めて大阪や京都や東京や名

古屋に出て行ってしまう。

ところが古いビルをリノベーションして、しかも黒崎さんが教えて

くれるようになれば、福井の若者が地元でデザインや建築の仕事を

できるようになる。また若者同士のネットワークができる。それがい

ちばん重要なポイントである。

「百年」を軸に街をつくる

もうひとつ私が関わった事例を書く。私の故郷である新潟県上

越市（旧・高田市）の「百年料亭ネットワーク」という事業だ。

高田は明治以降陸軍ができたことで、花街が栄えた。全盛期には

料亭もたくさんあった。その1つが「宇喜世」である。創業は大正初

期であり、建物の中心部は100年以上前に建設され、その後何度か

増築された。一部は３階建てであり、高松宮殿下も戦後すぐに訪問

され、芸者衆と懇親する写真が残っている。大広間は１５０畳敷

という広さであり、大正から昭和初期にかけて造られたものとしては

日本最古の部類に属するはずだという。

言うまでもなく、料亭は全国的に衰退しつつある。２０世紀に入

福井クラフトブリッジ



227

都
市
集
中
 再
考
 ̶
23
区
女
子
た
ち
の
憂
鬱
̶

り、日露戦争、第一次世界大

戦のころに栄えたが、戦 争で

一端終息。戦後高度経済成長

期にまた栄えたが1973年のオ

イルショックでまた衰退。80

年代のバブルで息を吹き返し

たが、バブル崩壊でダウン。さ

らに2000年以降は官官接待

の禁止などにより、宴会需要

が減少。次第に廃業・転業す

るところが増えた。建て替え

てホテルなどにするところも多

かった。

高田の有名料亭である宇喜

世の社長の大島誠氏は、そこ

で古い料亭を維持・発展させ

るために、何ができるかを考え

た。国に補助金をもらえない

か相談したが、税金を投入す

るには国民全体が納得する公的な意味づけが必要だと言われた。

そこでまずは観光庁の補助金を使って、全国の創業あるいは築

100年以上の料亭をネットワーク化する活動を始めた。名付けて

「百年料亭ネットワーク」。大島氏自身が全国の料亭を青森県から

大分県まで訪ね歩き、18軒の料亭にネットワークに加入してもらい、

2017年3月に「百年料亭ネットワーク」設立総会を開催。以後も参

加料亭を増やしていった。観光庁からも百年料亭ネットワークの活

動は高く評価された。

コロナ禍により、料亭はますます窮地に立っているが、では料亭で

なければうまくいくかというと、そんなことはない。インバウンドも

減ってホテルも観光も事業縮小。一般飲食店も青息吐息である。

むしろこういう時代には、行く意味のある店が求められる。そう

なると百年の歴史のある料亭は価値がある。

宇喜世も部屋の内装は素晴らしい。宴会以外でも使う方法を考

えたいというのが大島氏の考えだ。時節柄、ワーケーションなどにも

使えそうである。料亭なので有料で客を宿泊させることはできない

が、同じ町内に町家をリノベーションしたゲストハウスも数軒できて

いる。そうしたところと連携すれば、新しい料亭の使い方ができそ

うだ。

未来より歴史で人を集める

「百年」といえば、高田には100年以上前にできた映画館がある。

「高田世界館」である。現在も営業中で、NPOがミニシアター系の

渋い作品を多く上映している。

高田は城下町であり、かつて新潟大学教育学部があり、その中に

芸能科という音楽・美術の教師を育成する学科もあった。高田城

趾に隣接する県立高田高校は雅子皇后のお父様の出身高校。お父

様が在学中はお祖父様が校長を務めていた。そういう文化的な土

壌があるので、マイナーでも上質な映画にファンがいるのだろう。

また世界館がマンガや映画で舞台となったこともあり、遠方から

訪れる人も少なくない。毎日映画館の由来などを解説し、映写室

にも入れる案内コースも開催されており、人気である。

高田にはもう1つ百年の歴史を持つものがある。先ほど述べたよ

うに陸軍があったので、師団長の家が残っているのだ。２０２１年

春からはフレンチレストランとして使われ始めた。

また、新潟大学教育学部の前身である高田師範学校時代に使わ

れていたスタインウエイのピアノが、長らく放置されていたが、最近

修理されることも決まった。これもおそらく百年物である。

東京は、最新のオフィスビルなどの建設により、ますます未来都

市になっていく。その代わり歴史は薄らぎ、古い建物も減っていく。

それに対して地方都市は、いたずらにビルやマンションを建てるばか

りではなく、東京にはない古いものを活かしたまちづくりをするべき

だろう。

いくらビルを建ててもドバイや中国にはかなわない。これからの日

本では、歴史的建築が残っていることが重要なのだ。

特に料亭は、和食はもちろん、お茶、書、陶芸、建築、着物、芸者、

踊りなどなど、日本文化を総合的に引き継ぐための重要な舞台装置

である。国としても、料亭文化を維持保存、さらに発展させること

をもっと真剣に考えたほうがいい。もちろんコロナが終息しないか

写真左：高松宮様も訪れた桜の間、右：仲三階座敷。ワーケーションに使ったら面白そうだ。

高田世界館
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ぎり、宴会に頼ることはできない。料亭の使い方については、ワーケー

ションなり何なり、新しい使い方も考えるべきであろう。

このように地方でもいろいろな形で歴史や文化を活かしたまちづ

くりが行われている。だがそうした動きに賛成する人たちばかりで

はない。いや、むしろ先ほど書いたように再開発して巨大なビルを

建てることが正しいのだと考える勢力のほうが大きいだろう。

私が5年ほど前、ある地方都市でまちづくりについて講演し、古い

街並みを活かしたリノベーションの重要性について語ったことがあ

る。しかしどうも会場の様子がおかしい。どうやら会場に来ていた

人たちは、再開発派が主流だったのだ。

だったら私を講師に呼ばなければいいのだが、事務局が私の考え

を理解していなかったのか、あるいは事務局としては再開発ではな

いまちづくりについても理解を深めたいと思ったのか、真相は知らな

い。とにかく会場に来ていた経済界の人たちは圧倒的に再開発派

だった。言うまでもなく、福井でも高田でも、古い物を活かすなんて、

そんなんじゃ未来はないぞ、という意見は根強い。

だがそれでは若者は地方を出ていく。優秀な人、クリエイティブ

な人ほど出ていく。今まで通りのやり方を踏襲する公務員などにな

る人だけが残る。

それで果たして未来はあるか。

ワーカブル 

先ほど東京都心にいかに未婚女性が多いかをデータで示した。こ

のデータ自体は、東京の郊外の衰退を食い止めるための傍証として

つくられたものだ。

だが東京郊外の衰退を食い止めるための方策と地方の衰退を食

い止めるための方策は本質的に同じだと思う。

私はこの 5 年ほど、郊 外での若い世 代の人 口 増 加のためには、

「ワーカブル( 働きやすい)」 「夜の娯楽」「シェア」が必要であると主

張してきた。この原則は地方にも当てはまるはずだ。郊外について

は『首都圏大予測』に書いたので、本論では地方に即して書いていく。

まず「ワーカブル」について。これは新しいオフィスビルの中で快

適に働く、という意味では全然ない。

郊外や地方で育った若い世代が都心など23区に流入してきて、

かつその後、結婚・出産してもそこから流出しないのはなぜか。通勤

時間が短く体力を消耗しないことはもちろん、都心のほうがライフ

スタイルや価値観の多様性があり、寛容度が高いからだ。そのこと

は必然的にクリエイティビティを生み、ますます新しいアイデアやビ

ジネスを発想させ、利益を生み出すという正のスパイラルをもたらす。

その全体がワーカブルなのである。

また、もちろん、多様性があり、寛容度が高いということは、女性

も子育て期の男女も働きやすいことを意味することは当然である。

 

都会的な仕事が
郊外や地方でできるようにする

東京郊外の千葉県流山市では、近年若い世代を中心に流入人口

が激増し、2014年に15万1684人だった人口が21年には20万1418

人に増えてきている。

これには様々な理由があるが、1つ大きなポイントは女性の就労・

起業を支援していることである。

実際起業したお母さんがいて、彼女がさらに次のお母さんたちの

ために起業セミナーをしたり、駅前のアパートを借りて化粧品関連

の大手インターネット情報サイトの会社の事務所をつくったりして

きた。市内のお母さんたちが、編集、デザインなど、従来なら銀座や

渋谷に行かないとできなかった仕事ができるのだ。

これは非常に大切な点である。郊外で女性が家の近くで働くと

なると、スーパーのレジくらいしかなかったからである。だが高学歴

化し、就業経験も長い現代の女性に、出産したら仕事はレジしかな

いという地域ではまったく魅力がない。都心部の先端的な仕事が

郊外でできるというところが大事なのである。

これは地方でも同じである。東京圏から地方への移住のネックに

なるのが仕事である。年収は下がるし、仕事内容自体が面白いかど

うかが問われるからだ。

年収の低下は生活費の低下で補えるので、やりがいのある仕事が

できるかは大事である。むしろ東京の大企業では様々な制約から

できないような仕事が地方ならできる、ということもありうるだろう。

そういうことをするためにインターネットはある。

なのに、そういう努力をしてこなかったために郊外も地方も若い

世代を都心に取られたまま手をこまねいていたのである。

50代以下にバトンを渡すチャンス

地方や郊外は、せっかく育てた若者が高校卒業以降から23区に

流出したまま、なかなか戻ってこない。戻ってくるのは定年後である。

結果、地方や郊外では、50代はまだ若造、80代の意見ばかりが通

り、60代でなんとか自分の意見が少し言えるようになるという状況

になる。

地方と言わずとも、私の会社のある杉並区でも似たようなもので

ある。2，3年前に区のまちづくりの市民会議に出たが、ある商店街

の方が、うちの商店街の理事長の頭が古いから何も新しいことは始

められないと嘆いていたが、その嘆いていた人の年齢がどう見ても

75歳くらいだった。

こういう笑うに笑えぬ現実がある。私は75歳以上は会社でも商

店街でも政治でもすべて引退し、発言も禁止にしたほうが日本のた

めだと思っている。75歳以上でも良い意見はあるだろうが、同じよ

うな良い意見は75歳未満でも出るはずだ。なにしろ75歳以上では
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出ない新しい発想を生み出すには、75歳以上は黙ったほうがよい。

いや、60歳以上でも黙ったほうがよいと思うので、私も最近は黙っ

ているのだ。若い人が自由に行動する姿を見ているほうが楽しいか

らである。ベテランは彼らから相談を受けたら話に乗ってやるくら

いで十分である。

すでに第二次ベビーブーム世代ですら50代になり始めたのだ。い

い加減、50代以下にバトンを渡さないと本当に日本は危ないと思う。

幸か不幸か、コロナ禍によりリモートワークが予想以上に広がり、

都心の人口が流出し、郊外の人口が増えるという現象が起こってい

る。一部だが、地方に移住する人も増えてきた。今は、地方や郊外

にとってチャンスなのである。チャンスをつぶさないためにも、これ

までの常識に縛られないクリエイティブでワーカブルなまちづくりを

していかないといけない。

夜の娯楽の主役は女性である

地方や郊外が「ワーカブル」になり、女性も男性並みに働くように

なると、必然的に「夜の娯楽」が必要になる。

あえて私は「夜の娯楽」という誤解されやすい言葉を使っている

のは、この言葉がまさに女性が男性の娯楽に仕えるというイメージ

を持っているからである。だが、これからの時代に夜の娯楽を必要

とするのは女性ですよ、ということを私は言いたいのである。 

たとえば都心や郊外で働く女性が仕事を終える。保育園に預け

ている子どもを迎えに行き、 帰りに少し買い物をする。従来なら即

座に帰宅するが、現代のママはカフェで一休みする。 グラスビール

かグラスワインの一杯くらい飲んで気付け薬にするだろう。 

その後帰宅し、食事をつくり、子どもに食べさせながら自分も食

べる。8時くらいになると夫が帰宅する。昔なら夫のための料理を

つくるところだが、現代の女性はそんなことはしない。夫に子どもを

預けて、自分は再び飲み屋に行き、2杯目、3杯目の酒を飲み、焼き

鳥を食べるのである。 

こういうことを10年前に書くと、東京でも少し怒られたかもしれ

ない。だが実際、こういう女性は郊外でも増えてきた。

4年ほど前、多摩ニュータウンで仕事をした後、友人と夜スナック

に行くと、 アラフォーの女性客が3人いた。聞くとママ友同士だと

いう。所沢のワインバーでも同様の経験をした。子育ての合間にマ

マ友同士がお酒を飲みに行くのは普通なのである。 昔なら、女性な

のに、母親なのにと批判されただろうが、今は違う。

このように、今や夜の娯楽は男性だけのためにあるのではない。

女性のための夜の娯楽がなければ、これからの郊外も地方も発展し

ないのだ。コロナ禍で飲食店の経営が厳しくなったが、大規模居酒

屋チェーンで薄利多売のビジネスは困難になるだろう。だが小ぶり

な店で静かに食事をする店はこれからむしろ求められるだろう。だ

としたら住宅街の近くの商店街にでも、あるいは住宅街の中にだっ

て、そうした店を開くチャンスが広がるはずだ。

地方だと車社会なので、こんな暮らしは難しいかもしれないが、旧

市街地なら可能だろう。中心市街地活性化のためには、古い商店街

の空き店舗をリノベーションして住みつつ働く女性とその家族など

が増えて、街中で飲食もするというライフスタイルを復活してくれた

ほうがよいだろう。
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2004年から横浜で地域の空き家を利用した旅行者向け宿泊事

業や大学と連携した地域の拠点作りなどに取り組んでいた岡部友

彦さんが愛媛県松山市郊外の三津浜に関わり始めたのは2013年1

月のこと。横浜の拠点でコミュニティカフェをやっていた女性が家

族で三津浜に移住したのがきっかけである。

市役所はちょうど三津浜で空き家バンクを中心にしたまちづくり

事業を地域に委託しようとしていたものの、地域にいる人たちの中

にはそうした専門性を持つメンバーがおらず、移住した知人を介し

て岡部さんに話が回ってきたのである。

8年で数十戸の空き家を再生

三津浜は松山市中心部から車で20〜25分ほどの場所にある漁

師町であり、港町。かつては松山市の沖合に点在する忽那諸島や

大阪とのフェリーが離発着して栄えたが、少し離れた高浜に新しい

フェリー港ができたり、車社会の到来で人の流れが変わったために

衰退。往時は商店街を歩くと人と肩が当たるほどだったというが、

今は1キロ先まで見えるほど閑散としている。

岡 部さんはその三 津 浜の幅1キロ、南 北2キロ、人 口4000〜

5000人ほどの地域でこの8年ほどで50〜60戸の空き家を利用者

とマッチングさせてきた。そのうちには大正時代に建てられた400

㎡もの広さの洋館を部屋ごとに分けて貸しているものもあり、棟数

ではもう少し少なくなるものの、それでもかなりの数の不動産を再

生してきていることは間違いない。

この背景には2つの要因がある。ひとつはそれ以前から三津浜に

向かう人の流れがあったこと。

「2000年前後に母が営む喫茶店の2階にイタリア料理店を出し

た人がおり、それが三津浜が変わり始める最初のきっかけだったよ

うです。その後、午前中で売り切れてしまうほど人気のじゃこてん

屋さんや開店前から列ができるカリスマパン屋さんなど、個性的で

魅力的な店舗が次々開業。さらに私が三津浜に関わり始める少し

前には各地でカフェの修業をし戻ってきた地元の島出身者が喫茶

店をオープン。その人を訪ねて三津浜に来る人が出始め、そこか

ら移住へという流れが生まれてきました。喫茶店の地のもので作っ

たシロップのかき氷は人気で2時間待ちの行列ができるほど。それ

以降、三津浜町家バンクの動きを経て、新たな店舗が相次いで誕生、

今では松山市内はおろか、愛媛県内から人が集まるお出かけスポッ

地方創生が言われ始めて7年。
今の段階で成否を言うのは時期尚早ではあるものの、変わろうとしている地域、
動こうともしない地域の違いは少しずつ生まれ始めているように見える。
その違いはどこから生まれているのか、現場で動いている人たちの声を聞いた。

中川寛子（なかがわ・ひろこ）

変わる地域と変わらない地域
― 現場の11人が語る地方創生の風景、その違い―

（株）東京情報堂 代表取締役。「AllAbout 住みやすい街選び（首都圏）」ガイドほか、テレビ番組出演や住宅関係の著書

も多数。40年近く住宅関係の取材・執筆を行い、実際の足で集める街情報は多岐にわたる。近著に『空き家再生でみ

んなが稼げる地元をつくる 「がもよんモデル」の秘密』（和田欣也共著 学芸出版社、2021年）など空き家関係の著書多し。

1
愛媛県松山市三津浜で空き家再生中

コトラボ合同会社

岡部友彦さん

同じ人が関わっても
動く地域、動かない地域がある
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ト、デートスポットになっています」。

地元の30〜40代の人たちが魅力的な店をスタートし、人を呼

び始めたタイミングで空き家バンクが本格的に稼働することになり、

まちに新しいスポットが立て続けにオープンするという連鎖が生ま

れたのである。

ふたつ目は岡部さんに委託をしたのが市長直轄の部署で融通が

利きやすく、かつ自由にやらせてくれたこと。

もちろん、スタート時点からうまくいったわけではない。最初は空

き家バンクの登録もなかなか進まなかった。ヨソ者に家を貸すのは

嫌という声も出た。

「そんな場合には市役所があらかじめ協力を取り付けていた商店

街の会長さんに話をしてもらいました。また地元の人にスタッフと

して入ってもらうなどして少しずつ貸してもらえるようになり、今で

は楽しく関わっています。役所がやっている空き家バンクの多くが

うまくいっていないのは義務としてやる気なくやっているから。楽し

んでいないからでしょう」。

必要な手配はした上で口は挟まない、民間のスピードを妨げない

行政。これがどれだけ理想的であるかは後半をお読みいただければ

分かるはずだ。

大胆な企画を許容する懐の深さ

また、変化のさらに底流としてはオープンでポジティブな人が多い

土地柄もあるのではないかと岡部さん。港町でいろいろな人を受け

入れてきたからだろうか、若い人たちが何かをやりたいというと、やっ

ちゃえ、やっちゃえという感じがあるという。

「私が関わりだした頃はまだみんな時間に余裕があったようで、と

ても個性的なイベントをよくやっていました。中には商店街のアー

ケードを100m 封鎖、そこに長いテーブルを置いてみんなでパンと

スープを食べるとか、シャッターの前でフェスをするなど大胆な企画

もありました。でも、三津浜にはそれを許容してくれる懐の深さが

あります」。

三津浜の移住者には自分の生活を大事にする、自由で面白い人

が多いという点も変化を加速させた要因と

して挙げておきたい。

「地域を変えようとしてではなく、自分の生

活を大事に、自由に生きたいから三津浜へと

いう人が多いのです。家賃などは東京と比

べるとぐっと下がりますから、それに合わせて

自分のさじ加減で働き方、暮らし方を自由に

でき、生活を楽しんでいる人が多いのです」。

たとえば営業は夕暮れまでというカフェが

ある。「ちょっとお休みします」と1カ月休む

店がある。家賃に追われ、客と話し込むより、稼ぐことを優先しな

くてはいけない都市とは異なる働き方が成り立ちうるのである。

そして、それができるのは三津浜に移住してきているのが革細工

や家具修理の職人、ワインバー経営者など手に職があったり、自分

で稼げる人であるため。

「まちづくりとライフスタイルには地域差が出てくる気がします。

環境が良いという地域はたくさんあり、それだけでは人は集まらな

い。それに加えて面白いことをやっている地域、面白い人がいる地

域でなければ人は集まりません。

他の地域での仕事でも意識して見ているのはどういう人がいるか、

面白いことをやっているか、やっている人の顔が見えるか。さらに

やっている人が1人ではなく、2人、3人となってくると変わり始めま

す。1人で何かを言い出すのは難しいけれど、2〜3人集まればでき

るようになるからです」。

持続的な活動体制構築を模索中

三津浜では2人、3人どころではない人たちが自分たちの生活を大

事にした暮らし、働き方を実践することでまちの魅力が高められて

いるのである。

また、最近では、ビジネス目線でこの地を選ぶ人も出てきており、

その意味では新たなフェーズに入ってきたともいえる。

現在、岡部さんは行政から委託を受けてこの事業を行っている。

今後も事業を継続させ、人の流れを止めないようにするためには、空

き家バンクやマッチングの業務を持続的なものにしていく必要がある。

そのためには公的資金が無くても事業を続けられるようにしよう

と進められているのが、これまで地域で手つかずだった古民家を部

屋ごとに貸し出すシェアショップにする計画だ。家賃収入が得られ

る物件を増やし、それを活動資金に充てて公的資金が無くても事

業を継続させられる体制を目指しているのである。

まちに必要とされている仕事であれば本来は政治に左右されない

ほうが良いという考えである。

これは三津浜が公の金で支えてもらわなくても自走できる地域に

大正時代に建てられた「旧濱田医院」のビフォーアフター。10年以上空き家となり廃墟化した建物を約１年半かけ
て再生、現在は各室にテナントが入り、まちの賑わいスポットのひとつになっている
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なったということ。地方創生という掛け声の下、目指す姿はそれぞ

れではあろうが、三津浜の現在はひとつの到達点と言えるのではな

いかと思う。

船頭が多いと頓挫することも

三津浜の場合には寛容な地域、行政に魅力的な人が人を呼ぶこ

とで地域が動き始めているが、岡部さんが関わった地域の中には動

き始めはしても途中で停滞してしまうケースもある。

たとえばある地方都市では中心地の最寄り駅近くに複合施設を

設置するところまでは協業してきたものの、その後停滞が続いている

という。

こうした停滞には様々なケースがあるという。たとえば事業が国

や県から市町村に移管され、予算が付かなくなったことによるもの。

あるいは従来主体となってきた活動団体に加え、新たな団体が運営

に加わることで意思疎通がうまくいかなくなるケース。まちづくり

団体に主導権を握りたがる人が多く、船頭多くしてのたとえ通りに

迷走が始まるケースもある。

また、外の人をうまく使う術を知らないからか、あとは自分たちで

できるからとヨソ者には任せたくないという意識がところどころで感

じられるような例もあるそうだ。

この手の、外から来た人が枠組みを作ったところで、あるいは稼

げる仕組みを作ったところで「はい、ご苦労さん、後は自分たちでや

りますから」と地元の人たちが登場、ひどい場合には成果を取り上

げてしまう話は他でも耳にする。仕組みは作ったところで終わりで

はなく、動かし続けなくてはいけないわけだが、そこまで先のことを

考えていない人がまだまだいるのだろう。

そもそも地域によって外からの働きかけに対しての反応はそれぞ

れに異なり、岡部さんは常にそれに応じた関わり方を考えていると

いう。

たとえば現在関わっている埼玉県熊谷市では気運が盛り上がっ

てきているところだという。「30人くらいが集まったワークショップ

の中からまちに関わろうというチームが生まれてきており、少しずつ

何かをしよう、変えようという機運は出てきています。その動きを

大事に、人を作り、コミュニティを作りと積み重ねていければと思っ

ています」。

ただ、時間をかけて付き合うとなると地元にスタッフを置く必要

があり、地域で活動をしている人たちなどと連携していくことになる。

そこをどうするかがただ今の悩みの種だとか。

「ちゃんと関わってくれているのかという地元の目もあり、すべて

地元任せというわけにもいかない。どう付き合っていくか、いつも悩

む難しいところです」。

ところで、岡部さんの「時間をかけて人を、コミュニティを育てる」

という話で思い出したことがある。この手の取材ではしばしば「（た

かが）まちづくりにそんなに時間がかかるの?と言われた」という言

葉を聞く。岡部さんも言われたことがあるというが、これを発するの

は、たいていは年配の方々。時にはプロジェクトなどに大きな影響

を持つ人だったりすることもある。

そうした人たちはお金を払ってモノを買うように、お金を払った

らまちも一瞬のうちに昔日の賑わいを取り戻すものと思っているよ

うだが、それが無理であることは書くまでもない。

お金を出せばなんでもできると考える消費者≒地元の高齢者とお

金では買えないものがあることを知っているまちづくりに関わる人

たち。まちづくりや移住で生まれる齟齬はそういう観点からも見る

ことができるのではなかろうか。

旧濱田医院内部。事務所や店舗などが入る複合施設となっており、土日祝日は館内見学もできる。岡部さんの活動拠点
もここにあり、現在はフォトスタジオ、デザインオフィスなど８つのテナントが入居している
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地方創生を目標に掲げた多くの施策のうち、ソフトの事業でもっ

とも評価されているのが地域おこし協力隊（以下協力隊）だという。

これは2009年に総務省が始めた事業で、仕組みは非常にシンプル。

過疎法が定める過疎市町村等が都市からくる若者を1年以上3年未

満任用した場合、国がその人件費及び経費を出すというものである。

これまでも地方が採用した人材に国が人件費その他を出す事業

はあったが、条件が厳しく、どの自治体でも採用できるというもので

はなかった。

だが、協力隊の場合には類型はあるものの、仕事の内容は自治

体が自分たちで決めることができる。その分かりやすさが功を奏し、

2020 年3月末時点で約5500人が1000を超える市町村等の団体

で働いており、任期を終えた人まで含めると1万1000人ほどが地

域おこし協力隊を経験したことになる。

さらに驚くべきことは着任して任期終了まで務めた人のうちの6

割がその地域に定住、就職先あるいは仕事を見つけているというこ

とだ。委嘱された人の70%ほどが20〜30代ということを考えると、

これまででもっとも都市部の若者を地方に送りこめている施策とい

うことになる。年間数千億円という地方創生予算のうち、170億円

に満たない予算でこれだけの結果を出しているのが、協力隊事業が

今も続いている理由なのである。

ミスマッチには行政特有の事情

だが、もちろん、すべてがうまくいっているわけではない。2015年

に福岡県上毛町の協力隊を卒業、現在は協力隊の採用から独立を

サポートする活動を行っているさとのば大学の西塔大海さんによる

と、主に来る側、受け入れ側のミスマッチが原因で着任しても任期

終了を待たずに辞めてしまう例も2 割前後くらいはあるという。

「来る人はカフェをやって起業と思っていたのに来てみたら募集

は農業従事者だったというような例が少なくないのです」。

ミスマッチの要因は双方にある。まずは行政サイド。西塔さんは

「協力隊を支援する専門家ごとに意見は違う」と前置きした上で、

① 協力隊を導入する目的を明確にすること、

② 募集前に募集企画を作ること、

③ 来た人の人生に責任を持つこと

という3点をミスマッチを防ぐ具体的な方法として伝えているという。

聞いて、え?と思った。読んでいる方もそう思うだろう。人を採

用するというのに何のために募集するのか、何をやってもらうのか、

それを事前に考えていないままに募集し、採用する?　そんなことが

あり得るのか。

だが、それが実際にあり得るのだ。いくつか、要因がある。たとえ

ば役場の一般職員の採用はその人の能力の向き不向きを見るもの

ではない。採用された職員は育成されるのではなく、OJTで勝手に

育つ。いわゆるメンバーシップ型の、日本で長らく雇用形態の主流

だったスタイルが役場では今も主流であり、業務の設計や人材育成

とは無縁のままで来ていることが多いのである。

ところが期間限定で委嘱される協力隊の仕事はやるべき仕事を

限定しなければやりようがない。特定の仕事に、その仕事に向いた

人を充てるジョブ型雇用が求められているのだが、それに慣れていな

い人たちが募集を担当しているのである。

また、役場に勤めている人がすべて課題意識を持っているわけで

もない。まちづくりの企画をする部署にいるのはごく少数。役場で

働く9 割の人はまちを維持するルーティンな仕事に従事しているの

である。

そこに他自治体の成功例（と言われるもの）を見た首長や議員か

ら「ウチも来月から協力隊を入れろ」と指示されても異動したてで

業務が分からない、あるいは経験のない職員ができるのは他自治体

の募集要項をコピペすることくらい。その結果、何のために誰を求

めているのかが不明瞭な誤解の種を蒔いてしまうことになるのだ。

まちづくりに関わる部署の職員の場合は経験があるだけに考え過

ぎてしまい、やはり、曖昧な募集になることもある。過去の地域から

の反対意見や事業失敗の記憶がストップをかけるのである。

もうひとつ、役場特有の事情もある。人も企業も一度失敗したら、

西塔さんが地域おこし協力隊として着任、現在も住んでいる福岡県上毛町の風景

2
地域おこし協力隊卒業生。各地の事業に関わる

合作株式会社取締役、さとのば大学講師、
慶應義塾大学 SFC 研究所上席研究員

西塔大海さん

同じ制度を利用しても
成功する地域、失敗する地域がある
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その失敗から学び、次はどうやればうまくできるかを考えるものであ

る。だが、行政には頻繁に人事異動があり、属人的なノウハウは蓄

積されにくい。成功した場合でも同じで担当者が代わった途端に

いちからやり直しとなる。長年続く事業なのに年数が経ったら成果

が上がるというわけでは必ずしもないのはそのせいだろう。

制度設計でミスを防ぐ

だが、行政が原因で起こるミスマッチはかなりの割合で防げもする。

「年間10自治体くらいで募集企画をちゃんと作るという仕事をし

ていますが、これがきちんとできていると50人採用して辞めるのは3

人くらいに減るなど、ミスマッチの可能性がかなり下がります。

また、来た人の人生に責任を持つという意味で入って来た人と

職員の間に信頼関係を構築するための研修も年に30〜40回ほど

行っています。職員との信頼関係ができているところは定着率も高

くなります」。

協力隊に求めるものについても明確にするアドバイスをしている。

協力隊の目的には大きく3 種類がある。ひとつは任期終了後に定

住すること、ふたつ目は協力隊としてやってきた人たちの自己実現

を応援すること、そしてみっつ目は地域おこしの成果を出すこと。

だが、これら3点をすべて実現することは難しく、できるのは1万

人いても1割いるか、いないか。それをすべて求めるのは酷というも

の。受け入れるまちがもっとも求めているのは何か。そこを理解し

ておかないと来る人に過大なものを求めることになり、これもまた辞

める結果に繋がる。こうした辞める要因を潰していけば、定着でき

る人は増えるのだ。

また、うまくいっている自治体の中には異動によるノウハウ散逸

に抗して役場の中だけでなく地域の人や協力隊OBでNPOを作っ

てそこで受け入れを担当する、ガイドラインを作って担当者が代

わっても同じ仕組みで動けるようにする例も出ている。

都合の良い情報だけを見る人たち

では、逆に協力隊として地方に来る人の問題はどこにあるのか。

「選択的知覚という言葉があります。これは心理学の用語で、簡

単に言うと人は自分が見たいものだけを見て、見たくないものは見

ないということ。

たとえば協力隊の募集要項に土地の産品を使って地域おこしと

書いてあったとして、カフェをやりたい協力隊希望者の方はそれを地

元の産品を使ってカレーを作ったらいいんだと読んでしまうのです。

協力隊や地方暮らしについてはネット上に様々な情報が出ていま

すが、読む人は自分に都合の良い情報だけを選択、それを元に地域

や仕事のイメージを膨らませてしまい、現地に行って現実との違い

にショックを受け、それで辞めてしまう。全体の半分ほどの人が自

分で作りあげた妄想、イメージを持って地方に赴いているのではな

いでしょうか」。

情報は多いにも関わらず、自分に都合の良い情報しか見ていない

ため、そこで齟齬が生まれてしまうというのである。

そのギャップを乗り越えてもさらにハードルがある。都市部と過

疎地は違う社会で、異なる行動原理があるのだ。西塔さんが例とし

て挙げたのは島根県海士町に移住、起業して地域に関わっている阿

部裕志さんの言葉、信頼貯金。

「資本主義がよくできているのは貨幣価値は全国共通で誰にでも

分かること。でも、信頼貯金は目に見えません。価値が理解できな

い人には一生理解できないかもしれません。でも、地方でヨソ者が

活躍するためには必須。協力隊も最初は役場の貯金を借りて活動

を始め、草刈りや祭りに参加することで貯金をして、3年かけてきち

んとそれが貯まっていればその後も地方で続けていけるようになる

はずです」。

見えない通貨である上に、もうひとつ、難しいのは円と違って等

価交換ではないという点。贈与経済とでもいえば良いだろうか、も

らったものよりもちょっと多く返し続けなければ貯まらないのが信

頼貯金というものなのだとか。見えていないものを余分に返す、なか

なかに難しいことである。

さらに価値観、方向性などの違いもある。

「30年前であれば地域の発展＝人口を増やすことと単純に考え

られたかもしれませんが、これからの時代は人口面での発展は難しく、

GDPも増えないでしょう。しかし地方自治体には本気で旧来と同

じ発展を実現すべきと考えている人もおり、世代間でギャップが生

じていることも。

また、役場の人は都会的なものを作りたがりますが、都会から来

る人は地方そのままが魅力と考えがち。元々、世代間、価値観、方

向性に違いがあるところにヨソ者が入ってくるのです。混乱が生じ

るのは仕方ないことかもしれません。

しかも、ヨソ者の中には昔からやっているからという理由だけでそ

れを否定、旧来のやり方を否定することがヨソ者の役割と考えて衝

突することも。違う通貨、違う価値観のある国だと思って移住しな

いと間違えることになります」。

若い行政職員の変化に期待
　

問題もあるとはいうものの、一定の成果を上げてきた協力隊。西

塔さんはその成果をパワーアップさせるために総務省が2021年春

からスタートさせた地域プロジェクトマネージャー制度に期待を寄

せる。これは外部の専門家、地域、行政などがチームとしてプロジェ
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クトを推進していく際にブリッジとなる人材を想定したもの。対象

は30〜40代となっており、より実務経験のある人が地域に入って

いくことになる。より成果が出やすくなるのではないかというのだ。

それとは別にもうひとつ、地方創生の新たなファクターと考えられ

る動きがあると西塔さん。それは若い行政職員たちである。

「私が地方に関わるようになった8年前に比べると危機感を持つ

地方が増え、公務員の中にも組織を変えよう、あるいは組織から離

れて民間に行って地方を支えようという人たちが出てきています。

象徴的なのはふるさと納税

の担当職員。一人で何十億も

のお金を集めるためには公 務

員の感覚を脱し、セールスマン

も徹しなければできません」。

また、山形市の職員である

後藤好邦さんが始めた「東北

まちづくりオフサイトミーティ

ング（東北OM）」には職員以

外に民間事業者や大学職員、学生などが集まり、地域づくりやまち

づくりに関する勉強会を開催。それを参考に同様の組織が全国で生

まれてきている。

「それ以外にも公務員のためのオンラインサロンがあるなど、役場

から外に出ていき、学び、繋がろうとする次の世代が育ちつつありま

す。民間から首長が選ばれるだけでなく、副市長を民間から公募す

る例も珍しく無くなっていますし、行政にはまだまだ変わる余地が

ある。そこが希望ではないかと思っています」。

日本はおろか海外も含め、さまざまな土地に住み、まちに関わっ

てきた森岡友樹さんは開口一番、「そもそも、今のままでは地方創生

という名目で行われている事業の多くが失敗すると思っています」

と切り出した。

森岡さんの解釈でいえば地方創生は国家戦略。極端な少子高齢

化の中、これまでと同じ一局集中の仕組みではやっていけない、で

あれば地方にビジネス、産業を作ろうという政治的経済的な要望で、

上から、結果ありきで作っていくものだ。

地方の経済をなんとかしたいという部分に関してはおおよそ同意

しながらも、それを地方行政の旗振りで行うという形に問題を感じ

ているという。

地方で暮らす一般の有権者の多く、言い換えれば地方の高齢者

の多くがイメージする地方創生はかつての高度経済成長期のモデル

のまま。誰かが来てくれて、それがお金になるという、しごく都合の

良い受け身の、すでに現実的ではないモデルである。

モデルがずれている上に、そもそも地方で地方創生の大枠を考え

ている人たちはすでに消費のメインではない世代の人たちだ。未来

の消費＝産業を作り続けるには歳を重ね過ぎてもいる。

地方の議員たちが現状を認識していたとしても彼らは投票によっ

て選ばれる身。有権者の支持を得つつ先進的な試みにトライする

のは難しいこともあろう。

それでも地方創生が急務であることは間違いなく、良くも悪くも

大きなお金が動くチャンスでもある。関わりたいという議員は多い

はずで、でも、地元では考えられないとなると都市のコンサルタント

や代理店などに高い費用で外注する結果に。

当たり前だが、地方創生の主役はその地方の人たちであるべき。

だが、実際に住民、議員、そして行政までが受け身である結果、都市

の人たちが地方創生に取り組むという本末転倒な状況が出来して

いる。これで成功が望めるとは思えないというのである。

地方に必要なのは若い人ではない

人の呼び方にも問題がある。誰でも良いから移住してほしい、移

住したらお金をあげますと言われて来る人は受け身なお客さんでし

かない。他にもっともらえる自治体があれば出ていくかもしれない。

また、若い人だけに来て欲しいというのもどうだろうか。

普段は上毛町で暮らし、講師その他の仕事では日本全国へ。地域おこし協力隊もスタート当初に比べると情報共有が進んでいるようだ

3
日本、海外、いろんなところで暮らす人

アーティスト、マドリスト、プランナー、
うどんの人

森岡友樹さん

地方創生は失敗する、消費者を
呼ぶだけではまちづくりも失敗する
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「若者に幻想を抱き過ぎか、もしくは人口を増やすことにばかり

目が行き、移住者を単なる数字、お金を落としてくれる消費者と見

ているからでしょう。でも、移住者が町内に増えてもまちは活性化

しません。

今は人の行動範囲が広く、買い物は仕事帰りのロードサイド店か、

週末に出かける近くの都市で済ませてしまうだろうし、普段は家で

ゲーム。これでまちが活性化しますか。若い人が来れば諸問題が解

決するというのは幻想です」。

逆にこれから重要なのは20代、30代ではなく、その上の50代を

中心にしたプロ人材を地方に呼びこむことだと森岡さん。

「今、地方のまちづくりの現場には50代が本当にいません。移住

者は20、30代が多く、地域によってはUターン含め40代まではまあ

まあいますが、40代半ばのロスジェネ世代が最年長でしょうか。地

域の縦軸を繋ぎ、おじいちゃん世代と若い人世代を繋げられる、通

訳できる世代が必要なのです」

事業の面からも40代、50代の実務経験を積んだ人が必要だとい

う。20〜30代のセンスで良い商品を作ってもブランディングを考え、

流通のチャンネルを作らなければ売り上げは上がらない。売れない

品は高くせざるを得なく、ブランド力が低い高額商品はますます売

れない。これでは事業を作っても続かない。

であればブランディング、流通の仕組みを作れる40代、50代の力

を貸してもらい、売れる仕組みを作り事業が安定的に拡大し、若者

の活躍の場があれば、そこに若い人も入ってくる。人が出て行かな

い仕組みを作らなければ、どんなに人を呼んでも出て行かれるだけ

なのだ。

キャリアを積んだプロ人材の必要性については総務省も考えてい

る。前述の西塔さんの項で紹介した2021年春からスタートした地

域プロジェクトマネージャー制度がそれである。

まちにやってきた若い人や地域おこし協力隊（以下協力隊）の力

を点にとどめず、線にし、面にしていくためには若さ以外の力も大事

なのである。

ちょっと横道に逸れるが、森岡さんが提案する協力隊の利用法が

面白かったのでご紹介しておこう。自分の勤めている会社の支社を

作るというやり方だ。

「協力隊で 地方に行くと人

件費、経 費は国から出ます。

そのお金を利 用して社 員10

人くらいのサテライトオフィ

スを作るのです。個々人に支

給される経費は大きくなくて

も10人も集まればそこそこの

額にはなる。本社は経費も給

料もほぼ出さなくて良い。協

力隊は最長 3 年が期限ですが、

その期限内で本社の仕事をしつつ地元の課題をビジネス的に解決

していけば協力隊の要件を満たせるし、地域に根差した経済活動に

なり、期間満了後もその地域を離れなくなる。支社が存続する限り

自治体にはお金が落ちますし、地元採用も増えるでしょう。

自治体は協力隊を管理監督しなくてはいけないと考えており、そ

れが1人、2人でも担当職員を付けます。それなら同一企業から10

人くらい迎え入れて管理するほうが、管理コストも合うはずです」。

ちょっと発想を変えると同じ制度でもやりようがありそうだ。　

クリエイティブな人たちを呼ぶ意味

地方創生が上から産業をサポートしていくものと考えると行政の

やり方を変えることで結果は出やすくなるかもしれない。

だが、前項で森岡さんが言っていたように単純に人を呼びこむだ

けではまちや産業は作れないとしたら、それに対しては何をしたら良

いのか。

「まちづくりは、どんなまちが良いか、どういうふうにまちを今後成

長させていくのかをみんなでちょっとずつ考えていくもの。それを下

から積み重ねるもの、生業の上にあるものと思っています。これを

実現するためには、受け身な消費者ではおさまらない人たちに来て

もらうことです」。

それが勝手にまちを作ってくれるクリエイターだという。

「岡山県玉野市でクリエイティブカップル移住プロジェクトという、

言い続けているだけのプロジェクトがあります。このプロジェクトの

主体組織は店をリノベーションして事業を始めたり、新たな産物を

生み出したりは基本しません。移住の旗振りをし、移住者に寄り添

い、お手伝いや応援はしますが、主役は移住者。それで本当にクリ

エイティブな人が集まってきています。

クリエイティブカップルと明確なターゲットを言い続けることで、

該当する人たちに自分たちが求められている事が明確になり、自分

と近い感覚を持っている人たちがいると思って移住、そして実際に

クリエイティブで面白い友達ができ、充実して暮らす。移住してき

玉野市の宇野港エリア（写真左）で再生された1966年築の古いビル。１階にはカフェやハンバーガーショップ、２階以上にはホステル
が入っており、夏には屋上でビアガーデンが開かれることも
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た人が他の人を呼ぶ。そんな循環が生まれる自走式のまちづくり

なのです。まさに人こそがコンテンツなのです。

そしてクリエイティブな移住者は基本的にまちで自分のやりたい

ことをやります。ただ、まちの気風や友人知人たちが行う活動、商

売やタイミングを自然に加味して考え、自分たちが住みやすいまち

になるといいな、地域がうまくいくといいなと自然に少しだけ気を

使って活動を重ねる。それによって結果的にまちが作られていくこ

とになります。

行政ができることは、個人が勝手にやっていることに乗ることくら

い。地方創生という意味では行政が乗っかってきてくれることが大

事でしょう」。

結果、この10年間で140人以上が移住、町には30軒ほどの店が

増えたという。団体数で言うと50団体ほどがそれぞれ勝手に自分

たちでイベントを開き、アトリエを作り、まちの人たちやクリエイティ

ブ気質のある近隣住民も巻き込んでまちを作っていっているという。

もちろん、この10年のうちには出て行った人もいるが、それもほ

とんどが留学や転勤などの理由。そして一度出て行っても戻ってく

る人が多いという。

「人が出ていかない、出て行っても帰って来てくれるのはまちが選

ばれ続けているからこそ。選ばれ続けるまちにするためには、常にアッ

プデートし続ける必要があるのでまちには多様性が必要で、クリエー

ターはその多様性も作り出してくれます」。

それに対して地元の人たちはどう反応しているのだろう。

玉野市は塩田、造船、連絡船、フェリーの往来と時代によってまち

が変化してきており、それぞれの時代に移住、財を築いた人が多い。

ずっとそこに住み続けてきた人たちが多い地域ではないためだから

だろうか、全くなかったわけではないものの、全国の他の地域で見聞

することに比べれば比較的反発は少なかったと思うと森岡さん。

「一般的には年配の男性陣には俺たちが作ったまちという意識が

強いからか、新しいまちづくりへの参加は積極的ではない印象。逆

におばちゃんたちは新しいものに対してコミュニケーションを取るの

が早い気がしますね」。

新しもの好きのおばちゃんとしては激しく同意する。コミュニケー

ション能力は年代を問わず、女性のほうが高いことが多い。森岡さ

んの言葉にまちづくりの場面に女性がもっと増えていけば、新しい

モノに対するアレルギーも変化していくのかもしれないと妄想した。

ただ、「ヨソ者を排除する心理自体は地域や自身の財産を守ろう

とするものなので、防衛本能的な自然な感情だと思っています」とも。

地域のやり方を尊重する

玉野市以外にもその感情と上手に向かい合いながら来た人が勝

手にやりたいことをする形で変化し始めているまちがある。

森岡さんが挙げてく

れたのは長 野 県 諏 訪

市。上諏訪駅から徒歩

10分ほどの場所にある

「 ReBuilding Center 

JAPAN」( 以下リビセ

ン)と下諏訪駅に程近

いマスヤゲストハウス

がきっかけとなり、周囲

に店が増え、若い人た

ちが集まるようになっ

てきているという。

リビセンは取り壊される建物からレスキューされた古材を販売す

る店だが、それ以上に古いものを再評価するという文化を伝える場

として評価されており、そこに人が集まっている。諏訪でも新しい

価値を作る人＝クリエイターが主役なのである。

リビセンを立ち上げた東野唯史さんは地元に住み込んでマスヤゲ

ストハウスを改修したことから諏訪に縁ができ、リビセンを立ち上

げるに際して首都圏からも中京、関西圏からも便利な諏訪を選んだ。

諏訪に暮らしたことがある森岡さんに聞くと玉野市とは全く違う

人間関係があるそうだ。

「諏訪は温泉街で集落ごとに管理している温泉があり、地域の人

たちはそこで毎日のように顔を合わせます。非常に緊密で、ある意

味では閉鎖的。自治会に参加していると毎週1回は集落の寄り合

いがあり、集落をまたいで商売していると週2回寄り合いに参加し

なくてはいけないなど単身者や若い人たちにはなかなか大変。でも、

温厚な人が多く、きちんと挨拶して事情、状況を説明すれば普通に

接してくれます。一方で外から人の来る温泉街でもありますから、

排他的ではありません。東野さんは仕事ができるだけではなく、人柄

も良く、周囲の人からすると任せておけば安心と思える人で、地域

とも面倒がらずに向き合っています。だから、うまくいっているので

しょう」。

クリエイターであるだけではなく、挨拶なども含め、地域のやり方

を尊重し、社会的な付き合いもできること。当たり前のようだが、

それが地域を変えられる人ということなのだろう。

SNSで嫌われるおじさんにならないために

最後に地方創生、まちづくりからは少し離れるが、森岡さんがある

島でぎっくり腰になった時の話が示唆に富んでいると思ったので最

後にご紹介しておきたい。

「しばらく寝込んでいて、少しして動けるようになった時には島の

全員が私のぎっくり腰のことを知っていて、ああ島だなぁと思いま

森岡さんが全国で開催してきた、妙な間取り図を楽
しむイベント、間取り図ナイト。これをきっかけに日
本国内のさまざまな土地を経験してきたそうだ
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した。そんなある日、島を歩いていたら『自分（＝あなた）の彼女が

ヨソの男と歩いてたけど、あれ、ええんか?』と知らない人から声を

かけられました。一度も話した事がない人からです。相手は私と直

接話したことはないのに日々、私に関する情報に接しており、なんと

なく知り合いになったような気になっていたんでしょう、いきなり話

しかけてきたのです。私の彼女がどうこういう前に、お前、誰やねん、

心の中で突っ込みましたよ」。

笑いながら聞いているうちに、その姿がSNS上で嫌われるおじさ

んと重なった。いつも見ているからと勝手に知り合いになっている

気になり、馴れ馴れしく寄ってくるおじさんだ。SNS 上にだけ存在

するように思っていたが、いやいや、昔からあの人たちは存在してい

たのだ。逆にSNSの登場で浮かび上がってきたのだろう。

どう考えても気持ちよくない存在だが、あの人たちに他人から

気持ち悪く思われていることを伝えるにはどうすれば良いのだろう。

SNS上ではブロックできるが、リアルな場合にはそうもいかない。ど

う伝えれば分かってもらえるか。笑う話ではないなあと思った。

2017年11月に取材で徳島県神山町を訪ねた。自前の材で、地

元の職人で作る町営住宅「大埜地の集合住宅」と今でいえばワー

ケーションで日本全国から多くの人が訪ねる宿泊施設「Week 神

山」を取材するのが目的だった。

が、取材の結果、もう1本記事を作ることになった。その理由は

移住というテーマで話を聞くと自治体外に向けた施策が多い中、神

山町では内側に目を向けた取り組みが多く、そこに興味を覚えたか

らだ。

たとえば神山町では移住希望者のために空き家をリノベーション

した「すみはじめ住宅」を用意している。移住者にとってはまちに住

み始めながら、暮らしを考え、仕事を試みることができ、集落の人と

顔を合わせる機会となる場だが、それは同時に地域の人にリノベー

ションを知ってもらい、空き家を見る目を変えてもらうための場で

もある。リノベーションに携わる地元の大工には技術を習得する場

としても機能する。

当時、建設中だった町営住宅に関しては月に1回、小学生でも読

めるようにとふりがなをふった新聞を作成して作る過程、意味など

を細かく説明。全戸に配布していた。

さらにもうひとつ、他の自治体ではまずやっていないだろうと思っ

たのは町民が変わり始めた町を見て歩くバスツアーだ。移住者に地

域を案内するツアーならどこでもやっているが、神山町がやっている

のはその逆バージョンだ。

神山町は鮎喰川沿いに広がる細長い町で、集落同士は離れて存

在している。そのため、変化が起きているとテレビで紹介されてもそ

れを見たことがない町民が多数いる。そんな人たちに実際に町で何

が起きているのか、どんな人たちが入ってきているのかを見てもらい、

不安を払拭してもらおうというのがバスツアーの目的。

2016年10月にスタート、順調に回を重ねて参加者を伸ばしてお

り、これによって町民の移住者への理解は深まったという。

これらの話を思い返すと、神山町の成功の背後には地元への丁

寧な説明があり、それが大事な要素と思える。そこで再度取材をお

願い、地域の人たちに向けた取り組みについて聞くことにした。

移住者以外の人にもスポットを

取材に応じてくださったのは前回と同じ神山町役場の馬場達郎

さん、神山つなぐ公社の西村佳哲さん、同じく高田友美さん。

私が感じた通り、神山町では内側に向ける目をずっと大事にして

きたと西村さん。

「前回はバスツアーを取り上げてもらいましたが、もうひとつ、神山

つなぐ公社が2016年につなぐプロジェクトのひとつとしてスタート

させた孫の手プロジェクトがあります。これは町内に暮らす高齢の

一人暮らし世帯の元に造園土木などを学ぶ町内の城西高校神山分

校の生徒たちが有償で手伝いに行くというもの。手が回らなくなっ

た家の周りの植栽その他に子どもたちが手を入れることで居住者

の困りごとを解決、子どもたちには学んだことを実践する場を提供

するというものです。当時、通学する高校生は町外の子が大半。町

内から進学する子どもは1割以下になっており、学校と地域とのつ

ながりが薄くなっている状態でもありました。それを繋ぐことで、高

校を地元のものにしようと考えたのです」。

活動の結果もあるのだろう、最近では町内から進学する子どもが

4
徳島県神山町に関わる、出身の異なる３人

徳島県神山町

馬場達郎さん
神山つなぐ公社

西村佳哲さん
高田友美さん

成功している自治体は
内側にきちんと目を向けていた

写真左から、西村さん、馬場さん、高田さん
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増え、活動も定着、リピートして依頼する人も出てくるようになった。

さらに大人も加わってまちの部活動として展開しようという動きも

出てきているという。

神山つなぐ公社は2015年にできた神山での地方創生プランを実

現していくために設立された一般社団法人で、外に向けての活動に

加え、内を向く、内の人たちを繋ぎ直す活動も行っている。

「家族が大変なのに外面ばかり良くしてもダメ。中が良いから外

の人を呼び込めるのです」と西村さん。誰も反論できない言葉だが、

実際にはそれを忘れて外ばかり向いている例も少なくないのが現実

ではないかと思う。

地元の人たちに目を合わせるという点ではこれまでと違う動きも

出始めている。

「地域の変化を紹介するとなると、つい移住者に目が向きます。

でも、地元にも素敵な人たちがいます。2019年の夏に地元に戻っ

て来た3人に話を聞くイベントを開催したのですが、ちょうど帰省

の時期ということもあり、40人ほどに参加いただきました。『あいつ

が話すなら行ってみようか』と懐かしい顔に会う場にもなったよう

ですし、改めて地元の方に聞くと山で暮らす大変さ、将来の水の管

理について考えるきっかけにもなりました」と高田さん。

言葉にならない不満をじっくり聞く

その時に登壇したひとりが馬場さん。高校入学で町を出て就職、

結婚を機に13年ぶりに帰ってきて、現在は役場に勤務している。

「結婚するタイミングはちょうど、前の職場で経験を積み、社会人

としてやっていけるかなと思うようになっていた時期。それなら自分

を育ててくれた町の役に立ちたいと思いました。過疎化、人口減少

と課題があるのは分かっていましたが、知っている人が全員外に出

て行ってしまう、戻って働く人の姿が見えない、だったら逆に自分

は帰らなくてはと思ったのです」。

馬場さんはつなぐプロジェクトの報告会、バスツアーなどの先頭に

立って説明をする立場にあるが、馬場さんが話をすると聞いている

人たちに沁みていっていると感じると西村さん。

「うまくやればいいのではなく、誰が、何をどう伝えようとしている

かが大事。この人に言われたらという安心感があるのです」。

西村さんはその安心感の源を伝えるより受け取ることを大事にし

ているからではないかという。住民が思っていること、わだかまりを

熱心に聞き、一度受け取ることが、この人の言うことなら…という

思いに繋がっているのではないかというのだ。

住民の間にある不安、わだかまりは馬場さん自身が帰ってきた時

に抱いたものにも重なる。

「生まれ育った町を良くするためにと帰ってきたものの、当時すで

に活動をしていてメディアにもよく取り上げられていたNPO 法人グ

リーンバレーなどの活動については全く知りませんでした。自分た

ちは知らないのに外ではもてはやされている、自分たちの住む神山と

は違う神山があるという居心地の悪さ。説得をするより、まずはそ

の不安を聞くことが大事だと思っています」。

行政の仕事の8割、9割は日常の地元の生活を支えるものだが、

あることが当たり前な業務は誰の目にも見えない。逆に割合は少

なくても外に向けての事業はどうしても目立つ。となると外に向け

てはやっているけれど私たちはどうなの、説明してくれないの、聞い

たことないわと思う人たちがどうしても出てくる。

取り組みを批判したいわけではない、でもなんか言いたい、なんか

気にいらん、という言葉にならない思いは聞くことで解消されること

が多いと馬場さん。どういうことから不安が起きているか、それを

聞くだけで良いのに、つい説得しようとする。でも、説得は自己満

足だなと思うこともあるという。

一度外に出たことのある、でも地域の人であるという視線。神山

町ではそれがうまく生かされているのである。

さらにその視線を生かそうと今年度は町の広報誌の見直しを行

う予定だ。ただ情報を伝えるだけではなく、誰もが一緒に町を作っ

ている仲間であることをどう伝えるか。それが見直しにあたっての

大きな課題だ。

「今、地元の情報は徳島新聞と噂話が9割5分を占めています。

行政が縮小していくと広報も縮小、情報の羅列になりがちですが、

左／大阪で開かれたイベント。現在神山町に住んでいなくても地元の様子を気にする人は重要な関係人口
中央・右／孫の手プロジェクトで働く高校生たち。実務的にメリットがある以上に意味のあるプロジェクトだと思う
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それをどう伝え、さらに対話にもっていくか。考えているところです」。

たいていの行政は口下手だ。きちんと伝えれば分かってもらえる

ことも言葉が足りない、言うべきタイミングが違うだけで悪く取ら

れることもある。そうではない、伝わる、人の気持ちを動かす媒体。

彼らなら作れるのではないかと思う。

町外にいる出身者を味方に

地元に戻ってきた人以外に今は外にいる町出身者とのコラボレー

ションも生まれた。大阪でのイベント開催にあたり、大阪にいる神山

出身者を探したところ、町営住宅建設にあたった大工の弟がファッ

ション関係の企業に勤務していたことが分かった。

そこでその人に声をかけてみたところ、神山の物品を紹介し、話

をする会をやろうと話が発展、実現に至ったのである。

「町を離れてしまうと気になっていても町と接点が持ちにくく、ど

うしたら良いだろうと思っている人はそれなりにいると思っています。

去年はコロナ禍で定例のつなぐプロジェクトの報告会をオンライン

でやったのですが、そこには町内、町外の人が120人くらい集まって

くれました。また、2021年4月からつなぐプロジェクトの第2期目が

スタートしたのですが、それにあたって前期の検討をする委員会を開

いたところ、東京、大阪で働いている30代が参加、一緒に考えて施

策の検討までしてくれました」。

外で働く町の人たちの郷土愛には非常に強いものがあると西村

さん。外で自分たちが学んだこと、獲得してきた技術をまちのため

に生かしたいという気持ちがあるという。今と昔を比べ、外と中を

比べられるからか、新鮮なアイディアが出てくることも多いそうで、

町にとってこうした人たちは大きな財産だろう。

アーティストが意識を変えた

ところで、神山には徳島県の他市町村出身者がJターンしてくる

ことも多い。親元に近いところには帰りたいが、自分の故郷ではな

いところが良いという選択だ。

「都市には序列はありませんが、地方には厳然とした序列がありま

す。それがしっかりしていて偉い大人たちが強い地域では帰ってき

ても活躍はできなさそうと敬遠されてしまうのでしょう。中山間地

の暮らしにはいつも誰かに見られているような息苦しさもあり、一度

都市に出て序列のない気軽さを味わってしまうと、もうあの中には

戻りたくなくなります。そこで生まれた場所の近くの神山となるの

です」と西村さん。

「子育てを考えると若い人が少ない地域に行くのはとためらうで

しょうし、最近は国際結婚したカップルがハーフの子どもに慣れがな

い地域での子育ては難しいと神山に引っ越してこられました。神山

では20年来アーティストインレジデンスが行われてきており、英語を

話せないおじさんが外国人と一緒に飲んでいたりします。通じてい

ないようでちゃんと会話になっているのですから面白いものです」と

高田さん。

神山町では前述のグリーンバレーが1999年からアーティストイン

レジデンスを実施、毎年3〜5人のアーティストが滞在、作品を作っ

ている。西村さんは私見ながら、と断りながらこの取り組みが町を

大きく変えてきたという。

「神山では早い時期から国際交流をきちんとやっていこうという

動きがありました。子どもたちの学力は高いものの、英語に触れる

機会がない。それが不利だとアーティストインレジデンス以前にも

ウィーン少年合唱団を受け入れたり、外国籍の先生を小・中学校に

導入したりといろいろやってきています。

そのうちでもアーティストという選択は特に良かったと思います。

彼らは勝手に地域の人と仲良くなるし、相談します」と西村さん。

頼まれて仕事をするのがデザイナーだとすると、頼まれもしないの

にやるのがアーティスト。自ら動く、能動性の塊だというのである。

「私はアーティストの滞在拠点の近くに住んでいますが、彼らはよ

く外を歩いています。田んぼ、人の動き、植物、いろいろなものを観

察しており、それを地元の人たちが面白がって見ています。オフィ

スの中でパソコン相手に仕事をするのとは違い、見て何をやってい

るのかが分かり、成果も見える。彼らが見える形で町にいることで、

世の中にはいろいろな人がいるということが言葉にしなくても分か

る。それが続けられてきた意味は大きいと思います」と高田さん。

アートをまちづくりの中心に据える地域が多いのはそういう働き

を期待してのことなのだろう。

最後にそんな神山町のこれからの取り組みについて。2021年か

ら始まった第2期5年間では町全体というより、地区を単位にして

考えていくという。

「神山町は昔、7つの村でした。それが戦争後に合併したのですが、

自分たちの場所という意識を持ちやすいのは旧来の村くらいの規模

ではないかと考えています。特に中高年以上の人にはその意識が強

い。外から見ると神山町というひとつの単位ですが、中にいるとそ

れは大き過ぎる。小さな単位で地域の課題を自分ごととして考え

られるようにしていきたいと考えています」（馬場さん）。

次の5年でどこが変わるか。地域の変化に関心のある人なら注視

しておくべきだと思う。
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高校生が親元を離れた高校に進学、寮生活をしながら3年間を送

る「地域みらい留学」というプログラムがある。

友人のご子息が参加、3年間、友人のフェイスブック上で彼の成長

を覗き見してきたのだが、率直なところ、すごいの一言である。都会

にいたら親と学校、塾の先生以外の大人に接することはないだろう

高校生が地元の大人たちと一緒に地域に関わり、堂々と意見を述

べる。多くの人を組織してイベントを開催する。その成長のスピー

ドは都会では望めないものであり、こんな仕組みが私が子どもの頃

にもあったらなあとため息をついたものである。

同時に子どもたちが変わるのであれば、子どもたちに関わる大人

たちも変わるのではないかと思った。コミュニケーションは双方向

で行われるもの。一方だけが変わることはあるまい。

その想定の下、話を聞いたのは地域みらい留学を運営する一般社

団法人地域・教育魅力化プラットフォーム常務理事の尾田洋平さん

だ。

地域に高校を存続させることが短期目標

尾田さんによると地域みらい留学には短期、中長期でそれぞれに

目指すものがあり、短期的にはまず、地域に高校を存続させることが

最優先課題だという。

「地域、特に離島中山間地の場合、地元に高校がないと子どもた

ちは15歳で外に出ていきます。子どもだけが出ていくのではなく、

時によってはその機会で家族全員が出て行ってしまうこともありま

す。高校が無くなると地域から人が流出、存続が難しくなります。

それを防ぐために学校を「魅力化していくこと」を考えました。高校

が魅力的な存在になり、県外から生徒が増え、教育環境が良くなれ

ば、地域内の生徒も増える良い循環が生まれます。その循環を作

ろうというのが地域みらい留学です」。

2004年の島根県隠岐島前高校での高校魅力化事業に始まり、現

在では日本全国で26道県、70校が県外生を受け入れるようになっ

ているが、募集開始初年度は、うまくいかないことが多いという。

「学校や地域が自分たちの高校や地域の魅力を理解していない、

言語化できていない、学校と地域、学校と自治体が連携できていな

いなどがその理由。でも、うまくいかなかったことで学校や地域は考

え始めます。なんでうまくいかなかったのだろう。次は連携、カリキュ

ラムを考え直そう、言語化して広報もするべきだと生徒募集をきっ

かけに地域、学校を考え直し始めるのです。

多くの場合、自治体と学校がタッグを組まなければということに

なるのですが、ここに地域みらい留学の仕組みの工夫があります。

単純にコーディネーターを入れて教育の質を上げよう、カリキュラム

を作ろう、だけではそれをやって終わりになりがちですが、地域みら

い留学では実際に生徒を募集するという共通の目標があります。5

人に来てもらうためにはどうすれば良いか、関わる人たちが連携して

具体的に考え始めるのです」。

学校、自治体、地域が共に学び、主体的に動いていくことが重要

と考えているのだ。

「教えられることと自分たちが必要だ、こうありたいから行動する

ことは意味が違います。すでに様々な事例も存在するので、主体的

にチームで推進できればうまくいくと思います」。

子どもたちは意外に暮らしを見ている

特に大事なのは「学ぶ」と「暮らす」が一緒になっていることだと

尾田さん。卒業生に留学先選びで外せなかったことをアンケートし

たところ、第1位は留学先の町や村の雰囲気、第2位は寮生活だっ

たという。

都会の我が家にいると地域の雰囲気や生活する場所に高校生の

目が行くことは少ないはずだが、違う地域で暮らすとなると、それだ

けで意識が変わる。どんな暮らしが待っているのか、学校だけでは

答えられないことを子どもたちは気にしているのである。

当然、それに答えられる地域に子どもたちの人気は集まる。

都会で暮らしていると高校生が出会う大人といえば親と先生だけ。地域みらい留学
では地域の大人たちと触れ合う機会が多い

5
地方の高校と全国の高校生をつなぐ

一般社団法人地域・
教育魅力化プラットフォーム

尾田洋平さん

高校生が地域に留学、
子どもが変わる、地域が変わる
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「留学先となる高校を集めて子どもたちと親に学校、地域のプレ

ゼンをする『合同学校説明会』を開催しているのですが、そこで人気

を集めるのはあなたが生活する地域、住む場所、休日の過ごし方な

どをきちんと伝えられている高校です。最初はどの学校もカリキュ

ラムなど教育的な観点を重視しますが、決め手となるのは実はそれ

ではないのです。そのため、『合同学校説明会』では先生だけではなく、

自治体の担当者、留学している子どもたちや地元の子どもたちが参

加、いろいろな視点で参加している中学生たちと交流しています」。

私も2019年夏に渋谷で開かれた「合同学校説明会」に参加した

が、子どもから大人まで多くの人が関わっていることにびっくりした。

しかも、言われて参加しているのではない。自分たちで考えて作っ

た資料を持参して参加している子どもたちもいたほどで、この子た

ちに関わる大人たちは子どもに負けてはいられないと思うのではな

かろうか。

それが地域みらい留学の中期的な目標である。高校が地域に開

かれ、地元の人、企業などと広く関わるようになり、地域にインパク

トを与えることだ。

「留学中には地元の人、企業に関わることもあり、高校生を応援

しようといろいろチャレンジをさせてもらえます。ですが、高校生を

支援しているようで実は大人たちが元気をもらっています。新しい

発想、アイディアも生まれますし、子どもたちを介して会話が生まれ、

地域のコミュニティが再構築される。そんな効果が生まれています」。

長期的には関係人口プラスαを増やすこと

そしてその先の長期的な目標は留学してきた子どもたちやその子

どもたちに影響を受けた地域の子どもたちが長く地域に関わってく

れるようにすること。

「島根県で高校魅力化に取り組む子どもたちの7〜8割は、卒業

後も地域（島根）に関わりたい、島根に戻ってきたいと言っています。

一部の進んだ高校では大学生になったかつての留学生が後輩を支

援する仕組みを作ったり、関係を維持する試みをしたりと次のチャ

レンジを進めています。地域に関わった子どもたちが関係人口にな

り、将来的には移住などにも繋がることになればと思っています」。

ここで注目したいのはこのプロジェクトで学んだ子どもたちは基

礎学力だけでなく、主体性や社会性、協働性などの力を備えている

ということ。尾田さんは意思のある若者という言い方をしたが、地

域を持続可能にするためには自ら動ける人材が必要。このプロジェ

クトで育成されているのはいずれ地域はおろか、日本、世界を担うで

あろう人材なのである。

高校生が地域に来るという絶妙さ

最後に高校生が対象という絶妙さについて触れておこう。最初

に聞いた時はうまいな!と思った。ヨソ者の大人が入ってきてビジ

ネスプランがどうのと言われたら反発する大人でも高校生に教えを

乞われたら、あまり邪険にはしにくい。自分で決めて出ていける地

域おこし協力隊と違い、高校生なら3年間はそこにいることになると

も考える。仕方ない、面倒を見てやろうかと思うはずだ。

いきなり違う土地に来る子どもたちも最初は大変だろうが、幸い、

この年代ならまだ思考は柔軟である。価値観が固まってきている大

人には受け入れにくい経験や出会いにも高校生なら最初は戸惑い

があったとしても、ここはそういう場所かと順応、相手のルールを学

ぼうとするだろう。

「なじむまでには半年くらいは戸惑いがあると聞いています。急

に知らない人に注意されることは都会ではありませんし、挨拶せず

に済む暮らしではありません。気の使い方も文化も違う。でも、若

いうちに世の中には自分が育った地域とは違う地域があることを

知っておくことは今後の人生にとって良い経験だろうと思います」。

双方に戸惑いはあっても高校生を受け入れているうちに大人たち

は変わる。若いものに任せて大丈夫かではなく、おそらく若いもの

にこそ任せようという人たちも出てくるのではなかろうか。何しろ、

留学してくる今どきの若いものはすごいのだ。

けなす言葉としてではなく、褒め言葉として「今どきの若いもの

は!」を生むプロジェクト。それもまた地域みらい留学なのだろうと

思う。

左／若いうちに都心とは異なる生活環境、住環境を経験
できるのは羨ましい
右／コロナ禍で学校説明会はオンラインになったが、場所
の制限がなくなり、参加しやすくなったという声も
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福井県美浜町にあるNPO 法人「ふるさと福井サポートセンター

（以下ふるさぽ）」は2011年以来、町内の空き家問題に取り組んで

きた団体である。美浜町では空き家があっても市場に出てこないた

め、住みたくても住めず、外に出て行ってしまうケースがある。それ

を食い止めようと企画したマッチングツアーが始まりで、その後は

ITを利用した空き家対策に取り組んできた。

たとえば地図上で空き家をマーキング、写真撮影、調査票記載を

タブレット上で行ってその情報をPCでデータベース化する仕組み

がある。データベース上には空き家になった経緯や周辺からの苦情

なども細かく入っているため、担当者が変わっても情報が共有でき、

効率的である。

あるいは空き家所有者に早期決断を迫るためのツールとして開発

された「空き家おねだんシミュレーション」。これは相談者に課税証

明書を用意してもらい、それを元に情報を入力していくといくらで

売れるか、解体費用はいくらかかるかに始まり、登記用や税金など

気になるお金の話が掲出されるというもの。

しかも売却価格は最近の周辺の取り引き事例、

税金から算出した売却額、自分の売りたい価格と3

種類出るようになっており、もっと高く売れるかも

しれないという妄想を上手にコントロールできるよ

うになっている。

これに加え、美浜町の37集落それぞれのローカル

ルールを理解しようと集落のキーマンにアプローチ、

何かあった時には相談できるような緩い関係を構

築してきてもいる。他にも空き家問題に取り組む

団体は数多いが、非常に独自性のあるやり方をして

いる団体なのである。

実際、2020年には共同通信社が地方新聞46紙

とともに地域の課題解決に取り組む団体を表彰す

る第10回地域再生大賞を受賞しており、私はその

時に北山さんに活動状況などを詳しく取材した。

ITから集落へ、方向転換の意味

だが、それから1年半が経ち、北山さんの活動は大きく方向転換

していた。ITから人間へと言えば良いだろうか、取り組む相手を変

え、これまで以上の成果を出していたのである。

「空き家所有者の決断を促し、それを使う人を探して空き家を埋

めても、それだけでは問題の解決には繋がっていないことに気づいた

のです。そこで方法を変えることにしました」。

これまでのマッチングでは登場人物は空き家所有者と移住者、そ

してふるさぽという三者だった。新しい仕組みではそこに集落が入る。

「これまでも集落の人は空き家が誰に売られるか、どんな人が入っ

てくるのかを気にしていました。でも、やりとりに集落の人が関わ

ることはなく、知らないうちに誰かが住み始めているというのが現実。

都会のアパートなら誰が入ってきても問題ないでしょうが、田舎の

集落には集落のルールがあります。草刈り、年1回の行事、祭りには

参加して欲しいし、生活上のルールもある。区費（町内会費のよう

なもの）も払って欲しいと思うものの、入って来た人がそれを知ら

ず、コミュニケーションも取れないとなると孤立。最悪の場合には

出て行ってしまうことにも。実際、これまでもそうした例はありまし

た。そこでこれからは住みたいと思っている移住者が出たところか

ら集落にも入ってもらうようにしました。集落の理解がなければ定

住は難しく、定住してもらえなければいつまでも空き家問題は解消

しません」。

ヨソ者が入ってくるのは嫌、不安と思うのはそれが知らない人だ

から。であれば、早いうちからどんな人かを知ってもらい、コミュニ

ふるサポが打ち出した空き家ゼロ宣言集落サポート事業の概念図。これまで誰かがやってくれるものだっ
た空き家対策を自分事化する仕組みである

6
福井県美浜町で自発的空き家解消をサポート

ふるさと福井サポートセンター

北山大志郎さん

福井県美浜町に自分たちで
空き家ゼロを達成した集落がある
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ケーションを取ってもらうことで齟齬が生じないようにしようという

のだ。

「こういう人を連れてきましたとなった時に地域の人はいろいろマ

イナスをイメージします。この人誰やの?から始まり、家族構成は、

仕事は、借金はないのか、悪い人には来て欲しくないなどなど。加

えて土地を売ってしまったら、その次にその人が誰に転売するかま

では責任は取れません。そう考えたら判断は私ではなく、集落にし

てもらおうと思いました。

取り引きは個人対個人で行われ、その段階では集落は口を挟め

ませんが、それ以前の段階で集落としての意思を希望者、所有者に

伝えておければ齟齬が生じにくくなるはずです」。

そこで移住希望者が出た、空き家が出た時点で希望者、所有者

に承諾を取り、情報を集落に流すようにした。集落には区長（いわ

ゆる町内会長）という情報のハブになる人がおり、その人に情報を

伝えておけば集落の全員に伝わる。それを利用して、空き家が出ま

した、使いたい人、買いたい人がいたら教えてくださいなどと情報を

流しておくのである。

すると、隣に住んでいる人が駐車場にしたいと思っていた、息子

が帰ってきたいと言っているが家がないのでその家を買いたいなど

と情報が入ってくる。それがうまくいけば集落の中で空き家が循環

する。わざわざ遠くで人を探してこなくても集落の中で空き家問題

が解決することになる。

「集落の人が知らないうちに移住者が決まった場合、集落の人た

ちは聞いてなかった、私らが決めたことではないと考え、移住者を悪

者扱いしがちです。空いていたなら使いたかったのにと恨む人もい

たでしょう。でも自分たちが主体的に関わり、探してきたとなれば

問題は変わります。集落を巻き込むことで、自分たちで問題を解決

しようという流れを作ろうと思ったのです」。

自力で空き家ゼロを実現

そして、その目論見は功を奏した。4月には自分たちの手で空き

家ゼロを達成した集落が出たのである。

集落の総戸数は26軒ほど。そこに5軒の空き家があり、ふるさぽ

がそのうちの3軒に移住者を紹介した。残りのうちの1軒は集落の

中で、隣の家買わんか、ほな買うわというようなやりとりで売買が成

立。もう1軒も集落の人たちのネットワークの中で探してきた。今

年年明けから始めて4月で空き家ゼロは素晴らしい成果である。

「その集落は衰退するわけにはいかんという意識があり、ここなら

できるだろうと思っていました。でも、残念ながら、そうではない集

落もあります」。

同じ美浜町内でも集落により、居住者の年齢も地域性も異なり、

危機感にも濃淡がある。動く集落、動かない集落が歴然とあるので

ある。

「なんかあったら行政が最後は面倒を見てくれると思っている集

落は動きません。これからの時代、おんぶにだっこはないと分かっ

ている集落は動き始めています。その違いを生んでいる要因はいく

つかあると思いますが、分かりやすいところでは世代交代の有無で

す。世代交代がうまくいっているところは前向きでチャレンジする

意気があります。でも、80代のおじいちゃんにお伺いを立てなけれ

ば動かない集落では動きたい人がいても動けません。たいていの場

合、区長がキーパーソンということが多いのですが、集落によっては

それ以外にあの人に聞かないと、という人がいることも。移住者が

入ってきても、そのおじいちゃんに気に入られないと受け入れてもら

えないこともあるほどです」。

成功例で競争意識を刺激

北山さんはとりあえず、動くと思われる集落に注力、見える成果

を上げていくという作戦を立てている。集落は互いに他の集落を

気にしており、その意識に訴えかけようというのである。

美浜町では年に1回、運動会が開かれている。町民にとっては一

大イベントで、そこでフィナーレを飾るのは小学生から始まって年代

ごとに襷を渡していく世代混合リレーである。どの集落もあそこの

集落には負けたくない、うちこそはという意識があり、それが集落の

人口構成に目を向ける契機になっている。小学生の数が足りずに

リレーに参加できない、若い人が少なく、速く走れる人がいないなど

といった集落の現実が年に1回、目の前に突き付けられるのである。

「といっても集落ごとに意地があるので、どうやって若い人が入っ

てきたかなど直接には聞けません。そこで私たちが間に入り、こそっ

とやり方を教えてあげるという手でいくつもりです。37集落全部が

一度に底上げできるとは思いませんから、少しずつ細分化してでき

ることからやっていきます」。　　

個人情報という壁

ところで、集落に情報を流して空き家の借り手、買い手を探すと

いうやり方をしてみて、北山さんはそこに大きな障壁があることに気

づいたという。以前から気が付いていたものの、想像以上に大きい。

それが個人情報保護法である。

「個人情報が言われる以前は空き家の所有者に周囲の人たちが

『実家、どうするのや』みたいな声がけがありましたし、変な人に売っ

たら困るという集落としての意思表示ははっきり言葉にして伝えら

れてもいました。『空いているならその家、貸してくれ』も言えていた

はずです。ところが、個人情報という概念が広がって以降、そうし
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たことを言ったらいけないという雰囲気になりまし

た。特に田舎の人はまじめですから、言ったらいけ

ないとなったら言わない。でも、その裏で妄想が膨

らんでいます。子どもの代から東京、大阪にいる人

が相続したとなると、男か女か、どんな人かも分か

らず、不安が不安を呼ぶ。それが移住者に向ける

白い目になったりするわけですが、でも、聞いてみた

ら息子の勤務先の同僚だったなど意外に繋がりが

あることもあります。正しい情報で関係が分かって

くれば妄想の入りこむことはなく、安心感が生まれ

ます。個人情報をもっとも持っているのは行政で

すが、公平、平等を重視する行政の立場からは情報

を出す、出さないを恣意的に決めることはできませ

ん。だから、そこを繋ぐ、客観的な情報を本人の許

可を得た上で提供できるNPOが必要なのだと思い

ます」。

地方では互いに互いのことを知っている、知り尽くしているかの

ように思っていただけに北山さんの言葉は意外だった。共有されて

いるように見えて、その情報は実は正確なものではなく、噂話や妄

想なども入り交じった虚々実々なものなのかもしれない。だとしたら、

そこを整理、きちんと伝える存在は確かに必要である。同時に情報

だと思われているものの中味も取捨選択しないといけないのかもし

れない。

「2015年12月、フェイスブック上に「東京を手放そうと思う」とい

うエントリーが上がった。それにかなりの数の人が反応した。東京

（首都圏という意味。分かりやすいので以降、東京と表記する）に暮ら

し続けることを疑問に思っている人が少なからずいるということだろ

うか。発言した村上健太さんは何を思って、その発言をしたのだろう。

2016年1月、年明け早々に話を聞いた。」
「脱東京5組が語る「私達が東京を離れた理由」　https://allabout.co.jp/gm/gc/466935/

これは2016年に私がオールアバウトというサイトで書いた『脱東

京 5 組が語る「私達が東京を離れた理由」』という記事の書き出し

である。

「東京を手放す」と書いた村上健太さんは現在、地域おこし協力

隊として移住した日本の三大秘境のひとつ、宮崎県椎葉村に任期

終了後に定住。潰れかけたキャンプ場の立て直し、移住者を受け入

れるためのシェアハウスの改装に取り組んでいる。

日本、世界を転々。変化に耐性あり

東京から秘境と言われる村への移住である。変化は大きいと思

うが、村上さん自身は変化への耐性は高いと笑う。それは転勤族

の親の元に育ち、日本、世界を転々としてきた経験からだ。

生まれたのは徳島県徳島市。親の転勤に伴い、小学校だけで3

回転校、4 校に通った後、父が愛媛県松山市に住宅を新築したため、

しばらくは同じ小・中学校に通ったものの、高校は地元の友人が行

かない学校に進学。

大学入学で上京、入社した会社では長野での研修を経て熊本へ

異動、そこを退社後は岐阜、長野に合わせて半年強、東京でも新宿、

川崎、練馬、市川と転々とし、29歳からはアイルランド、イギリスへ。

帰国後は北海道、岡山……。聞いているだけで混乱したことを今で

も覚えている。

そして東京を手放す宣言をした後は全国に散らばった友達を訪

これまでのふるサポの活動状況。派手なリノベーションをして耳目を集めるのではなく、地道に地元の人た
ちの気持ちを考えた空き家対策を旨としてきており、それが行きついたのが自分事化というわけだ

7
日本、世界のあちこちに居住、多様性を知る移住の達人

一般社団法人逞しい未来
代表理事

村上健太さん

都会のルールは絶対ではない、
田舎は消費の対象でもない
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ねつつ、面白い仕事、行き先を探そうと北は北海道から東北、北陸、

四国、九州を回り、シンガポールや香港にも足を延ばした。その後、

一時実家のある松山市の無人島・鹿島でカフェの店長に。

「無人島といっても船で3分、島が丸ごと公園になっており、無人

のキャンプ場があり、民宿、売店もあります。無人島ながらも鹿島は

都会である松山市の一部。東京を手放して手に入れたかった理想

である、外からの要因に左右されない、自分の手で作った暮らしが

できるような場所では無かったのです。行きたかったのは田舎であり、

村だったのですが、そこでもう一度、再移住を考え、出会ったのが椎

葉村です」。

椎葉村は全く知らない土地だった。そもそも、今度はこれまで縁

のなかった九州に行ってみようというのが椎葉村の地域おこし協力

隊に応募したきっかけなのである。近くにある観光地、高千穂峡で

すら知らなかったというから、知識ゼロからのスタートである。

ただ、募集の文言が役人が書いたとは思えない尖ったものだとい

うのが印象的だったそうだ。これは面白いと本能的に思ったのだろ

う。また、下見で訪れた時にそこで暮らす自分の姿がリアルに想像

できたとも。

面接では村長以下偉い人がずらっと並び、選考に時間をかけても

しょうがないからちょっと待ってとその場で決断。村上さんのほう

が、え、もう決まるの!とあたふたしたほどとか。おそらく、椎葉村に

はこうと決めたら慣習にとらわれず、素早く動ける人たちがいるのだ。

「人はそれぞれ違うもの」が基本

そうして暮らし始めた椎葉村で村上さんは移住コーディネーター

として地域おこし協力隊の任期3年を過ごし、その間に現在手掛け

ているキャンプ場、シェアハウスなどと出会った。

また、2020年3月には椎葉村から『椎葉へ移住　日本三大秘境

の村　移住者のリアル体験記』と題した書籍を出版している。出て

すぐに送っていただいたのだが、都会とは全く違う暮らしであること

は冒頭で分かった。

椎葉村では人は名乗らないというのだ。こちらが名乗っても、あ

あそうですかと笑っているだけ。名のることがないという。

普通だと失礼な!と思うだろう。受け入れるつもりがな

いのかと暗い気持ちになるかもしれない。移住したのを反

省するきっかけにすらなるかもしれない。

だが、事情を聞くとなるほどと思う。村の4割は椎葉さん、

那須さんで占められており、集落の人が全員同じ苗字とい

うこともあるため、苗字を覚えても意味がないのだ。それ

に全員がなんとなくも含めると互いを知っているというこ

ともある。だから、名乗るという習慣がない。

ただ、こちらから名まえを聞けば教えてはくれる。習慣

がないから言わないだけで意地悪で言わないのではないのだ。

「地方移住やめとけ系の記事では町内会に入れてもらえず、ごみ

が捨てられなかったとか、いろいろ書かれていますが、都会では当た

り前の、行政によるごみ収集が行われておらず、住民が分担する地

域では自分も参加する必要があります。地域、人によって考え方、

やり方に違いがあるのは当たり前なので、それを知ることから始め

ないと物事は進みません。都会には都会の理屈、作法があり、田舎

にも同じものがあります。それを互いに理解し、妥協点を探す、双

方が自分の論理、正義だけを押し付けあってもうまくいくはずはあ

りません」。

知らない環境に何度も飛び込んできた村上さんにとって人の間

に違いはあるのは当然のこと。それを前提に相手を知り、分かりあ

おうとするが、地方移住やめとけ系の記事にはたいてい、その前提が

ない。都会の、自分のルールだけが絶対と考える時点で何かが間違っ

ているのだろう。

「都会の観点でいえば遅れていることはもちろんあります。たとえ

ば田舎はまだまだ男尊女卑です。椎葉村でもメシの支度は女の仕

事だからお前はやらなくて良いと言われたことがあります。でも、そ

れを言う人を変えようとしても長年その考えでやってきた人を言葉

で説得するのは難しい。それよりも自分も女性と一緒に台所に立ち、

これまで違う考えを知らなかった人に違う考えがあることを見せ、

周囲から変えていくほうが良いのではないかと考えています。そう

して都会と田舎の良いところを掛け合わせていければと思います」。

集落単位で言葉、気質に違い

移住では家、仕事、人間関係が問題だと言われる。そのうち、前

者の2点は見えている問題。なんとかなる問題と言っても良い。だが、

人間関係は難しい。

「人間関係についてはよく気にする人がいますが、こうしたらうま

くいくという処方箋はありません。ただ、違いがあることを教えてく

れるマッチメーカー、つなぎ役は必要だろうとは思います」。

そして大事なのは違いが多くの人が想像するよりも細分化され

左／山地に集落が点在する椎葉村。基本
的には車利用でのアクセスとなり、宮崎市
から約3時間、熊本市から2時間15分とい
えば秘境という言葉が実感できるはず。　
上／村上さんが書いた書籍
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ているということだ。椎葉村でいえば村全体で共通するものがあり、

でも、集落ごとに違うものがある。

まず、全体としては厳しい自然が大前提としてある。秘境という

言葉に惹かれてか、椎葉村には周りに誰もいないところに住みたい

という人が来る。だが、自然環境を考えるとそれは無理だ。

「気候も地形も厳しく、助け合わないと昔から住んでいる人たち

でも暮らしていけない場所なのです。その輪に入ろうとしないとこ

こでは暮らしていけません」。

それを前提にした上で、さらに集落ごとに違いがあることも理解

したほうが良いと村上さん。移住業界では町単位、市単位でモノを

考えているが、それは実情にあっていないという。

「令和元年10月時点で人口2760人、1186世帯が住む椎葉村に

は10の地区があり、さらに91（!）の集落に分かれています。地区、

集落ごとに言葉も違えば酒の好みも違い、移住者に対しての考え

方も違います。中には行政は推進すると言っているけれど集落とし

てはあまり歓迎しないというところもありますし、数世帯しかない人

間関係が密な集落では移住に対して警戒心が強いことも。僕はこ

うした状況からよく椎葉村はアメリカ合衆国だと言っています。同

じ国ではあるけれど、州によって法律も税制も違い、住んでいる人

たちの考え、気質も違う。小さな村でも多様なのです」。

村上さんの住んでいるのはフレンドリーで距離感のある集落で、

都市的な感覚、田舎的な感覚を備えているという。親切の押し売り

はしないし、それぞれの生活を大事にしているが、力を合わせるべき

時は力をあわせる、そんな付き合いだという。住んでいるのは60歳

前後が中心で、何事も自分たちでやろうという意識が共通している。

「椎葉村には不動産会社がないため、赴任してくる学校の先生は

教員住宅のある集落で暮らします。先生方は3年くらいで転勤があ

るので、そこの集落の人たちは人の移動に慣れている感じがありま

す。僕が住んでいる集落はそうした場所ではないのになぜ、こんなに

フレンドリーなんだろうと思ったのですが、話を聞いているとその昔、

村がドイツに1週間など海外研修にお金を出していた時代があった

とか。それに参加していた人が何人かいる。その影響かなあと思っ

たことはありますが、特に分析はしていません。ただ、土地により、

気質は異なるのではないかとは思います」。

かつて初めて訪れた南フランスでは地中海の太陽、空を見てここ

では鬱病にはなりにくいだろうなと思い、太陽が必要だからと国外

に出たがるイギリス人には同感したと村上さん。

世界単位で見るほどには違いはないものの、淡路島と同じくらい

の広さのある椎葉村は村内でも標高差があり、3月に桜が咲く地区

もあれば、ゴールデンウイークまで咲かない地区も。気候が違い、生

業が違い、歴史が違えば人にもその影響は出てくるはず。言葉には

しにくいが、その違いを意識するかしないかは移住にあたっての大き

な差になるのかもしれない。

田舎は消費対象ではない

移住を促進する立場にある村上さんだが、時としてそれに疑問を

感じることもある。移住に行政が助成を出すやり方では田舎が消

費の対象になってしまうと感じるのだ。移住先ランキングのように、

田舎の人がそれを歓迎することもある。ワーケーションやSDGsに

も同じように消費のにおいがすると村上さん。

「補助金を出します、出産祝い金がありますと人を呼んでも、子ど

ものことを考えたら都会に行きますと出て行ってしまう。助成だけ

利用して、利用するものが無くなったらポイ。行政から言われて移

住者と仲良くしようとしてきた土地の人たちからすると、それを金

銭などの条件面で測られ、出て行かれるとなったら悲しいし、疲れる。

もう移住者はいいよねとなります」。

都会の人は勝手に山菜や山野草を摘んでいくけれど、それは地域

の人が株を残して大事にしてきたもの。それを想像もせず、黙って

根こそぎ取って行ってしまう。都会は消費が基本だが、その文脈で

移住、地方創生を語ると地方は食いつぶされて終わる。そこに危機

感を覚えているという。

「今、移住やワーケーションなどを語る口調の中には桜の花は楽

しむけれど、落ちた葉は自分では掃除したくないというような、おい

しいとこどりの意識が見えるものがあります。良いところを掛け合

わせてより良くする、いいとこどりなら分かりますが、おいしいとこ

どりは許したくないですね」。

受け入れる側としても食いつぶす人なのか、骨は埋めないにして

も体の一部なり、葉っぱを落として土を肥やしていく人なのかは見

定めていくべきだろうとも。

村上さんが消費のにおいを嗅ぎつけているように、他にも同じこと

を感じている人はいるだろう。美味しいところだけを求めての移住

はやがて見透かされ、相手にされなくなる、そんなことを妄想する。

村内26地区で保存伝承されている椎葉夜神楽。国指定重要無形民俗文
化財となっている
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首都圏から 4 年前に静岡県熱海市に移住した中屋香織さんは今、

ライフスタイルデザイナーとして移住希望者の相談に乗っている。

「コロナ禍で増えたのは『東京じゃない、どこか』を探す人。今い

る場所が心地よくない、住むべき場所が東京ではないことだけは分

かっているものの、移住の動機、目的が明確でなく、どこか良いとこ

ろはないかとうろうろしている人たちです。本人が分からないのです

から、アドバイスも難しい。

『静岡県が開いた移住セミナーに行ってみたけれど、パンフレット

を渡されて、自然があっていいですよ、子育て支援も充実しています

と、どこも同じことしか言わず、得るものが無かった』という人もい

ます。自分から質問すれば良いのにと思うかもしれませんが、求め

ているものが明確でなければ質問もできません。

また、ヒアリングできる移住相談員にあたれば良いものの、そもそ

も移住した経験のない相談員もいますから、得るものがない結果に

なるのは当然かもしれません」。

不動産は白馬の王子様？

移住に限らず、一般的な住まい選びでも実は同じだと中屋さん。

移住希望者が「どこか良いところはありませんか」と聞くように住ま

いを探している人もしばしば「なにか、いい物件はありませんか」と

聞く。乙女がいつか白馬に乗った王子様が現れることを夢見るよ

うに、大の大人がどこかにあるかもしれない、なんか分からないけれ

どすごいモノを夢想してしまうのである。

それでも勤務先があり、そこから逆算して探す場合にはおのずと

場所は絞られる。そこに予算という要素を加えれば選ばなくても物

件は限定されてくるが、移住の場合、そうはいかない。

リモートワークで東京にいる理由がなくなったから移住をと考え

ると場所は無限にある。人によっては日本中どこに住んでも良いと

いうこともあるだろう。コロナ禍はある意味、これまでになかった自

由をもたらしてくれたのである。

だが、現在の多くの移住希望者は偶然に与えられた素晴らしい自

由を前に戸惑ってうろうろしている。好きに選んでいいと言われて

いるにも関わらず、どこを選んでよいかが分からないのだ。

自分がしたい生活が分からない

なぜ、うろうろしてしまうのか。ひとつには、これまでの住まい選

びは生活の不満を解消する実用的な要件を満たすためのものだった

ということが挙げられる。

「家を探す動機を聞くと、たいていは今の家が手狭になった、子

どもが生まれた、子どもが小学校に入学するからなど至って現実的。

でも、引っ越した先で自分がどんな暮らしをしたいのか、理想とする

暮らしはどんなものかという話は聞くことはありません。家賃や駅

からの所要時間、専有面積など数字や実用的な条件を挙げて探し

てはいるものの、リアルに考えているのは住まいという箱のことだけ

で、そこでの自分の暮らしにはリアリティがないのです」。

移住を成功させるためにはそこをきちんと考えていく必要がある

と中屋さん。

「私自身も最初は漠然と海があって、山もある土地が良い程度に

考えていましたが、それでは探せませんでした。家探しを始めた時に

はすぐに見つかるだろうと思っていましたが、あれもいい、これもい

いとなり、収拾がつかなくなってしまったのです。そこで問題を整理

し直しました。夫は私と違い、都会育ちで自然の中で暮らしたいと

いう気持ちはなく、虫嫌い。かつ今の仕事から離れるつもりはない。

でも、住宅ローンの負担が軽くなるなら、移住は考えても良いという

スタンス。そこで東京に通勤できる範囲で考えることにしました。

私は朝日を浴びて起き、海に散歩に行く、畑で野菜を育てるなど

と暮らしを具体的にイメージ。また、街として魅力的で関わる余地

があり、自分たちの欲しい暮らしを一緒に作っていく仲間がいるこ

となども条件として考えました。そのうちに縁があって当初は考え

ていなかった熱海でまちづくりに関わっている人たちと知り合い、私

の希望する暮らしを実現するなら伊豆山、多賀あたりが良いのでは

とアドバイスをもらいました。そこでしばらく熱海に通い、お祭りや

まちづくり系のイベントに

参 加するなどして気の合

いそうな人がいるか、地域

の様 子はどうかなどを見

聞。その上で移住しまし

た。他の移住者でも3〜

5年と時間をかけて検討、

地域に繋がりを作って移

住した人は今、とても楽

しそうです」。

自分が理想とする暮ら
広い庭でたくさんの植物を育てている中屋さん。
取材時にも庭で収穫した野菜を頂いた

8
移住者の気持ちを知る元移住者

ライフスタイルデザイナー

中屋香織さん

「東京以外のどこか」を
夢想する移住希望者たち
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しを具体的に考え、それを実現できる場所はどこかをリサーチ、その

上で決断したというのである。移住の第一歩は自分の、家族の理想

とする暮らし像であり、それがないままに場所を探しても見つかるは

ずはないのだ。

そもそも、モノを考えていない

もうひとつ、もっと大きな問題がある。なぜ、多くの人は自分の

理想とする暮らしについてこれまで考えてこなかったか。

そもそも物事を深く、自分の頭で考えることが良しとされてこな

かったからだと中屋さん。

中屋さんは6年前に乳がんを患って入院。幸い、手術は成功したが、

それをきっかけに自分がどう生きたいかを考えるようになった。その

結果、移住を考えるようになると同時にそれまで勤めていた会社を

辞め、東京R 不動産に入社することに。同社ではさんざん「自分で

考えなさい」と言われたという。

「それまで働いていたのはトップダウンで、会議で意見を言うと潰

される、言われたことを黙ってやれば評価され、我慢すればお金にな

るという会社でした。考えない、みんなと同じように言われたとおり

にすることが良しとされていたのです。思い返してみると義務教育

の頃からそんな感じがありました。なぜ、これをやるのかと理由を聞

くと、聞くんじゃない、黙って従いなさいと。もやもやしながらずっ

と自分で考えることをせず、他人に従い続けてきたわけですが、退院

後、楽しそうに働いている東京R 不動産の人たちのことを思い出し

ました。その当時勤めていた会社では客からの連絡はクレームしか

なく、暗い雰囲気。病んで退職する人も多い。なぜ、こんなに違い

があるのか。笑顔の職場に憧れて転職を決めました」。

この転職がきっかけとなり、中屋さんは本を読み、人に会い、本当

は何を求めているのかを考えて自分と向き合うようになる。そして

たどりついたのが現在の熱海での暮らし、働き方である。他人に言

われたからではなく、自分はこうしたいを選択、そのための行動を経

て実現したのが今の生活なのである。

振り返ってうろうろしている移住希望者を考えると、何が問題な

のかが分かる。今いるところが嫌だからと逃げ出しても、

その先に何を求めているかを自分の頭できちんと考えてい

なければ、理想の地は見つからないのである。

ただ、これについては移住希望者のみが考えてこなかっ

たわけではない。日本ではみんなが言うから、誰かが言っ

ていたからという、責任の所在がはっきりしない言葉に

従って行動している人が少なくない。みんなが、誰かがと

言った時点で自分では考えていませんということだが、コ

ロナ禍ではいつにも増してこうした言動を目にした。理性

的な判断ではなく、みんなが、誰かが。

そこを自戒しないと移住希望者だけでなく、私たちの社会全体も見

つからない行先を求めて右往左往することになるのではなかろうか。

コミュニティは選択できる

自分が求めるものが分かっていれば選択ができる。移住にあたっ

ては地域のコミュニティに入っていけるかを気にする人が多いが、そ

れも選べると中屋さん。

「同じ静岡県の中でも熱海は割にオープン。逆に別荘地エリアの

ようにコミュニティが無さ過ぎる場所もあるほど。一方で古くから

住んでいる人がいる地域はちょっと窮屈。

このあたりは外からは分かりにくいので地域の、同じような価値

観を持っている人に聞くのが大事。行政の移住ツアーではまちの説

明に終始しますが、本当はもう少し人と知り合う内容にしたほうが

良いのではないかと思いますね」。

とはいえ、都会と地方では人間関係は大きく異なる。都会育ちの

中屋さんの夫は自治会も、地域で行う草刈りも知らず、当初はやる

理由も、メリットも理解していなかったという。だが、参加すること

が対話のきっかけとなり、ご近所関係を良好にする。

「敷地の外の草刈りをするようになって以来、周りの目が変わり、

ご近所関係が良好になってきました」。

それでも分からないことは起きる。回覧板に通夜の告知があった

時にはどうしようかと悩んだという。それほどの付き合いはないが、

かといって無視して良いものかどうか。冠婚葬祭の対応は地域によ

り、関係性によって異なり、対応を間違えたら地域から快く思われ

なくなる可能性もある。

悩みを解決してくれたのは散歩で出会ったご近所さん。彼女に聞

くことで問題は解決したが、移住を促進したいならこうした地域の

人間関係も含めた情報を教えてもらえる仲人さんのような存在が必

要だろう。しかも、異動があってノウハウが貯まりにくい公務員では

ない人。

「互いに悪意はなくてもコミュニケーションがうまくいかないこと

が原因で人間関係がぎくしゃくしてしまうのはよくあること。価値観、

DIYした部分もあるご自宅。都心に住んでいると羨ましいほど広く、開放的で自宅で相談に乗るこ
とも
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文化その他に違いがある人たちが一緒に暮らしていくためには互い

の様子を見守る、必要があればコミュニケーションのきっかけを作れ

るような人がいればと思います」。

さて、最後に中屋さんが現在取り組んでいることをご紹介したい。

それは空き家の所有者と移住希望者の間に入り、建物を改修、移

住までこぎつけるという厄介な作業だ。普通の不動産会社であれば

時間をかけて改修費を出し渋るオーナーを説得する手間はかけない。

だが、中屋さんは半年かけて住みたい人の思いを伝え、改修費を

出してもらった。そのやりとりのうちにオーナーの意識が変わり、当

初予定していなかった屋根の改修を実施。隣の土地を購入するこ

とにも。

「長らくお荷物だった不動産に手を入れることで、住む人に喜ば

れるものになったという発見がオーナーの気持ちを変えたのです」。

不動産業も移住も不動産と人のマッチングと思われがちだが、実

際には不動産を介して人と人、人と地域をマッチングしている。し

かも、時にはマッチングによって周囲が変わることがある。本来の不

動産業とはこういうものであり、それこそが目指すものではないかと

思う。

コロナ禍で不要不急の外出を避けるようにと言われだしてから、

神経質にヨソ者を排除する動きが目につくようになった。顕著な例

は他府県ナンバー狩りと名付けられた、他府県から来たと思われる

車への投石を含む嫌がらせ。飲食店でも県外者お断りを掲げる店

が話題になった。

ふと思ったのは、こうした現象は世界の他の国、都市でもあるの

だろうか。たとえばアメリカではコロナ禍が始まった頃からニュー

ヨークの富裕層は別荘のあるハンプトンなどに避難していたし、もっ

と距離のある移動としてはニューヨーク、カリフォルニアからテキサ

ス、フロリダへという流れもある。あまり多くの富裕層が移動した

ためか、ニューヨーク州、カリフォルニア州の税収の落ち込みが懸念

されるほどだ。

日本では首都圏近郊のリゾート地を訪れる別荘族に対して非難

の声が上がっていたが、アメリカでは動くな、来るなという動きはな

かったのだろうか。

アメリカでの人の移動には他の要因も

1994年からアメリカ・ニューヨークに住む黒部エリさんに聞いて

みた。答えはとてもシンプルだった。

「日本に比べ、国としての歴史の浅いアメリカには昔からの集落

があるという感じはなく、生の声は分からないものの、私が見ている

範囲では人の移動に関して反応する記事は出ていなかったと思い

ます」。

また、アメリカでの人口移動に関してはコロナ以外の要因もある。

コロナ禍で選ばれたバイデン大統領は富裕層には反対も多い税制改

正を行おうとしており、ニューヨーク、カリフォルニアからの流出は

税金を払いたくない富裕層によるものだったりするのである。

アメリカでは州が徴収する税率は州ごとに異なっており、個人所

得税を徴収しない州があったり、法人税不要の州があるなど地域差

は大きい。今後税金が上がるのであれば少しでも払わずに済む州に

引っ越しておこう。今回の移動にはコロナ以上にそうした経済優先

の思惑も含まれているのだ。

コロナ禍で噴き出したアジアンヘイト

移動に関してとやかく言う動きはなかったようだが、アメリカでは

コロナ禍でそれ以上に噴き出してきた問題がある。アジア系へのヘ

イトクライムである。

すでにニュース等で多く取り上げられているからご存じの方も多

いだろう。アジア系だというだけで殴られるなど理不尽な目に遭う

こちらもご自宅。こうした
写真から「ここではないどこ
かに住みたい 」と思う人が
多いのだろうが、暮らしは部
屋の中だけでは完結しない

番外編

ニューヨーク在住、アメリカの今を伝える

ライター

黒部エリさん

NYのヨソモノ意識、ヘイト、
そして脱ヘイトへの希望と失望
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ケースが多発しているのである。

直接的には前任のトランプ大統領が新型コロナウイルスは中国の

責任だとし、中国がアメリカに被害を与えるために新型コロナウイ

ルスを巻き散らかしたという陰謀説を信じる人が少なからずいるこ

とが大きい。中国人とその他のアジア人は違うといっても、他国の

人からすれば区別は難しい。

加えて1800年代の中国人排斥に始まり、日本人移民の排斥、日

系人収容所その他アメリカではアジア系への排外主義が延々と続い

てきた。根深いものがあるのだ。

ただ、黒人や南米からの移民、ムスリムへの差別と違い、アジア系

に対する差別は見えにくい形で続いてきたと黒部さん。

「アジアの人たちは人権を叫んでデモをするわけではなく、それよ

りも子どもを良い学校に行かせて稼がせるのが一番と考える。堅

実に稼いで、税金を払う、ある意味、模範的な移民です。だから、モ

デルマイノリティとも言われてきました。ギャング団がいるわけでも

なく、おとなしい使用人、下男下女みたいな感じです」。

コロナ禍でも初期のうちは保菌者のようにでも思われていたのか、

避けられてはいたが、それが暴力に変わりだしたのは2021年に入っ

てから。人が出始め、それまでのうっぷんを晴らすかのようにアジア

系へのヘイトクライムが増え始めたのである。背景には近年存在感

を増す中国、アジア圏の経済力への反感もあるのかもしれない。自

分より明らかに弱い女性、高齢者を狙う犯罪が起きているのだ。

だが、それに対して抗議する人たちが出始めた。アジアンヘイト

反対のデモが立ち上がり、フィリピン人の老女への暴力を止めな

かった管理人のいるビルの前では座り込みが行われた。彼女に対し

ては24万ドルもの寄付が集まってもおり、ニューヨークには暴力を

ふるう人がいる一方で救いの手を差し伸べる人もいるのだ。

当然、参加しているのはアジア系の人たちだけではない。人種を

超えて集まり、声を上げており、「ここまでアジア系へのヘイトに対

しての規模の大きな抗議活動は初めてです」と黒部さん。

ボランティアとしてアジア系の人たちを守ろうという動きもある。

SAFE WALKSという団体が始めた独り歩きに不安のあるアジア系

住民に付き添って歩いてくれるというもので、2000人以上（！）が

登録している。

アメリカ、韓国などの企業や社会的に影響力のあるタレント、セ

レブリティなども声を挙げており、大坂なおみさんも発言している。

ブラック・ライヴズ・マターの動きも企業が支援したことが運動を大

きくした。

企業のイメージ、企業倫理が売り上げに反映することを知ってい

るからである。それが社会を変える動きになる。

動かない日本企業、政府

「ところが、日本企業からはそうした声はあがりません。企業だけ

でなく、国も同じ。在ニューヨーク総領事館がアメリカ在住の日本

人宛てに送ってきたメールは帽子、サングラスでなるべくアジア系と

分からないようにして出かけるようにというもので、あまりのことに

脱力してしまいました」。

目の前の危険を避けるため、襲われないように注意を喚起するの

は大事なことだ。だが、ここで国としてやるべきはまず自国民に対

しての不当な暴力にきっちりと抗議することだろう。その上で襲わ

れないように注意を呼び掛けるなら分かるが、国は何も動かず、国

民に隠れて見つからないようにと指示を出す。不思議だと思うが、

指示を出した人はそうは思わないのだろうか。

コロナ禍は社会や人の心の中に隠れていたさまざまなものを炙り

出した。それにどう対していくかは人により、地域により、国により

ずいぶん異なるものがある。ニューヨークでの出来事を聞いただけ

でもそう思う。

左／タイムズクスエアで行われた抗議集会。
ニュースでもずいぶん取り上げられていた
右／65歳のアジア系女性が、蹴られる暴
行を受けて、目の前にあるアパートのドア
マンたちがまったく助けなかったことを受
けて、ビルの前で座りこみの抗議運動をす
るデモ隊。歌手のリアーナさんもデモに参
加していた。

*アメリカ総領事館は取材後の
4月30日にアジア人に対する
ヘイトに抗議するという趣旨
のステイトメントを発表してい
る。最初にこれを出すべきだっ
たろうに、である。
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変わろうとしている地域、変わろうとしない地域の違いを立場、関

わり方の異なる、現場にいる人たちに聞いた。書面の書き方のよう

に実務的で修正可能な問題からその土地の歴史や自然環境、地域

の人たちの年齢構成、考え方や個人差も含めて要因と思われるもの

は無数にあり、地域性という、よく聞くけれど実態のつかみにくい言

葉までを入れると、何かひとつに責めを負わすことはできそうにない。

一方で取材させていただいた方々はうまく行かせるために様々な

工夫をしており、そこには学ぶべきものが多々あると思う。特に今

回もっとも感銘を受けたのは美浜町の自分たちで空き家をゼロにし

た集落の話。空き家も地方の活性化も多くの場合、どこかの誰か

がやってきてなんとかしてくれるものと認識されているようだが、そ

れでは問題は解決しない。その地に住む人が自分たちで何とかし

ようとした時、変化は起きるのだろうと思う。

そしてそれは地域の問題だけに限らないのではないかとも。今「東

京以外のどこか」としか言葉にできない人たちが自分たちが理想と

する暮らし、生き方をもっと具体的に語り始めた時、いろいろなこ

とが変わるのではないか。変わろうとしない地域はそこで置いてい

かれるかもしれないが、社会全体は少し面白くなる。そんなことを

期待したい。

取材を終えて
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文化の効能
〜創り続けることがシビックプライドを醸成する

昨今のコロナ禍においては、芸術や文化に携わる実に多くの人た

ちが、自分たちの生業は「不要不急」なのかと自問せざるを得ない状

況に陥った。それが大きなエンターテイメントであれ、小さな文化

的な活動であれ、科学的な根拠も乏しいままその活動を強制停止さ

せられてしまった芸術・文化関係者にとって、その影響は計り知れ

ない。かたや、ロックダウン下の欧州諸国では、日本よりも厳しい

対応の一方で、芸術家だけでなくさまざまな文化を生業とする人た

ちへの手厚い支援がいち早く発表された。特にドイツでは2020年

3月25日の連邦議会で承認された予算で、芸術家やフリーランサー

を救済するとし、モニカ・グリュッタース文化・メディア大臣は「アー

ティストは今、生命維持に必要不可欠な存在」と断言した［1］。こ

の発言は日本のメディアでも紹介され文化関係者の間でも話題に

上ったが、あの頃、どれほどのアーティストや文化関係者がかの国を

羨んだことだろうか。本稿では、昨今、社会のさまざまな領域へと広

がりを見せている文化や芸術の動きの一端を自分の経験から紹介

しながら「文化の効能」について考えたい。また、その効能を生かす

機関としての地域文化拠点に注目する。次に、文化・芸術の社会に

おける役割の拡張を後押しするような法・制度について触れる。最

後に自分もかつて暮らした福島県いわき市の取り組みを紹介し、文

化や芸術が地方の社会にシビックプライドをもたらし、あわせてその

創り手であるアーティストたちが生きやすい社会の在り方について

考えてみたい。

伝統と革新の循環がエピソードを生む

人の記憶には、意味記憶とエピソード記憶があり、意味記憶とは、

例えば「これは文章である」というもので、エピソード記憶は、「これ

は文化や芸術の力を活用した地方創生について地域文化施設で働

いてきた作者が書いた文章である」というようなものだ。そしてエピ

ソード記憶の方が長期で記憶される。いわゆる心に残る記憶であ

る。エピソードとは挿話つまり物語の一部を指す。寺社仏閣でなく

とも、一見何でもない土地の下に、太古の記憶が眠っていることも

ある。山や海から吹く風は、大陸や海を渡ってきたもので、その風

に乗って移動する鳥や匂いなどにも固有の物語が存在する。地球

の歴史という大きな物語にさまざまなエピソードを書き加えていけ

ることも人間文化の素晴らしさのひとつだろう。地方創生の文脈で

いえば、地域社会からさまざまなエビソードを発見して紡いでいくよ

うな文化的な取り組みが、その地域に生きる人たちのプライドを持

続的に刺激することにつながるのではないだろうか。

私は、シビックプライドの醸成につながる地域のエピソードにも2

種類あると考えている。ひとつは、その土地に伝わる民俗芸能や民

話などの物語である。例えば昨今盛んになりつつある文化観光の文

脈では、この物語（地域資源）を磨き上げることが大事だと言われて

いる。ただ、私はもうひとつの地域のエピソードに可能性を感じて

いる。それは、これから新たに紡がれる物語で、それを担うのは、アー

ティストたちである。小説家、劇作家、美術家、音楽家など、さまざ

まなジャンルで創作を担う人たちだ。過去に作られた資産を消費

するだけでは、いずれ資源は枯渇し（飽きられ）てしまうだろう。た

森 隆一郎（もり・りゅういちろう）

文化の効能
— シビックプライド醸成が地方創生のカギとなる

合同会社渚と代表。芸術・文化の現場制作やコンサルティングに携わる。芸術や文化を通じて渚のようになだらか

で誰もが生きやすい社会づくりを目指す。これまで、東京都江東区や福島県いわき市で文化施設の新たな在り方

を実践、アーツカウンシル東京でPRディレクターを務める。2018年に独立。現在、東京藝術大学大学院国際芸術

創造研究科特任助教、全国公立文化施設協会コーディネーター、全銀座会G2020アドバイザーなども務める。

文化の効能、文化と社会
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だし、その土地の文化資源として可視化されたエピソードは、新たな

創作の大切な糧になる。地域で堀りおこされたストーリーを基にし

て創作が繰り返されていくような仕組みを作り、そこに市民が積極

的に関われる機会を作れれば、それは、シビックプライドの形成にも

つながるだろう。

境界線を越えるアート

新たなエピソードづくりの具体的な例を挙げよう。歌舞伎十八番

の演目「勧進帳」といえば、江戸時代に能の「安宅」を題材にして創

作されたものだが、この作品を現代にアップデートして、新しい演出

で上演している木ノ下歌舞伎はご存じだろうか。木ノ下歌舞伎は、

古典芸能への関心を広げつつ現代の舞台芸術を学んだ木ノ下裕一

氏が、2006年に旗揚げした団体だ。歴史的な文脈を踏まえた上で

作品を現代社会と接続させ、歌舞伎演目上演の可能性を広げてい

る。主宰である木ノ下氏が指針を示しながら、現代の演出家による

多様な視点に基づいて作品を上演するというスタイルで、京都を中

心に活動している。

木ノ下歌舞伎の『勧進帳』（初演2010年）は、現代の道路のような

舞台を安宅の関に見立て、その路上で物語を進める。照明で表現

される白線（境界線）も印象的だ。客席は舞台を挟んで両側に配置

され、客同士が見合う形になる。舞台セットだけでなく衣裳や台詞

にも古典的なものと現代的なものが混

在するなど、社会が内包するさまざま

な境界線が曖昧になっていくような舞

台だ。2016年に大幅にリクリエーショ

ンして再演された際は、外国人に加え

トランスジェンダーのキャストも出演し

ている。演出の杉原邦生氏は、木ノ下

氏との対談で、「関所＝境界線」と解

釈した上で、「境界線の話だから、その

人自身の中にも境界線を内包している

ような俳優が出てくれるとイメージが

広がっていいんじゃないかと思って。リー（5世）さんはアメリカ人

だけど日本に18年住んでて国境を内包しているし、（高山）のえみ

ちゃんはジェンダーの境界を内包している。そういう、自分の中の

境界線で揺れている人たちが、さらに他者との境界線や、社会との

境界線や、いろんな境界線の間で揺れ動く姿が見えると、『勧進帳』

の見え方がちょっと変わるかなと思ったんです」と語る。（括弧内

は著者補足） ［2］

この作品（リクリエーション版）は、長野県松本市、愛知県豊橋市、

京都市、北九州市を巡演した。舞台芸術の世界では非常に評価が

高くジャポニスム2018公式企画としてパリのポンピドゥ・センター

でも上演している。この作品が巡演した都市には、「創る劇場」と

呼ばれる公立文化施設がある。この「創る劇場」とは、これまで貸し

館中心に運用されてきた地域の文化ホールなどを、本来の機能であ

る文化・芸術の継承や創作、発信する創造的な場と位置づけた「劇

場、音楽堂等の活性化に関する法律」（以下、劇場法）のもとで国の

支援も受けているような地域文化施設（京都での上演は私立大学

の劇場）である。劇場法は、貸し館にとどまらず意欲的に自主事業

や多領域との連携に取り組む文化ホールなどの施設が増える一方

で、図書館や美術館・博物館の機能や役割を規定する図書館法、博

物館法のような法律が存在せず、職員の専門性や施設の機能・役

割など肝心のソフト面が現場任せだったなどの課題に対応する形で、

2012年に議員立法により実現した法律だ。

さて、もし、この作品が実際に安宅の関があった石川県小松市

に木ノ下歌舞伎のクルーが滞在し制作していたらどうだったろうか。

上述したような「創る劇場」が無くとも、最低限、劇団が創作でき

るような広いスペース（極端な話、空き倉庫でもできなくはない）と、

スタッフと俳優たちが滞在できる場所（空き家の活用もあり得る）

があれば実現できることだ。そして滞在中に、地域住民との交流や

公開リハーサルなどを行うことを条件に滞在制作の場を無償で提

供していたらどうだったろうか、と想像する。その出来事を通じて『勧

進帳』の舞台となった地域に暮らす喜びや、子どもたちが初めて出

会うような俳優や演劇のスタッフたちとの交流を通して、住民の心

に生まれる何かをシビックプライドというのではないだろうか。

川を開いて川底を見つめ、
対岸をつなぐファスナーの船

ここ数年、秋の隅田川（東京）に出現する「ファスナーの船」をご

存じだろうか。実際に、あるいはSNS 上などで目撃した方もあるか

もしれない。これは、鈴木康広というアーティストの作品で、以前彼

が飛行機の中から東京湾を航行する船を眺めていたときに、まるで

船がファスナーのように水面を開いてゆくことに着想を得たものだ。

以前私がこの作品の制作に携わった時に見聞したことも、アーティ

ストの視点の豊かさを感じる経験だったので、ここで共有したい。

「ファスナーの船」は、その名の通りファスナーの形をした船で、

撮影：井上嘉和　提供：KYOTO EXPERIMENT 事務局

木ノ下歌舞伎『勧進帳』ポンピドゥ・センター公演より 木ノ下歌舞伎『勧進帳』KYOTO EXPERIMENT 公演より
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2018年から毎年10日間程度、隅田川の吾妻橋と桜橋の間を航行

している。一見、面白いアトラクションと思われるかもしれないが、

この作品のコンセプトは深い。隅田川といえば、関東大震災と東京

大空襲で、多くの方が命を落とした場所でもある。また、昔から庶

民の生活と共にあり、文学や芝居にも度々登場する。鈴木氏は、そ

んな川の底には何が沈んでいるのだろうと考える。そして、ファス

ナーの船が川面を「開く」ことで、底に沈んだ何かを想像しようと

する。この企画を主催する、「隅田川 森羅万象 墨に夢（すみゆめ）」

のWEBサイトのレポート［3］には鈴木氏の発言が「隅田川の水面の

下には、江戸時代の人が投げたかもしれない石などが沈んでいて、古

代からそこにある記憶のような何かが、これによって開かれるといい」

と紹介されている。

また、川には「境界」としての側面もあり、その境界を「つなぐ」と

いう視点からこの作品を捉えることもできる。そもそもファスナー

も船も2つのものや場所をつなぐ役割がある。隅田川でファスナー

の船が航行する場所は、過去には武蔵国と下総国の境界で、現在

は台東区と墨田区の境だ。この作品は対岸同士をつなぐ象徴とし

ての側面もあり、開催初年度の2018年には、隅田川上の屋形船に

台東・墨田の両区長が乗船し、鈴木氏を挟んで川と共にある街の歴

史や未来に思いをはせる鼎談を行った。このように、この作品には、

ただの写真映え狙いの企画では到達できない「強度」があり、人の

足を川面へ向け、たゆたう水面から創造力を羽ばたかせる役割をも

担っている。本年度（2021年度）、この作品が中学校の美術教材に

掲載されることを機に、墨田区では中学1年生を対象とした鈴木氏

と墨田区の美術教諭による研究授業を行うという。

ここで紹介した 2 つの例は、「境界」が題材のひとつとなっている。

アーティストたちの感性は、時代の鏡でもある。これらの作品は、現

代社会への問題提起ともなっているのではないだろうか。このよう

なアーティストたちが持つ感性そして創造性に、日常的に触れられ

る場があったら、地域での暮らしや教育や仕事は、どれほど影響を

受けるかしれない。また、これから世界を舞台に活躍するかもしれ

ないアーティストの成長に伴走できたら、それが地域の誇りにもなる

だろう。

文化への投資が、拓く未来

昨今の日本社会と言えば、地位ある年配男性の時代錯誤なジェ

ンダー発言が世界で嘲笑されたことも記憶に新しい。少し乱暴な

言い方をすれば、過去の栄光や「よき時代」に執着し、なかなか新し

い時代にアップデートできない国がこの日本、という見方もできよ

う。高度経済成長期の古き良き記憶にとどまり続け、当時作られ

た仕組みを更新しきれていないことが、現在、日本の傷んだままのア

キレス腱としてブレーキをかける。この点をアップデートしなければ

ならないのは明らかだろう。そのためには、まず、人々が多様なマイ

ンドセットを持ち、それを互いに認め合えるような環境をつくること

が肝要だ。ひとつの目標に向かって一致団結する時代は終わった。

バラバラで多様な主体が、互いの境界を越えて、個性豊かに活動し

ていく中から、日本ならではのスタイルを見いだしていくような形で

しか、現状は打破できないのではないだろうか。その時、芸術や文化

が果たせる役割に私は期待している。

芸術文化は大都市圏に集中し、人々への文化資本［4］の集積に地

域間格差が生まれた。市場原理に任す限り、この格差は広がりこ

そすれ縮まる事はないだろう。先に紹介した劇場法は、全国各地に

存在する文化施設を、この格差是正のためにも再活用していこうと

いうことでもあろう。地域を動かすのは人で、人に蓄積する文化的

な資本が貧弱ならば、その施策もまた貧弱にならざるを得ないので

はないだろうか。

高度経済成長期、第一次産業から第二次産業へと業態は変われ

ど、ほとんどの人は「つくる」ことに従事していた。しかし、現在日

本の産業の7割はサービス業になり、つくる行為は別の土地へと移っ

ていった。もちろん、この産業構造の変化は日本に限った話ではな

いが、私はこの「つくる」という行為が実は人間社会にとって重要な

役割を担っているのではないかと考えている。先進諸国の多くが文

化政策を重視しているのは、つくる行為、つまり創造性を第三次産

業が中心となった社会に再び組み込もうとしている証左ではないだ

ろうか。

「つくる」環境を整える

隅田川を航行する「ファスナーの船」筆者撮影
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先進諸国における文化予算を比較すると、いかに日本が「つくる

（創造する）」ことを軽視しているかが理解できる。文化大国のイメー

ジが大きいフランスは4394億円（36.20 億€）で国家予算の0.92 %、

国民一人あたりの金額は6,784円。クールブリタニアなど文化戦略

を国家ブランディングに活用してきた英国は2522億円（17.77億£）

で国家予算の0.22%、国民一人あたり3,806円。国民性やものづく

りの品質などで日本とも比較されることも多いドイツは2267億円

（18.68億€）で国家予算の0.52%、国民一人あたり2,738円だ。そ

して日本は1167億円で国家予算の0.12%、国民一人あたり922円

と千円にも満たない。上記ヨーロッパ勢もさることながら、お隣韓

国の文化予算は3015億円（3兆1905億ウォン）で国家予算の1.14%、

国民一人あたり5,842円と突出していて、実に日本の6.3倍だ。昨

今のK-POPや韓国映画の躍進の裏付けにもなろう。なお、アメリカ

は寄付金などの民間資金が文化支援の大半を占めるので、ここでの

比較対象から外している。

ここで挙げた文化予算には、地方政府／自治体によるものは含ま

れていないので単純な比較はできないのだが、それを差し引いても、

日本が、先進諸国の中にあって芸術や文化、ひいては人間の創造的

行為への投資を怠ってきたと言ったら言い過ぎだろうか。だが、ま

だ遅くはない。地域にある文化施設や機関（自治体出資の財団公

社などが施設の運営を担っている場合も多

い）が、その組織や事業をアップデートし、文

化施設を地域における《つくる場＝文化資本

の蓄積の場》という役割を担えるようにする

ことが地方創生の突破口のはじめの一歩に

なるのではないか。

文化政策の変化

ここ20年ほど、芸術や文化が地域づくり

の根幹となりさまざまな領域の連携を促す

ハブ的な役割をも担えるものとして存在感を

増してきた中で、それを後押しするような形

で国の法律もアップデートされている。2017

年に旧文化芸術振興基本法から改正された

「文化芸術基本法」では、文化・芸術自体の

振興だけでなく、文化・芸術の持つ力を社会

のさまざまな領域に役立て、横串を刺してい

く役割が明記されている。

前文には「文化芸術は，人々の創造性をは

ぐくみ，その表現力を高めるとともに，人々

の心のつながりや相互に理解し尊重し合う

土壌を提供し，多様性を受け入れることがで

きる心豊かな社会を形成するものであり，世

界の平和に寄与するものである」とある（原文ママ）。芸術や文化は、

人の心や感情に直接訴えられるものだ。地域住民の心をケアすると

いうと、福祉分野の話と思いがちだが、例えば心のケアに文化・芸術

が有効なら福祉と文化の分野を連携させて社会をよくしていこうと

いうのがこの法律の趣旨だ。そもそも人の心の中に福祉や文化な

どの線が引かれているわけではない。

なお、本法律では、その当たり前のことを実践する役割として「文

化芸術に関する施策の推進に当たっては，文化芸術により生み出さ

れる様々な価値を文化芸術の継承，発展及び創造に活用することが

重要であることに鑑み，文化芸術の固有の意義と価値を尊重しつつ，

観光，まちづくり，国際交流，福祉，教育，産業その他の各関連分野

における施策との有機的な連携が図られるよう配慮されなければな

らない。」（第二条10：原文ママ）と記されている。地域の文化施設は、

この役割を担う機関として期待されているのだが、実際にこのよう

な機能を持つ、というよりはこのようなことができる人材を擁する施

設はとても少ない。地方行政においても、法律の趣旨を踏まえ、地

域にとってシビックプライド醸成や地域を面白くする潜在力を持つ

文化・芸術のポテンシャルを最大限生かせるような政策・施策を展

開するためのネットワークハブのような役割を地域文化施設に与え、

積極的に投資していくことが必要だろう。

出典：文化庁 令和元年度 諸外国における文化政策等の比較調査研究事業報告書（グラフ作成は著者）［5］
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アーティストが居る日常をつくる

そうは言っても、うちの地域にはアーティストなんて住んでいない

し、会ったこともない、という方がいてもおかしくない。芸術・文化

や創造的な産業が大都市圏に集中してしまうこともその理由のひと

つだろう。そのような地域においては、例えばアーティスト・イン・

レジデンス（以下、AIR）という手法を使うことでアーティストが身

近にいる状況を生み出すことができる。AIRとは、ある土地にアー

ティストが一定期間滞在し、創作やリサーチを行うことの総称だ。

「アーティスト」の部分をクリエーターやライター、オーサー（作家）

などに置き換えた取り組みもある。

兵庫県豊岡市では、県から譲り受けた宿泊研修施設、旧・城崎大

会議館をAIR 施設にリニューアルして2014年に城崎国際アートセ

ンター（KIAC）をオープンさせた。企業の宿泊研修の需要は減っ

たが、舞台芸術の世界ではまとまった期間創作に専念できる施設は

貴重で、2020年度の滞在アーティスト公募には国内外から80組が

応募し17 組が選ばれている。KIACは、「優れた芸術作品を世界中

に送り出すことと、試演会やワークショップなどの交流プログラムを

通して地域の方々が多様な芸術活動に触れられる環境を創出する

こと」を狙っており、兵庫県豊岡市は「小さな世界都市」というスロー

ガンのもと、国際演劇祭も開催している。また、今年の4月には同

地に新設の芸術文化観光専門職大学も開学した。この豊岡市の事

例は、舞台芸術における創作の場とそれを支える人材育成機関、そ

して発表の場まで地域に用意したことになる。先端の芸術活動を

行う滞在アーティストたちと地域の特に子どもたちとの交流から芽

生え育まれる感性に期待せずには居られない。

日本におけるAIRの活動について総合的に紹介しているWEBサ

イト、AIR_J［6］によれば、日本国内のAIR 数は64件だ。もちろん、

このサイトに登録していない施設もあるが、総数で100件弱程度だ

ろうか。KIACのようなAIR 専用の公立施設を擁する都市もある

が、日本の場合は、マイクロ・レジデンスといって、民家等を活用し

た小規模な施設に特色がある。私は、このマイクロ・レジデンスには、

地方創生のカギが眠っていると考えている。昨今、空き家や空き店

舗を見ない地方都市はないほどだが、これをAIR 施設の候補として

考えれば資源が山ほどある状態だともいえる。これから世に出て行

こうとするアーティストたちに必要なのは、時間や広さ（そして家賃）

を気にせずに、心置きなく作業できて、それを発表でき、評価して

もらえる環境だ。もちろん、都市のもたらす刺激や同業の仲間との

交流も大切だが、アーティストにとって大切なのは、やはりアイデア

を練り創作する時間だ。それに、移動のコストも低くなり仕事のリ

モート化が進んだ今は、その障壁も低い。アーティストが居ること

で、地域はその創造性や見たこともないようなものごとに出合うチャ

ンスが増える。地域の子どもたちにとっても、その感受性を養う大

切な時期に、表現を仕事にする大人と時間を共にすることで育まれ

るものがある。そのような場所は、できれば1カ所ではなく、地域に

複数あるといい。昨今、空き店舗をゲストハウスやカフェにリノベー

ションする事例も増えているが、大切なのは人で、地元ともコミュニ

ケーションを取りながら、長期間じっくり制作にいそしむアーティス

トたちが、憩いやコミュニケーションの場としてそういうカフェやゲ

ストハウスにも通うようになればさらに地域の面白みや慈味が増す

だろう。

土の人、風の人、光の人、水の人

私が、以前から仕事を共にし、信頼を置くアーティスト藤浩志氏

は、地域とアートとの関係性を、土、風、光、水に例えて語る。とあ

るシンポジウムに出席し、地域の人を「土の人」、外からやってくる

アーティストたちを「風の人」と喩えていたことに「確かにそういう

面もあるが、そう単純なものでもないと思う」と違和感を示し、その

喩えを「土・風・光・水」と4種類に広げ、また、そこで育つ物事を「種」

として捉えた上で、種を育み発芽させ成長させる人の性質として

「土・風・光・水」を以下のようにまとめている。

土の性質　自分のフィールドで育てたがる
風の性質　いろいろなところに運びたがる
光の性質　いろいろな人に紹介したがる
水の性質　とにかく興味関心を注ぎ面白がる

［7］

城崎国際アートセンター外観  ©Madoka Nishiyama

アートのある日常のつくり方
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この整理から、土の人は地域で暮らす人、風の人は外からやって

くるアーティストやそのほかその土地で新しい活動を始めようとす

る人（後者はいずれ土の人になる）、光の人は、メディアや批評など

外部から関わる人、水の人は、鑑賞者、あるいはその活動に参加し

たり伴走したり面白がって関わる人たちということだろう。種は発

芽しても、ちゃんと育たず途中で枯れてしまうこともあるが、それは

土を豊かにしていくことでもあり、その繰り返しから、いずれ土壌

は肥えて花が咲く。大切なのは、小さな発芽を見守り、気にかけて、

関わり続けるような存在が地域に必要だということだろう。

アートによる社会イノベーションの
プラットフォーム

「でも、うちの地域の文化施設、相当古いし、管理人みたいな人し

か働いていないんだよな」という心の声が聞こえてくる。でも、解決

策はあると私は思う。

少し古いデータだが、文化庁の第5期文化政策部会の資料［8］によ

ると、大学・専門学校のうちアートマネジメントに関する講座、専攻、

コース等を開設していると回答があった学校は48校（配布：165校、

回収：74校）で、1 学年あたりの学生数は平均で38名とある。先の

学校数と単純にかけ算すると、学年あたり1824名で、毎年2千人弱

の卒業生を輩出していることになる。そのうちアートマネジメント関

連の業務に就職する卒業生の割合は24％とある。

つまり、大学・専門学校で育成したアートマネジメント人材の

76％は専門性を生かせずに社会に出てしまっている。例えば、貸し

館と施設管理だけを行っているような地域文化施設の役割を見直

し、地方創生を担える最新の体制に更新して、専門性を社会で生

かせていない大半の人材の活動の場としてはどうだろう。その人に

は施設の管理だけでなく、地域のネットワークハブとして活動するこ

とを期待したい。地域文化をリサーチし、さまざまな領域の専門家

と連携して、文化を社会変革のツールとしても捉え、地域に眠る創

造性を掘り起こすような役割だ。極端な話、設備が古くて使えなか

ろうが、かまわない。地域の人たちが放っておけないと思えるような

魅力的な人がいて、なんとか工夫して、地域の文化活動を領域横断

的に接続させていければ、それが起点となるだろう。本気で地方創

生を考えるなら、施設を改修したり、新造したりするよりも、ずっと

コストも低く取りかかれるのではないだろうか。

昨今、地域文化政策においては「地域型アーツカウンシル」に注目

が集まっている。アーツカウンシルというのは、第二次大戦後に英

国で生まれた仕組みで、ナチスドイツが芸術を政治のツールとして

使い人心を扇動したこと（前にも書いたように、芸術は人の感情に

直接訴える）から、芸術文化と時の政権に一定の距離を置き、専門

家にその役割を任せることで、政権交代時においても芸術文化がそ

の影響の外で活動できるようにしたものだ。同様のよく知られた仕

組みに教育委員会がある。これらは、人間が歴史を通じて失敗した

り学んだりしながら作られた制度で、普遍性のあるものだといえよ

う。オリジナルの英国よりも70年ほど遅れているが、今、全国さま

ざまな地域でアーツカウンシル設立の動きが盛んだ（全国アーツカウ

ンシルネットワーク加盟16団体：執筆時）。また、設立準備を進める

自治体も多く、私自身もある自治体のアーツカウンシル設立準備を

手伝っている。

アーツカウンシルの機能は、助成金などによる文化活動支援、地

域文化の調査研究、芸術・文化活動の相談窓口、そして地域や国内

外との多様な関係性を育むネットワーキングが主なもので、文化芸

術基本法が求めるような、文化・芸術の社会的役割を担う組織でも

ある。昨今の流行り言葉を使えば、アートによる社会イノベーショ

ンを推進するのがアーツカウンシルともいえよう。

アーツカウンシルは、施設を持たない点にも特色がある。公益財

団法人セゾン文化財団理事長の片山正夫氏は、カウンシルボート委

員を務めるアーツカウンシル東京WEBサイトのコラムでアーツカウ

ンシルの基本的な機能である「助成」について以下のように述べて

いる。『「助成」は、高度な専門知識をもって、戦略的に状況を変え

ていく手段である。文化施設はハードにも膨大な投資を要するうえ、

一度建ててしまえばその施設じたいに拘束される。だが「助成」はそ

うではない。新しい考えをプログラムに反映させるためのハードルは

低いし、より高い効果を求めて機動的に形を変え続けることができ

る。試してうまくいかなかったときの撤退も容易だ。そしてなにより、

うまくやりさえすれば、限られた原資で多くの人や団体を育てるこ

とができる。』［9］

例えば、前述した、地域で本来のポテンシャルを発揮し切れてい

ない文化施設の運営組織に、アーツカウンシルの機能を持たせ、地

域社会イノベーションのプラットフォームとして再設計することで、

ただ利用者の利便を図るだけの運営から、未来の種を探し、豊かな

土壌に植え、水をやり、風をあて光を注ぐような組織へと転換でき

るかもしれない。そして、その実践を通じて、地域住民のシビックプ

ライドが醸成され、外の人がうらやむようなまちづくりへ向けた風土

が形成されていくのではないだろうか。
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地域の創造力・福島県いわき市より

私は、2007年から2012年までの5年間、福島県いわき市のいわき

芸術文化交流館アリオス（以下、いわきアリオス）という文化施設で

働いていた（1年目は開館準備）。いわきアリオスは、市の中心市街

地にある複合文化施設だ。舞台の性能は国内でも群を抜いたもの

だが、この施設には芸術文化の振興だけでなく、街なか連携や芸術

文化を活用したコミュニティ形成、中心市街地活性化への貢献も期

待されている。ここからは、いわきアリオスが文化拠点として地域と

どのような関係性を育んでいるのか、事例を通じて考えてみたい。

舞台公演の前後に会場にアナウンスが流れるが、あれをカゲアナ

と呼ぶ。大概はスタッフが原稿を読み上げるのだが、それを地元高

校の放送部の生徒に読んでもらうことにした。それまでスタッフが

事務的にこなしていた放送も生徒にとっては大舞台である。高校生

のカゲアナは、観客席だけでなく出演者からも絶賛され、その後いわ

きアリオスの定番となった。さらに、年に一度開催される「フラガー

ルズ甲子園」という事業

では、新聞部や写真部の

生 徒たちが、全 国から集

まるフラダンス部をイン

タビューし、当日会場で

配布する新聞を作成する。

優 勝 校が決まると、撮り

たての写真とレポートを

その場でレイアウト・印

刷し、会 場を出る観 客に

「号外」として配布する。

新聞部や写真部の生徒た

ちには、地元新聞社の記

者たちがメンターとなり、

記事づくりのノウハウを伝える機会も提供する。［10］ 

例えば、地域にJリーグのクラブができたら、地域のスポーツ活動

や応援を通じた地域コミュニティが活性化すると想像するのだが、

同様に文化拠点も地域の文化的なコミュニティ活性化の機会を提

供するべきだと考えている。いわきアリオスは地域文化施設として、

ちょっとマイナーだと思われているような文化部の活動を応援し続

けている。地域における文化拠点の可能性を考える上で、小さいが

大いなる示唆に富むものではないだろうか。

いわきでのアートによる地方創生の取り組みとして、もうひとつ

の事例を紹介したい。いわき市が文化政策として2017年度から

2019年度までの 3 年間にわたり実施した「いわき潮目文化共創都

市づくり」は、新しい時代に自らをアップデートしようとするときに

文化に着目し、人々が携わってきた表現や創作行為を地域づくりの

文脈から体系づけて価値化した取り組みだ。また、その運用は市民

による実行委員会が自ら担った。

いわき市沿岸では親潮と黒潮がぶつかり合っていて、それを「潮

目」と呼ぶ。「いわき潮目文化共創都市づくり」WEBサイト［11］では、

その潮目を以下のように解釈してこの事業のキーワードとしている。

『潮目とは、二つの異なる潮流の「境目」を指すだけでなく、流れゆく

物事が向かう方向や、情勢が変化するその境目を指すとともに、過

去と現在・未来、異なる地域が出会う「はざま」の象徴でもあります。

いわき市はまさにその「潮目」を持った地域、すなわち「潮目のまち」

であると私たちは考えます。』

潮目文化共創都市づくり最終年の2019年にいわきに移住し、プ

ロジェクトの一環として演劇作品を創作したいわき市在住の劇作

家・寺澤亜彩加氏にインタビューした。

寺澤氏は、愛知県名古屋市出身で、上京し芸術系大学を卒業後、

庭師見習いとして働きながら演劇活動を続けていた。大学時代の

恩師の作品リサーチがきっかけでいわきに通うようになり、ちょうど

市内で庭師の仕事も見つかったことで、移住を決意した。

仕事でも土や樹木と対話をする寺澤氏は、大地に眠る太古の記

憶や、人の心の機微に敏感だ。言葉にできない何かを表現するため

に、アーティストはもがき苦しみつつ、周りへも影響を及ぼす。寺澤

氏は、そんなアーティストの一人だろう。彼女は既存の劇場空間で

はなく、街なかや地域を舞台として、そこで立ち上がる表現を観客

が歩き回って体験するような作品を制作する。

寺澤氏がいわき在住の美術家・藤城光氏と共に2019年2月に発

表した作品『地中の羽化、百億の波の果て』は、早朝からマイクロバ

スで炭鉱跡や海岸、山の中、神社、石碑など市内各地を巡る10時間

文化拠点が地方に起こす新しい風

フラガールズ・タイムス

『地中の羽化、百億の波の果て』より　撮影：鈴木穣蔵
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にも及ぶ長編だ。太古、樹木が地中に埋もれ石炭となり、採炭が近

代産業として栄えそして衰退することと、男女が出会い交わり育む

生命の循環、そして死を弔う儀式や祭礼などが絡み合い広がってい

く。この作品はそのような壮大な世界観を持ち、現実世界と虚構

世界とを行き来する。

先に藤浩志氏の論考から、土の人、風の人、光の人、水の人とい

う言葉を紹介したが、彼女はまさに風の人だ。風は、訪れる土地の

上を吹き抜けることもあれば、そこで渦を巻き、周りを巻き込んで

いくこともある。この作品で、寺澤氏と藤城氏は、リサーチのため

地域の人々を訪ね、話を丹念に聞き取っていった。地域の人たち

にとって、丁寧に自分たちの話を聞き、風のように地域を巻き込み、

そこから何かを創作しようとする二人の行為は、自己肯定感を新た

にする機会にもなったのではないだろうか。

次に、震災後にUターンし、東京との2拠点生活を続ける地域活

性化団体MUSUBU 代表でプランナーの宮本英実氏にインタビュー

した。いわき市小名浜で生まれ育ち、高校卒業後に東京でエンター

テイメントビジネスを学び音楽レーベルや文化人の事務所で働いて

いた。いわきに帰ってきた一番の理由は東日本大震災だった。と

にかく何かしなければという焦燥感に駆られて、地元の小名浜地区

での炊き出しに参加した。

当初は緊急支援的だったが、そのうちに、炊き出しを企画した小

名浜在住でフェアトレード事業を営む末永早夏氏と共に、クリエイ

ティブや文化の力を生かした自分たちらしい復興を考え実践する

チームとしてMUSUBUを結成し、宮本氏は代表に就いた。津波で

被災した港の観光施設をボランティアと共に掃除して、ロックバン

ドくるりを招いたコンサートを開いたのを始めに、その後もウクレレ

や書のワークショップなどアートを軸に地域活動を続けた。

彼女たちの活動はとても軽やかで、楽しい雰囲気に包まれている。

「末永さんのような（文化的な価値観が近い）人が居るのは大きい」

と宮本氏は言う。いわゆる日本の地方都市の課題は、その土地に

暮らす人々の価値観が狭く、振る舞いや出で立ち、そして考え方に

至るまで、さまざまな側面で多様性に乏しいことにもあるのではない

だろうか。視野を広く持ち、自ら行動を起こせるような人たちの存

在は、地域社会にとってかけがえのないものだと感じる。

宮本氏は、いわきを評して、ほどよく都会でほどよく田舎で暮ら

しやすいという。ただ、違和感を覚えるのは、地域が圧倒的な男性

社会だという点で、ジェンダーに関する課題は地方都市の方がより

強く感じるという。宮本氏は「（多様性に欠ける古い価値観は）自

分たちの代で終わらせたい」と強く語る。

今回、お話を伺った寺澤氏はアーティストで宮本氏はアーティ

ストマネジメントにも精通するプランナー/コーディネーターである。

今回紹介した事例では、この2人がペアになって仕事をしたわけでは

ないが、地域に表現者とそれをコーディネートできる人材が居るのと

居ないのとでは、若者たちを惹きつける力に雲泥の差が出るのでは

ないかと感じた。

今、地方都市に必要なのは、アーティストに代表されるような多様

な価値観を持つ人と、多様性に理解があり寛容で、かつそこに地域

の可能性を見いだせるような人ではないか。そのコーディネートを

担う人が地域の文化拠点に常駐し、さまざまな価値観を持つ人（風

の人）を地域に紹介し続けることでコミュニティが更新されていく

のだと考える。地域文化拠点への支援を行う総務省管轄の一般財

団法人地域創造の調査では、地域文化拠点をハブとして形成される

地域の共同体の誰もが自由に参加できる入会地（共有地）のような

文化的営みの総体を「文化的コモンズ」と呼び、その役割に着目し

ている。その調査報告書における提言の中で『文化的コモンズを形

成するには、それを担う人材が必要であり、特に、各々の組織内をつ

なぎ、また組織外とをつなぐ「コーディネーター」が重要である。「行

政や文化拠点」は、「地域におけるさまざまな担い手」と連携しなが

ら、人材、そしてとりわけ「コーディネーター」を育成・確保する必要

がある。また同時に、「コーディネーター」が活躍できる環境を整備

する必要がある』［12］とその重要性を指摘している。このコーディネー

ターとして活動できる人材は、地域にも存在する。文化拠点はそう

いう人たちとのネットワークを形成し、地域課題に取り組んでいく

ことも肝要だ。

外から来る人に最初から短期の経済的インパクトを期待し、そぐ

わなければ「うまくいかなかった」と断定してしまうような場では、風

は渦を巻かずにただ通り過ぎてしまうだろう。いわきアリオスのよ

うな文化拠点が地域で活動する意義は、地域に土の人、光の人、水

の人を増やし、風を起こし、渦をつくることにもあるのではないだろ

うか。

宮本氏は、文化拠点としてのいわきアリオスについて、自分が学生

の頃にできていたら、通っていただろうし、今の子たちがうらやまし

いと語る。いわき市の文化政策におけるリサーチ的側面を持つ「い

わき潮目文化共創都市づくり」は、いわきアリオスが地域にもたらし

たインパクトをさらに広げていった側面もある。それらの市民文化

活動は今や福祉やまちづくりなどへも広がり、またそれぞれ枝葉の

ように派生していて、追いきれないほどだ。文化拠点と地域が渦を

巻きながら生み出す多様な「潮目」を地域づくりに生かしていこう

とするいわき市といわきアリオスの取り組みには、今後も注目してい

きたい。［13］

今こそ文化政策を

先に紹介したKIACの前芸術監督であり、芸術文化観光専門職

大学の学長で、自ら主宰する劇団、青年団と共に兵庫県豊岡市へ
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移住した劇作家、平田オリザ氏は、地方における文化政策の重要性

を以下のように指摘する。

『今は、一番は人口減少対策ですよね。やっぱり文化と教育に力

を入れていないとIターンどころかUターンも来ないので。これまで

の雇用政策では、製造業の工場を誘致して住宅造って、そうすると

集団就職と出稼ぎをなくせる、と。これは昭和の時代の、田中角栄

型の政策としてはとっても成功した。（中略）でもそこで止まってし

まっていては困る。いまだに工場誘致、公共事業誘致が首長の仕事

になっちゃっている。ところが見誤ったのは、高卒の人たちの進学

率が急上昇したこと、特に女子の四年制大学への進学率が90年代

に急速に上がったことです。今は50％くらいですが、80年代には

10％強でした。四年制大学だと女子は就職が難しかったから。こ

れはでも、ただ 4 年間だけ故郷を出ていくということではなくて、都

会の楽しくて刺激的な生活を4 年間過ごした人が戻ってきてくれる

かということになったんです。若者は、ふるさとだからといって戻っ

てくるわけじゃないですよね。 高卒男子を抱え込んで「どうせ女子

は地元に残って結婚して子どもを生んでくれる」という、まさに昭

和の男性目線の政策でしょう。要はそこから一歩も進んでいないと

いうことです。東京一極集中というのは、経済だけでなく文化も東

京が抱え持ってしまっているから、一度それを経験した人には地方

がつまらなそうに見えて帰って来ない。だから、食とかスポーツとか

広い意味での文化政策をやらないと若い人は戻って来ない。そこ

に気づいた自治体とそうでない自治体とで、またこれから大きな差

がつくということですね。』［14］

みなさんの地域はどうだろう。造成済みの工業団地に広大な空

き地が広がっていないだろうか。放置されたままの土地や、空き店

舗と駐車場だらけの中心市街地などを眺めていると、もはや打つ手

無しという寂寥感に苛まれるかもしれない。そういう、やるせない感

情や八方塞がりの現実があっても、人は前を向いて、何かを起こさ

ざるをえない。それは、その土地で生まれ育った子どもたちの将来

のためでもあり、その土地で最期を迎えたいという高齢者の願い（あ

るいは自分の想い）を叶えるためでもあろう。平田氏は、今こそ文

化政策に力を入ればければならないと警鐘を鳴らす。

文化政策というと、道楽や余暇の楽しみ程度の理解しかされてい

ない場合もあり、これは私も含めた関係者の社会に対するアプロー

チが足りていないことの証左であり、大いに反省しなければならない。

文化政策は、人生になくてはならない分野を扱っていて、それは「人

権」のひとつでもある［15］。さまざまな政策分野が人生の一時期や

生活の一側面を対象とするのに対し、インフラ整備を除いて、人が

生涯にわたって関係するのは文化政策だけだという事に気がついて

いる人は、役人も含めて少ない。先に書いたように、現代の文化政

策は、福祉や教育、観光、まちづくり他、さまざまな領域との連携が

求められている。そもそも、文化の定義自体が「人間が自然に手を

加えて形成してきた物心両面の成果。衣食住をはじめ科学・技術・

学問・芸術・道徳・宗教・政治など生活形成の様式と内容とを含む。

（後略）」（広辞苑）であり、自然と対になる概念でもあるので、社会生

活上、文化と人間は切っても切れない関係にある。つまり、文化政

策は総合政策であり、より具体的に多領域横断の役割を明文化さ

れた今は、その質が、自治体のアイデンティティを大きく左右する重

要な政策分野になっている。

思えば、環境問題や希少生物の保護においては、生物多様性の意

義が語られるが、人間社会の存続の危機でもある地方創生の議論

に人間社会の多様性は論じられるだろうか。人間は社会的動物と

言われる。社会は、環境と同じように、複雑な要素が重なり合い絡

み合ってできあがっている。なかでも芸術や文化など、無形の資産

を形成していくことは、人間社会の根幹に関わることだ。芸術や文

化的な取り組みを、一時的にお金が儲かるかどうかという視点だけ

で語ってきた罪は大きいだろう。一体、地域に伝わる祭礼に対して

経済効率が悪いからやめてしまえ、などと言える人が居るだろうか。

人間社会を、その一構成要素に過ぎない経済的な側面ばかりからし

か語ってこなかった近代社会のツケを、未来の社会を担う子どもた

ちが払うことになってはならない。人間らしい文化的な活動が醸成

するシビックプライドを積み重ねていくこと、つまり地域の価値を新

たに創造していく芸術や文化への投資とその効果を真剣に議論し

なければ、バランスを崩した社会はそのまま崩壊していくのではない

か。そうならないためには、新たな芸術や文化を創り出せる人やそ

れを支える人が、イキイキと活動できるような環境を地域に用意す

ることが肝要だろう。そして、創り手の多様な態度や生き方に寛容

でいよう。文化政策を通じて地方創生に取り組むことは、社会をじ

わじわと回復させる漢方的な処方であり、地域のアイデンティティ

やシビックプライドは、そのように時間をかけなければ育たないもの

でもあると思うのだ。土地の造成や再開発に比べれば予算は微々

たるものだ。手遅れになる前に、今から試してみてはどうだろう。
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https://www.timeout.jp/tokyo/ja/art-and-culture/interview-oriza-hirata

［15］国際人権規約A 規約（経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約）第

15条

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kiyaku/2b_004.html



「稼ぐまちづくり」の
実践者 

木下 斉 氏（写真右）

幻想に
喝

地方創生のファクターXを語
る

SPECIAL INTERVIEWSPECIAL INTERVIEW

2014年の地方消滅論に端を発した地方創生政策が立ち上がり、

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」として始まった。東京への一極

集中の是正と地方活性化を目指した総合戦略は、目に見える成果

を生みださないままに一期目（2015年度〜2019年度）を終えて二

期目（2020年度〜）へと突入。年間1兆円以上という莫大な財源

を投入しているにもかかわらず、成果が出せないのはなぜか。地方創

生論に抜け落ちてきた“ファクター X”（未知の要因）に迫るため、高

校時代から地元商店街の活性化に取り組み、数々のまちづくりに関

わってきた「稼ぐまちづくり」の実践者・木下斉さんに話を聞いた。

地域活性の目標は人口増ではない

島原万丈（以下、島原）　ここ数年、リノベーションを軸にしたプロ

ジェクトで全国の様々な市町村と関わることが増えてきました。僕

にとっても地方創生は身近な問題です。2014年に策定された「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」※1（以下、「総合戦略」）や47都道府

県の地方版総合戦略※2は幾度となく目を通したものの、いくつも

の疑問が湧き違和感が残ります。結果として成果が上がらなかっ

た一期目を終えて、第二期目が始まりました。大金を投入している

にも関わらず、なぜうまくいかないのか?　これまで地方創生論には

抜け落ちていたものがあるのではないか?　そんな地方創生における

“ファクターX”の存在について木下さんと考えていきたい。最新の

著書『まちづくり幻想』でも触れていますが、総合戦略について思う

ところを聞かせてください。

木下 斉（以下、木下）　これまで総合戦略に関しては、そもそも “ 人

口増”という前提が違うと言い続けてきました。この「人口さえ増

きのした・ひとし　一般社団法人エリア・イノベーション・アライアンス代

表理事。1982年生まれ。高校在学中から早稲田商店会の活性化に取り

組み、2000年に全国商店街合同出資会社を設立。早稲田大学卒業後、

一橋大学大学院商学研究科を経て2008年より熊本城東マネジメント

株式会社を皮切りに、全国各地でまちづくり会社へ投資、設立支援を行

う。2009年より現職。全国のまちづくり会社による事業連携・政策立

案組織として活動中。内閣府地域活性化伝道師や各種政府委員も務め

る。『まちづくり幻想』(SBクリエイティブ)、『凡人のための地域再生入門』

(ダイヤモンド社)、『地方創生大全』（東洋経済新報社）等多数。 LIFULL HOMEʼS総研 所長 

島原万丈　
しまはら・まんじょう　株式会社LIFULL・LIFULL HOMEʼS

総研所長。1989年（株）リクルート入社。2005年よりリクルー

ト住宅総研にて住宅関連のデータ分析等に携わる。同社を退

社後（株）ネクスト HOMEʼS 総研（現・（株）LIFULL・LIFULL 

HOMEʼS 総研）所長に就任。一般社団法人リノベーション協

議会設立発起人。暮らしや住まいの専門的立場から地方創生

事業に関わるなかで木下さんと知己を得る。

『まちづくり幻想

 ―地域再生はなぜこれほど失敗するのか―』

（SB クリエイティブ）

木下 斉
地域再生に関わるトップランナーが、全国の実践例と

最新の統計をもとにした、本音のまちづくり論を展開。
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えれば地域が活性化する」という考え方が幻想なんですよね。人口

ボーナスは同じ国で二度起こることはないのは、工業化に世界で最

初に成功して覇権獲得した欧州が示しており、少子高齢化によって

人口減少していくのは日本が発展したからこそ避けられないプロセ

スの一つです。日本全体として人口増加している時代にすら人口

減少していた地方まで含めて、人口増だけを達成目標とするならば、

どこも負け戦にしかなりません。そもそも地方が衰退するのに、人

口減少は原因ではなく、結果でしかありません。産業、教育含めて地

方が都市とは異なる発展戦略を持たなくなってしまった戦後、より

よい条件で働くこと、よりよい高度な教育を求めて都市部に人が移

動した結果、地方の人口減少が加速したのです。戦前は農林水産

業だけでなく、工業分野や、教育分野でも地方で先駆的な取り組み

が多数ありました。九州は炭鉱や石炭加工の科学分野では先進的

で、国立大よりも先立った工業大学すら民間資本で設立されていま

した。岡山県倉敷市には紡績分野での先端企業が、労働科学と向

き合い、飛躍的な生産性改善を達成させました。それは地方交付税

交付金のような財政均衡化政策がなく、地方は自ら稼ぐしかなかっ

たからです。しかし、戦後は財政支援が地方に積極的に行われて格

差が是正された一方で、稼ぐ意欲は消失、むしろ国から予算をもら

う意欲ばかりが増大したのです。結果、県庁所在地の成長率を上回

るような産業都市はほとんど生まれず、地元企業やそのオーナーたち

による積極的な教育分野、金融分野への投資などもなくなりました。

令和における地方創生とは稼ぐインセンティブを復活させて、地方

が独自かつ多様な発展をしていくための権限と財源の一体的な委

譲を考えるものです。それを人口だけの問題にしていることが、そも

そも問題の結果と原因を取り違えているのです。

島原　第二期では地方の人口増についてはトーンダウンしているも

のの、人口論に依存しない地域活性化をもっと突き詰めていくべき

ですね。地方の人口減少問題とともに東京への一極集中化の是正

が対で語られています。コロナ禍において、テレワーク化が進み、ど

こでも仕事ができる環境になってきています。ワークとバケーション

を兼ね合わせたワーケーションが注目されて、東京から地方移住を

して生活を変えた30代の働き世代も目立つようになりました。東

京一極集中が終わったなんて意見もありますが、いま地方にチャン

スが巡ってきたと言えますか。

木下　コロナ禍で地方への「関心」だけは高まったとは思います。

しかし注目されているほど行動につながっているかといえばそうでは

ない。2021（令和3）年1月1日時点での東京都の人口は、1396万

236人であり、この1年で8600人ほど増加している。1997（平成9）

年以降、25 年にわたり東京の人口は増え続けています。東京都か

ら出ていった人口の半数以上は東京圏の範囲であり、東京圏の人口

増加は約9万人と依然として増え続けています。

島原　確かに東京の不動産市況は、相変わらず上昇トレンドですね。

千葉、埼玉、神奈川へと郊外化する広がりはあるものの、通勤時間の

短縮を求めて港区や中央区など都心を選ぶ世帯も増えています。

木下　データから考えても東京圏という東京都への通勤範囲を含

めた「東京一極集中」が続いていることは明白。コロナが原因で東

京から地方に大勢移住して、地方が自動的に再生するという幻想は

捨てるべきです。もちろん地方移住をした若い世代はいます。だけ

どそれは、選ばれた地域だけです。自分たちのまちを継続的に積み

上げていき、移住しやすいような仕組みをつくり、地元産業を盛り上

げている地域にしかチャンスは巡ってはきません。

若者を流出させる同調圧力の強さ

島原　コロナ禍で顕著になったのが、日本社会における同調圧力の

強さです。自粛警察や他府県ナンバー狩りみたいなこともありまし

たよね。地方の担い手である若年層が、首都圏に流出する理由につ

いて、雇用の有無と所得格差の問題が指摘されています。もちろん

それは大いにありますが、都会以上に地方における同調圧力の強さ

は、若者たちを都会に向かわせると感じませんか。

木下　同調圧力が強い社会は、誰もが息苦しいし生きづらいもので

す。これは男性だけではなく、女性はもちろんLGBTQ＋の人たちは

特に強く感じていることが、あらゆる調査でも出ています。子供を

産む世代の女性が地方からいなくなる構造は、総合戦略が始まった

2014年以降も相変わらず改善はされていない。例えば、ニッセイ基

礎研究所による2019年の人口動態※3では、20〜24歳の年齢階層

では男女ともに東京へ転入する人が年々増加。増加人数は女性が

男性を大きく上回っていることも示されています。

島原　結婚や出産について、特に地方では家族のみならず、周囲の

人が干渉をする。結婚への圧力は相当ある。「結婚への干渉が苦

痛で実家に2、3年帰省していない」と20代や30代の女性からはよ

※1   まち・ひと・しごと創生法に基づき、5カ年の目標や施策の基本的な方向をまとめたもの。第一期は2015年度から2019年度まで、第二期は2020年度から2024年度まで。

※2   地方公共団体においても「地方人口ビジョン」ならびに「都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び「市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」がつくられた。これらをあ

わせて「地方版総合戦略」と呼ばれている。

※3   ニッセイ基礎研究所による人口動態データ解説「東京一極集中の本当の姿」（2020/08/17）参照。

上）https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=65080?site=nli　下）https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=65177?site=nli
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く聞きます。僕は地方出身者ですが、随分前とはいえ「女の子に学

問はいらない、嫁の貰い手がなくなる」なんて、祖父母の世代はよく

言っていましたね。

木下　今でも地域によってはそれは続いています。例えば愛知県は

経済成長が高く、雇用条件や所得水準も経済成長率も全国トップ

クラスです。しかし首都圏へ流出する女性がとても多い。「仕事が

ないから、給料が安いから、都会へ出ていく」という一般論では説

明がつかない。理由について頻繁に調査していたのですが、その理

由はなかなかつかめなかった。なぜなら愛知県で働く女性に調査し

ていたからです。遅きに失したとはいえ首都圏に流出した女性に調

査※4すると、キャリアアップ志向の強さとともに、東京では「やりた

い仕事がある」「本社機能があり中枢で働ける」「女性にとって職業

の選択肢が多い」などいくつもの理由がみえてきた。仕事はあって

も望むようなキャリア形成ができず、さらに結婚・出産に対して古い

価値観が残る地域であれば、自由に生きたい女性が出ていくのは当

然ですよね。

島原　国土交通省の調査※5でも、東京圏在住の地方出身者が地元

に残らなかった理由として「人間関係やコミュニティに閉塞感があ

るから」は、女性は男性の2倍近くになっています。そういえば沖縄

県へのUターン率も一般論では説明がつかない。国立社会保障・人

口問題研究所「第8回人口移動調査」※6では、沖縄県は一度県外へ

移動した人のUターン率が70%と非常に高い。けれども沖縄県は

雇用や所得でみれば全国ワーストです。しかし自然に恵まれていて

生活も楽しく、出戻った人を周囲が温かく受け入れてくれる環境が

あるんじゃないかなと思う。歴史的にも外の人を受け入れざるを得

なかったから、緩さというか、寛容さが地域にあるのでしょうね。あ

と沖縄出身者は、シビックプライドというか、地元愛が強い !

木下　そうですね。そんなふうに理由がわかれば改善策をたてるこ

とができる。日本社会、特に地域社会において同調圧力がなくなる

ことはないけれども、愛知県の企業経営者は自分たちの価値観を変

えて、会社の制度改革を通じて女性が望む仕事をつくることはでき

る。人口減少を仕事や所得を言い訳にする地域は、沖縄のような地

域からいろいろと学べるところがあるはず。事実、知り合いの愛知県

豊橋市の中小企業は、採用条件を積極的に変革し、地元のみならず

全国から応募が殺到しています。

島原　地方創生の議論には、若者を都会に行かせたくないという空

気がある。でも東京でも海外でも若いうちに外へ出て、知識や経験

を積んで10 年後や20年後に帰ってきてね、と前向きに送り出して

あげるほうがいい。若者は新たな地での学びや経験で成長するし、

地域に役立つ人間になって戻ってくることもあるでしょう。地域の

ために地元に残れと要求されたら17歳の高校生にとってはストレス

でしかない。

木下　そんなところは抜け出したいと思いますね。ただ、囲い込み

の一方で、地方には過剰に地元産業を蔑む人がいる。子供時代か

ら「地元はダメだ。東京の大学に行って一流企業で働け」と言われ

続けると、子供たちが地元への愛着、シビックプライドを持てなくな

り、社会における様々な評価を知る前に、勝手に地元をだめだと思

いこんでしまう問題もあります。

小さな集落ほど大きな可能性がある

島原　地方創生の現状は厳しいですが、しかし明るい未来が感じら

れる町や村は確かに存在する。木下さんの最新作『まちづくり幻想』

では、そんな実践例も紹介しています。独自な取り組みをしている

地域や注目している人に共通点はみられますか?

木下　いわゆる地方都市圏の周辺にある町や村、または都市につな

がりやすい地域で新たな取り組みを始める人が増えています。広

島や岡山が商圏となる山陰地方や瀬戸内の島々、北海道だと札幌

に次ぐ旭川市周辺の町や村、また首都圏からの新幹線客が見込め

る北陸の町などで活動している人やプロジェクトに注目しています。

インフラがどんどん発達したことで都市圏の構造変化は起きている

のですが、未だに基礎的自治体単位でしか物事を考えない人も多い

のはもったいないです。都市機能の多くを中心都市に依存しつつも、

その周辺都市として別軸で魅力を高めることは可能なのです。これ

らの地域はどこも非常に小さな自治体が多いですが、よそ者を迎え

ることにとっても前向きです。

島原　木下さんは安易な「よそ者、若者、馬鹿者」頼みは幻想だと批

判していますが、強い牽引力を持つ個人が外から人を呼び寄せて、

それが活性化につながっている地域はありますよね。

木下　「よそ者、若者、馬鹿者」ではなく、地元のちゃんとした名士が

地域の未来に向けて動き、投資をしている地域が大切なのです。例

えば、徳島県・神山町は、国内外から人や企業を呼び寄せて地域を
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活性化し続けています。NPO法人の代表・大南信也さんが中心と

なり、1990年代から様々な活動に取り組んできました。大南さん

は自らも海外生活の経験がある方で、県内での合宿先に困る時代

から外国人教員向けの集団合宿の受け入れをずっとやっていた。後

には国内外の芸術家を招聘して作品制作をする「アーティスト・イ

ン・レジデンス」、東京や大阪からIT企業を誘致した「ワーク・イン・

レジデンス」、最近では私学の高等専門学校を建てるプロジェクトも

始めている。大南さんが始めた地域のプロジェクトは、いまや行政

や企業を巻き込み大きく展開しています。そのオープネスが IT 系

企業にも刺さり、様々な企業が全国に先立ってサテライトオフィス

などを開設。田舎だけどネット速度が高いからみたいな話をする人

もいますが、それは必要条件ではあるけど十分条件ではない。全国

には光ファイバーを引いたけど、誰もこないところは山ほどある。重

要なのはインフラだけでなく、それを活かせる人材なのです。

島原　人口2万人程度の山間の町なのに、地方創生議論が始まるよ

りはるか前から外国人や芸術家というよそ者をコツコツと受け入れ

てきたことは、地方創生を進めるうえで筋トレになりましたね。人を

呼び込んで町を活気づける一方で、地元生産物に付加価値をつける

ことで活性化する方法もありますね。郊外都市開発を論じたジェイ

ン・ジェイコブズ※7も「経済発展の源泉はイノベーションである」と

説いて、既存のものに地域内で改良を加えて付加価値をつけること

が大事だと言っています。

木下　農家と町がともに取り組んでいる北海道・当麻町の「でんす

けすいか」プロジェクトなんかはまさにそう。味や見た目にこだわっ

た厳しい栽培基準、そして綿密なブランディングにより、地域全体で

高級スイカに育て上げた。2021年の初競りでは、ひと玉 60万円を

超えたことでも話題になりましたね。また、自治体は破綻して大変

なことになっていますが、夕張市の夕張メロンもまた、自治体の経営

環境は関係なく、稼ぎ続けることが可能ですね。日本ではどうして

も工業的成功ばかりに目を奪われますが、工業化の後の衰退を経験

してきた欧州にいけば、ワインやチーズ、レモンなど含めて多様なブ

ランド化に成功した農業地域は豊かです。日本においてもホタテ養

殖加工で有名な北海道・猿払村の成功もよく知られるところです。

島原　ふるさと納税にも一役買っていますよね。

木下　北海道・江丹別にある家族経営の伊勢ファームでは、グラス

フェッドの酪農をしています。生産量が少ないグラスフェッドミル

クはどこにも出荷せずに、ファーム内のチーズ工房でこだわりの高級

ブルーチーズを製造。チーズの本場フランスで修業するなどの努力

を重ねてつくられたチーズは名だたるシェフから注目を集め、JAL

国際線のファーストクラスの機内食にも選ばれているほどです。結

果として、牛乳の材料として出荷するよりも10 倍以上の単価で生

乳を活用できており、だからこそこだわった少ない量の生乳でも、親、

兄弟 3 世帯が豊かに生活しています。北海道型の農業や酪農は、野

菜や乳製品を大量に生産して安く販売することを推し進めてきま

した。だから高級なスイカは売れない、小さな酪農なんてうまくい

かない、という業界団体や地元の重鎮からは叩かれたことでしょう。

どちらもそんな声をはねのけて高付加価値なものづくりで成功を遂

げています。

島原　従来の産業構造とは真逆なものづくり、そこから確実に利益

を生みだす生産者がいることは心強いですね。まだまだ個々の活動

かもしれないけれども、とても明るい兆しです。そういえば北海道で

ジャパニーズウイスキーを手掛ける「厚岸蒸留所」では、他の地域か

ら移住・転職してきた人たちがウイスキーづくりに励んでいます。テ

レビで観たのですが、中には若い女性もいました。みんながウイス

キーづくりに誇りを持って働いている姿が印象的でした。やりがい

があって好きな仕事であれば、地域なんて関係ないとあらためて感じ

ました。

木下　今の10 代や20代前半の世代は、東京や札幌でないとダメ!

※4   愛知県による「若年女性の東京圏転出入に関する意識調査結果」（回答者数／東京圏在住者413人・愛知県在住者202人。平成30年1月実施）。

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/kikaku/jakunen.html

※5   国土政策局「企業等の東京一極集中に係る基本調査（市民向け国際アンケート）」(2020)　https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/content/001409459.pdf

※6   人口移動に関する動向を明らかにする目的で46都道府県（熊本県・大分県由布市を除く）に調査。集計対象者数67098世帯のうち有効回答者数48477世帯の全世帯員

122640人。平成28年7月に実施。

※7   アメリカ合衆国の女性作家でありジャーナリスト（1916〜2006年）。都市計画研究において影響を与えており、『アメリカ大都市の死と生』はいまでも都市論のバイブル的存在。
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という都市への願望が薄れています。地方のプロジェクトへのイン

ターンや転職希望者を見ていると、優秀なキャリアを持つ若者が多

いです。私がまちづくりに関わり始めた一昔前だと考えられないこ

とです。やりがいを感じる仕事があれば、都会から地方へいくことは

厭わない。特に“よそ者”に開かれた町や村は、北海道・余市町のス

タッフ大半がフランス人というワイナリーのように、都市対地方みた

いな構図はなくなってきています。また東京の名店で活躍していた

若い料理人が、福井や石川など北陸へと出店を希望するように。北

陸の豊かな食材と美しい自然を味方につけて、首都圏や関西圏か

ら食通が訪ねてくる店づくりを始めています。町なかに出店するの

ではなくて、とんでもない廃村、だけど自然環境は豊かな立地にお店

を出しているのも特徴的。そのような店が予約のとれない店となり、

さらにミシュランにとりあげられるなど、とても活気づいていますね。

価値基準が大きく変わってきているのです。これは 80年代のイタリ

アの「スローフード」などと同じ

く、日本社会の価値基準の成熟

化の入口を意味していると感じ

ます。

島原　人口が少なくてGDP（域

内の総生産）が低い町や村でも、

ひとりひとりはきちんと稼いで幸

せに暮らしている。まるでフラン

スの田舎町のようですね。都市

と都市の間にあるような、小さな

田舎町にいいホテルや地元の食

材を使ったおいしい高級レスト

ランが存在して、都会から訪ねてきた人がお金を落とす構造に。地

域活性のあるべき姿ですよね。

木下　そうですね。フランスで1人あたりの所得が高い町に、人口

2 万3000人ほどのエペルネーがあります。パリから電車で小1時間

程度の町ですが、ブドウ畑に囲まれたシャンパンの産地です。ここ

は代々受け継がれている高級シャンパーニュのメゾンがいくつもあり、

世界を相手にした商売をしています。そこに若いベンチャー型のメ

ゾンも集積し、伝統と革新が複合的に存在しています。その周辺に

は小規模だけどホテルやレストランがいくつもありますが、基本的に

は畑だらけの農業が中心の町。しかし付加価値の高い商品を少人

数でつくっていることで、平均所得が高くなり長期にわたって繁栄

を続けていけるのです。

島原　今すぐにでも行きたいなあ（笑）。付加価値のあるものづくり

ができるのは、広大な土地や自然に恵まれた地方の大きなメリット

ですね。人口が少ないことがかえって強みにもなっている。

木下　同じ仕事で収入をアップさせるのは、都会より田舎のほうが

適しているかもしれません。ワインやウイスキーならばヴィンテージ

を手掛けることで、単にスケールやコストを増やさずに単価を上げて

いく戦略がありますし、ホテルやレストランならばサービスや料理の

質を向上させて、地元だけではなく周辺都市の富裕層をターゲット

とする。そのためにはブランディングや新たな視点を持って商品や

サービスの付加価値を上げていく工夫は必要ですけどね。

稼ぐ力をもたらす関係人口づくり

島原　第二期の総合戦略には、移住定住者でもなく観光客でもない

「関係人口」※8に重きがおかれていますね。関係人口は地域のために

何ができるのか、また関係人口をどう活用すればいいのか。元祖・関

係人口でもある木下さんは、どのように考えますか。

木下　従来の移住定住政策の難しさを反映しつつ、新たな都市人

口と地方との接点を数値化する

ため「関係人口」という指標がつ

くられました。ただし、いまひと

つ定義があいまいです。関係人

口とは地元のファンのことであり、

ファンを増やすことで地域がよ

くなると勘違いしたイベントやプ

ロジェクトだけが展開されないか

心配ですね。もちろんファンが増

えることはいいことですが、ファ

ンを誘致するためにかけるコスト

と、ファンが使ってくれる消費と

を差し引きして採算割れになっては意味がありません。

島原　誘致のために投資して結果マイナス……、今までの地域再生

プロジェクトによくあることですからね。コロナによって働き方の自

由度が上がり、都市と地方という二拠点生活への関心が高まっては

います。しかし定住人口の増加は厳しいから関係人口を増加させ

ようなんて雑に考えていると失敗するってことですね。

木下　地方に必要なのは、ゆるい関係でつながる人口が増えること

ではありません。重要なのは量よりも質です。友達100人できるかな、

ではなく本当に信頼できる、力になってくれる友達は10人もいれば

十分という人生の教訓と同じく、地域を豊かにしてくれる関係人口

は単に数ではないのです。味気ない言い方かもしれませんが、誘致

にコストをかけるのであれば、地元で消費をしてくれる「消費力」、も

しくは都市部に集中している付加価値の高い企画やデザインなどを

してくれる「労働力」を移住定住せずとも確保するところに価値があ

る。東京のデザイナーに地元の商品パッケージをおしゃれにリニュー

アルしてもらうとか、また地元名産の新たな販路を見出してくれる
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ようなプロデューサーとか。才覚のある地元の経営者と関係人口と

がつながり、利益が上がるような仕組みをつくれたらいい。

島原　多くの地域に関わっている木下さんですが、関係人口として

関わりたい地域ってどんなところですか。

木下　まぁ結局、オープンで面白い人がいる町や村ですね。正直、

環境的には豊かな地域は多数あり、海も山も川も田畑も、どこもあ

るのです。だからこそ特定の場所ではなくて、町をよくしたい、稼げ

る町をつくりたい、そんな情熱がある人と人間関係をしっかりと築

いていけるならば、縁もゆかりもないような地域でも私は問わないの

です。でも、熱量の高い人がいる町や村は、やはり魅力的ではあり

ます。一泊して共に語るだけでも好きになりますよね。うちの町に

は何もない、とかいう人がいますが、それはその人こそ魅力がないの

です。環境がよければ自動的に活性化するなんて思い込み自体が

幻想。まずは自分が魅力的になるしかないのだと思います。

島原　やっぱり人が大事ですね。

地元のキーパーソンと能力のあ

る関係人口をどうマッチングす

るかがポイントになってくので

しょうね。あと期限付きの関係

人口としては、地域おこし協力

隊※9（以下、協力隊）がいます。

制度発足から10年が経ちますが、

協力隊を上手く活用できている

地域とそうでないところの差が

大きいみたいですね。

木下　縁もゆかりもないところ

にやってくる協力隊をお手並み拝見しているだけでは、地域おこしは

成功しませんよね。地域が協力隊を受け入れる場合、具体的なプロ

ジェクトを想定しておくこと、そのプロジェクトに見合うスキルや経

験のある人を優先して採用することが重要です。また地域おこしの

人員ですから、単純労働力としてのみ活用することはやめるべき。一

方で、協力隊側に関しては国内版ワーキングホリデー気分で応募す

る人が多いことは問題かもしれません。地方から地方へと、ホッピ

ングをし続けている協力隊員も多い。そのあたりはきちんと見直し

ていくべきだと思います。

島原　自分探しの旅みたいな人は論外だけれど、地域のためにと目

的を持って出向いたのに、単純労働しかやることがないなんてかわい

そうです。

木下　役所の担当者がやる気があって、プロジェクトをともに進め

ることができて、地元のキーパーソンをどんどん紹介してもらえるの

が理想的。でも町長だけがやる気で、担当者は仕方ないから動いて

いるなんてところに採用されたら気の毒ですよね。期限付きで採用

された初めての土地なのに、仕事がない中で人脈を広げるには限度

がありますしね。

島原　漫然とした制度活用では上手くいかないということですね。

協力隊を有効に活用するためにはどうすればいいですか。

木下　協力隊を上手に活用するためには、ベクトルを地域の外に向

けるべきなのです。集落支援員みたいな活用の仕方は間違っていま

す。例えば、北海道の余市町の協力隊員の活用は面白い。同町は

高い評価をうけるワインが続々と生まれている地域なのですが、地元

には来なくていい協力隊を募り、その結果、オーストラリアのレスト

ランに勤務する20代の若い日本人マスターソムリエを採用。世界

の飲食関係者に余市町産ワイン

をアピールして、販路を広げるこ

とが業務になっています。彼は

最年少マスターソムリエとして注

目されているし、アピール効果が

抜群に高い。さらに、様々な飲

食店などからもワインリストのコ

ンサルティングを依頼されるから、

そういう人に余市ワインを薦め

てもらうことを考えれば、地元産

業振興に直結します。こういう

制度活用は、とても巧みだなと思

いますね。

島原　プレスと営業を兼ねたリモート人材！　地域に稼ぎをもたら

す新しい地域おこし協力隊事例ですね。また本人のスキルや経験

を活かせたうえに彼自身もキャリアのひとつになる。協力隊を副業

として考えられるのは、いいアイデアだと思います。余市町のような

オープンなスタイルはいいですね。

木下　大きな結果を生まなくても決して損にはならない。それに新

たな取り組みは成長の糸口につながります。地域振興のために大し

て人も来ないような駅前の空き店舗を活用した観光窓口のスタッ

フとして協力隊を採用するよりも、その予算でヨーロッパなどの小さ

な旅行代理店に町の広報をしてもらうほうがよっぽど費用対効果が

でると思いませんか?　知りうるところでも、イギリスのリバプールに

※8   移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもなく、地域や地域の人びとと多様に関わる人びとを指す。地域づくりの担い手になることが期待されている。

※9   都市地域から過疎地域などの条件不利な地域に移住して、地域ブランドの開発やＰＲなどの地域おこし支援、農林水産業への従事、住民支援など、地域協力活動を行いなが

ら、定住・定着を図る取り組み。任期は1年以上3年未満。令和２年度は、約5500人の隊員が全国で活動している。p233のレポートも参照。
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2人の日本人がやっている、地元の裕福層相手のエージェントがあっ

たりします。私なら全世界にあるそういうエージェントに予算を出

して依頼しますね。日本の大手旅行代理店ではなく。単に地元定

住や観光客数にばかりこだわっていると、そういう発想にならない。

それだと人もお金も減る一方ですよ。

島原　そもそも地方創生のゴールはなんなのか。定住人口が減少し

て市町村が合併していっても、その地域で暮らす人が幸せな生活が

できていればいいじゃないかと思うんです。住む人が幸せで、周辺の

人たちがその地域独自の店やサービスに惹かれてやってくる。そん

な魅力的な町や村ならば、1万人だろうが10万人だろうが人口規模

は関係ないですよね。

木下　地方創生は、いきなり100万人が食えるまちを目指すことで

はなく、むしろ2万人が幸せになれるまちをつくっていくこと。百万

人都市の問題はより深刻で解決は困難ですが、人口規模の小さい都

市ほど解決が容易です。地域のなかで生活するひとが必要とする所

得があり、それがあればインフラも形成できる。自分たちが生活する

なかで地元のものを使う、付加価値をつけて自分たちの所得を上げ

る。それをどう担保するかが大事。小さなまちであっても暮らす人

たちが所得を上げられて生活基盤をしっかりつくっていて、地元にお

金を落とすという仕組みにしていけるといい。

地域活性に必要ものは何か

島原　木下さんは著書『福岡市が地方最強の都市になった理由』で、

変人（と呼ばれるクリエイティブ人材）がまちを活性化させると述べ

ていますね。

木下　都市発展の原則は「常識を疑う」ことです。地域の付加価値

を伸ばすためには、その町や村にはない新しい視点を持っている、ク

リエイティブな人の力は欠かせません。クリエイティブな人材＝常

識破りの変人がたくさんいることが既存の産業に「カネをかけた以

上に値段を上げる」という変化をもたらし生産性を上げる鍵を握っ

ています。そしてクリエイティブ人材が集まるためには、今まで話

してきたようにオープンマインドな地域であることが大事。クリエ

イティブ人材というのは、単にデザイナーとか職業的なことではなく、

従来とは異なる価値観を持つ人たちです。福岡市で明治以降に登

場する鍵となる人材は変人であり、それは全国区、国際的に評価さ

れるレベルの人たちばかりです。そして、そのような非常識な人たち

を潰さなかったことが福岡市の発展につながっています。変人に寛

容で変化を恐れない。出る杭も放っておくか、むしろ応援する。

島原　歴史的にも中国大陸や朝鮮半島に開かれた商いの町。その

オープンさで、外から多彩な変人（クリエイティブな人）を呼び寄せ

ている。九州の他県の人から、福岡は自由でうらやましい、うちだっ

たら目立つことをしたらすぐに足を引っ張られる、なんて話も聞い

たことがあります。クリエイティブな人ほど同調圧力を嫌うし、寛容

な地にしか集まってきません。

木下　技術革新やイノベーションよりも過去のヒエラルキーや権益

を大事にしているところが多い。内輪社会で成功体験があるところ

は、なかなか今の時代にはきつい。地方創生総合戦略第二期の総合

戦略では、多様な人材が活躍できる環境づくりを目指していますし

ね。多様な人材がいることで、地元の可能性や価値に気づけるよう

にもなる。伊勢ファームのグラスフェッドミルクの話ですが、地域に

はグラスフェッドのブルーチーズなんて売れるはずはない、と言って

いた人のほうが多かったのです。だけど伊勢さんはやりきった。や

りきったから応援する人が次々に地域外には出てきたのです。その

ようになぜか地域内でつぶし合いをしようとする人が多かったりし

ます。敵を間違っているのですよね。地域の競争相手は外であるのに、

なぜか地域の中で互いにつぶし合おうという人がいたりします。そ

れでは多様な人材が活躍できる環境なんて無理です。自治体です

らそれができているのか。まずは自分たちが変わることが最初なの

です。「多様な人材が活躍できる環境づくり」なんて念仏のように

唱えても仕方がなくて、自分の先入観、そんなことは無理だとか、こ

んなヤツが成功するはずはない、なんて思い込みを捨てることがすべ

ての出発点なのだと思います。

島原　少し確信できた気がします。地域に新しい活力をもたらすに

は、これまでの常識を疑ってどんどん新しいやり方を試す必要があ

る。そのために必要なのがクリエイティブな変人（笑）だけど、そうい

う人は寛容性の高い地域にしかやってこない。そして、若者や女性

もそういうところにしか定着しない。魅力にあふれた稼げる地方に

するためには、やっぱり“地域の寛容性”は大事なファクターと言え

ますね。
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